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1．はじめに
経済活動の急速なグローバリゼーションの進展とともに、国家間で移動する知識の量は、物
の移動に比べて近年急速に拡大しており、経済資源活動は知識貿易化しようとしている。今後、
さらなる知識の価値の権利化が予想されることから、知識の価値を権利化し、さらに強化してい
くことが、各国政府の重要政策課題となっているところである。
このような背景の中、知識移転の中核である「技術貿易」についての状況を把握することが、
政策や企業戦略を決定する上での判断材料として、また、国の国際兢争力を占う上での先行
指標として求められている。
今回の調査は、技術貿易の実態を把握するため、平成9年度に締結された新規の技術輸出
契約について、民間企業に対してアンケート調査を実施し、輸出件数・契約形態・対価の受取
方法等について多面的な分析を行ったものである。
また、当研究所では、技術貿易のうち技術輸入の動向についても毎年分析を行い、「外国技
術導入の動向分析」として発表しており、本報告書と併せ、これらが我が国の技術貿易の実態
を多面的に分析した資料として、技術貿易に関係する方々に役立つことが有れば幸いである。
－1－
、．．■t■■■・一／
2．全体概要
2．1．調査概要
（1）調査内容
本調査は、技術輸出の実態を把握し、我が国の技術貿易の特徴を明らかにすることを目的
とし、平成9年度1年間に締結された「新規の技術輸出契約」の輸出件数・契約形態・対価の
受取方法等について多面的な分析を行ったものである。
本調査における「技術輸出」の定義は工業所有権（特許・実用新案・意匠・商標）及びノウ
ハウ（ソフトウェアを含む）に関する権利の譲渡、使用権の設定や技術指導を行った場合をさ
すものとした。
なお、今回の調査結果を考察するにあたっては以下の点に留意する必要がある。
（i）調査票を対象企業に送付して、回答を得たものについて集計・分析を行ったものであ
り、実際に行われている技術輸出の全数を把握しているものではないこと。
（五）平成8年度までは調査対象を資本金10億円以上で、研究開発活動を実施している企
業及び技術貿易に関係のある企業に限定していたのに対し、平成9年度は、資本金10
億円以上のすべての製造業を対象とするなど、調査企業を大幅に増やしていること。
（平成8年度：1，590社、平成9年度：3，206社）
（2）調査方法
調査概要は以下のとおりである。
◇調査対象企業：
資本金10億円以上で、すべての製造業及び主要サービス業（3，206社）
◇調査方法：
郵送によるアンケート調査（質問内容については資料表3－1参照）
◇調査期間：
平成11年1月22日から平成11年2月26日までの間に実施した。
◇回収結果：
回答企業数2，625社（回収率81．9％）
なお、今回の調査では資本金10億円未満の企業についても調査を実施しているが、その
調査方法、調査結果については参考資料として別に述べる。
－2－
（3）回収サンプルの属性分布
調査対象企業及び回答企業の資本金別・業種別内訳は以下に示すとおりである。
（図2■1，表2－1）
［備考］
本書で用いている企業の業種は、当研究所の「外国技術導入の動向分析」と同様に、総務庁統計局編
集の「会社企業名鑑」を参考に、「日本標準業種」により分類し、集計を行った。
本書の図表中におけるNは、サンプル数を表すものとする。また、回答中記載のないものについては、
除外して集計している。
表2－1．調査対象企業及び回答企業の業種別内訳
業　 種 調 査 対 象 企 業 回 答 企 業 新 規 の 輸 出 有
企 業 数 構 成 比 企 業 数 比 率 企 業 数 比 率
（1）農 林 水 産 業 6 0 ．2％ 6 100．0％ 0 0．0％
（2）鉱 業 20 0 ．6％ 20 100．0％ 1 5．0％
（3）建 設 業 2 35 7 ．3％ 233 99．1％ 7 3．0％
（4）食 品 工 業 127 4 ．0％ 124 97．6％11 8．9％
（5）繊 維 工 業 59 1．8％ 53 89．8％ 7 13．2％
（6）パ ル プ ・木 製 品工 業 26 0．鍋 2 6 100 ．0％ 1 3．8％
（7）出版 ・印刷 業 16 0．5％ 15 93．8％ 1 6 ．7％
（8）総 合 化 学 ・化 学 繊 維 工業 55 1．7％ 52 94 ．5％ 10 19 ．2％
（9 ）油 脂 ・塗料 工 業 22 0．7％ 2 2 100 ，0％ 5 22 ．7％
（10）医 薬 品 工業 58 1．鍋 54 9 3．1％ 7 13．0％
（11）そ の他 の化 学 工 業 102 3．2％ 102 100 ．0％13 12 ．7％
（12）石 油 ・石 炭 製 品 工 業 32 1．0％ 29 90 ．餓 3 10 ．3％
（13）プラスチ ック製 品工 業 32 1．0％ 32 100 ．0％ 6 18 ．8％
（14）ゴム ・革 製 品 工業 18 0 ．6％ 18 100 ．0％ 5 27 ．8％
（15）窯 業 57 1．8％ 53 93 ．0％ 4 7 ．5％
（16）鉄 鋼 業 5 1 1．6％ 49 96 ．1％ 13 26 ．5％
（17）非 鉄 金 属 工 業 53 1．7％ 49 92 ．5％ 10 20 ．4 ％
（18）金 属 製 品 工 業 8 1 2．5％ 79 97 ．5％ 5 6 ．3％
（19）機 械 工 業 142 4 ．4％ 139 97 ．9％15 10 ．8％
（20）電 気機 械 器 具 工業 236 7 ．4％ 222 94 ．1％32 14 ．4 ％
（2 1）通 信 ・電 子 ・電 気 計 測 器 工 業 33 1．0％ 33 100 0 ％ 1 3 ．0 ％
（22）自動 車 工 業 73 2 ．3％ 7 1 97 3％ 18 25 4 ％
（23）そ の 他 輸 送 用 機 械 工業 54 1．7％ 54 100 ．0％ 10 18 ．5％
（24）精 密機 械 工 業 5 1 1．6％ 5 1 100 ．0％ 8 15 ．7％
（25）そ の 他 の 工 業 75 2 ．3％ 74 98 7％ 4 5 4 ％
（26）電 気 ・ガス ・熱 供 給 業 33 1．0％ 30 90 ．9％ 1 3 ．3％
（27）運 輸 ・倉 庫 業 143 4 ．5％ 12 1 84 ．6％ 0 0 ．0 ％
（28）通 信 業 19 0 ．6％ 19 100 0％ 3 15 ．8％
（29）卸 売 ・小 売 業 562 17 5％ 24844 ．1％ 3 1．2 ％
（30）飲 食 業 10 0 ．3％ 8 80，0％ 0 0 ．0 ％
（3 1）銀 行 ・保 険 ・証 券 業 256 8 ．0％ 176 68．8％ 0 0 ．0 ％
（32）そ の 他 金 融 業 90 2 8％ 64 7 1 1％ 1 1．6 ％
（33）不 動 産 業 94 2 鍋 7 1 75．5％ 0 0 ．0 ％
（34）新 聞 ・放 送 ・広 告 業 36 1 1％ 25 69 4％ 1 4 ．0 ％
（35）情 報 サー ビス ・専 門サ ー ビス業 8 1 2 ．5％ 67 82．7％ 2 3 0％
（36）そ の他 サ ービス業 16 8 5 ．2％ 1368 1 0％ 5 3 ．7 ％
全　　 体 3，20 6 100 ．0％ 2 ．6258 1．9％ 2 13 8 ．1％
－3－
2．2．調査結果の概要
（1）全体からみた分析結果
①技術輸出実施の有無
平成9年度に「新規の技術輸出がある」と答えた企業は213社（8．1％）であった。分析対
象企業を平成8年度までのベースにして経年推移をみると、179社（14．6％）であり、前年度
（260社，23．5％）と比べて大きく減少している。製造業では17．9％であり、減少幅ト10．5ポイ
ント）はさらに大きい。
また、資本金別にみると、「資本金100億円以上5的億円未満」の企業の減少幅が最も大
きい。（表3－1～2，図3－1～5）
②技術輸出件数の推移
分析対象企業を平成8年度と同一にすると、588件であり、前年度（842件）に比べて大幅
に減少している。（図3－2）
③輸出先国・地域別内訳
輸出先をゾーン別にみると、アジアが56．0％、北アメリカが21．9％、ヨーロッパが16．6％、
その他が5．5％となっている。平成7年度まではアジアへの偏重傾向がみられ、約3分の2を
占めていたが、平成8年度から減少に転じており、アジアへの技術輸出の伸び悩みが顕著
になってきている。
国・地域別にみると、前年度と同様に米国が最大の技術輸出先国となっており、以下中
国、韓国、台湾、タイの順となっている。アジアにおいては、通貨危機の起こった韓国、タイ、
インドネシアの落ち込みが特に大きくなっている。（表3－4，図3－9）
④技術輸出先との資本関係
契約相手先の企業と資本関係がある比率は、全技術輸出契約の37．0％である。ゾーン
及び国・地域別にみると、ヨーロッパ（25．2％）における比率は低いものの、英国については
資本関係がある企業への輸出の比率が高い。一方、アジア（41．7％）の比率は高く、中でも
タイ、マレーシア、中国及びフィリピンにおいて他の国・地域よりも比率が高くなっている。
（図3－10～14）
－4－
⑤技術輸出契約期間
契約期間をみると、「5年以上10年未満」の契約が25．9％で、最も比率が高い。ゾーン別
にみると、アジアでは「工業所有権等の期間まで」の契約は17．9％と低いが、この比率は
年々増加傾向にある。（7年度：1．8％→8年度：4．5％→9年度：17．9％）
（表3－6，図3－15～16）
⑥対価の受取方法
対価の受取方法をみると、イニシャルペイメントを受領する比率が58．9％、ランニングロイ
ヤルティを受領する比率が75．6％となっている。対価の受取方法については、輸出先企業
との資本関係の有無が大きく影響しており、資本関係のない企業に対してはイニシャルペ
イメントを受領する比率が高く、資本関係のある企業に対してはランニングロイヤルティを受
領する比率が高くなっている。
また、ランニングロイヤルティの料率をみると「2％以上5％未満」の占める比率が51．2％と
非常に高くなっている。これをゾーン別にみるとアジアでは比較的低い料率の設定、欧米
では比較的高い料率設定の傾向にある。（表3－8，図3－24～30）
⑦技術の種類
技術輸出契約に含まれる技術の種類をみると、特許は全契約の36．6％、ノウハウは
80．0％、商標は13．4％含まれており、ほとんどの契約にノウハウが含まれている。これをゾ
ーン別にみた場合、欧米において特許を含む比率が高く、アジアにおいてはノウハウを含
む比率が高くなっている。これについては輸出された技術の内容および輸出先の技術消
化能力の違いが影響を与えているものと思われる。（表3－10，図3■37～39）
（2）技術内容別の動向
①技術分野・分類の内訳
輸出されている技術を分野別にみると、「電気」分野（27．6％）、「機械」分野（24．0％）、
「化学」分野（16．8％）、「金属」分野（12．6％）、「その他」分野（19．0％）の順となっている。
「化学」分野については、年々減少傾向にあり、前年度に引き続き減少（－3．5ポイント）してい
る。
技術分類別にみると、「輸送用機械」が6年間連続して最も多く、全体の1割以上を占め
ている。また、前年度まで上位にあった「鉄鋼」「有機化学」「電子計算機」が大きく減少し、
「発送電・配電・産業用電気機械」が増加している。（表4－1，図4－1）
－5－
②技術内容別輸出先国・地域
分野別に輸出先国・地域をみると、すべての分野でアジア向けの比率が最も高く4割を
超えている。しかし、前年度と比較すると「化学」「機械」「その他」分野でアジアの比率が減
少しており、特に「化学」分野で19．7ポイントと大きく減少している。
技術分類別にみると、北アメリカへの輸出の比率が高い技術は、「電子計算機」（43．5％）
及び「その他の化学製品」（43．5％）であり、ヨーロッパへの輸出の比率が高い技術は「医薬
品」（34．6％）である。その他のほとんどの技術分類についてはアジア向けの比率が4割以
上を占めている。
経年推移をみると、「輸送用機械」および「有機化学」において韓国、タイの落ち込みが
特に大きくなっている。（表4－2，図4－1～12）
③技術輸出先企業との資本関係
分野別に契約相手先との資本関係についてみると、資本関係のある企業への輸出の割
合が、「化学」分野で12．9％（－27．5ポイント）と大きく減少している。その他は各分野とも約4割
となっている。より資本関係が強い、資本の2分の1以上を所有している企業への技術輸出
の比率は、「機械」（32．7％）、「電気」（32．5％）「その他」（30．9％）分野において前年度より
上昇し、3割を超えている。（図4－13～16）
④契約期間
契約期間については、「機械」分野において、「5年未満」の短期契約の比率が15．6％と
低い。また、「電気」分野において、「工業所有権等の期間まで」の比率が36．6％と高い。
「輸送用機械」「非鉄金属」においては10年以上の長期契約の比率が高く、「鉄鋼」「その他
の化学製品」「電子計算機」においては5年未満の短期契約の比率が高い。
（表4－5，図4－17～22）
⑤対価の受取方法
「その他の化学製品」「有機化学」で「イニシャルペイメントのみ」の比率が高く、5割を超え
ている。また、「その他の機械」で「ランニングロイヤルティのみ」の比率が高く、約8割を占め
ている。
ミニマムペイントについては、「医薬品」「その他の化学製品」「非鉄金属」で「イニシャル
ペイメント＋ランニングロイヤルティ＋ミニマムペイント」の比率が高く、1割を超えている。
（表4－6，図4－27～32）
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⑥クロスライセンス契約
技術輸出契約に占めるクロスライセンス契約の比率は、北アメリカが最も高く、4割以上
（4生4％）を占めている。一方、アジアでは、全輸出契約で55．9％を占めているのに対して
31．7％と低くなっている。
また、技術分野別にみると、「電気」分野が過半数（60．3％）を占めている。（図4－42～46）
¢）技術輸出と技術輸入の比較
今回の調査結果と、当研究所の「外国技術導入の動向分析一平成9年度－」における技
術輸入の分析結果との比較を行った。
（p技術輸出入契約の技術形態
技術輸出では「ハード系技術」が90．8％とほとんどを占めているのに対して、技術輸入に
ついては「ハード系技術」は37．0％にとどまっており、「ソフトウエア」が56．1％を占めている。
（図6■5）
②「ハード系技術」の輸出入比較
（D技術内容
輸出は各分野から比較的均等になされているのに対して、輸入は「電気」分野
（41．7％）の比率が高く、一方、「金属」分野（2．9％）の比率が低くなっている。
技術分類をみると、輸出は「輸送用機械」（13．3％）の比率が非常に高く、輸入は「電子
部品・デバイス」（19．7％）、「電子計算機」（8．1％）等の「電気」分野の技術の比率が高く
なっている。（表6－1，図6－7）
（の契約相手先国・地域
輸出はアジア向けの比率が55．8％と非常に高くなっているのに対して、輸入は北アメリ
カが67．3％、ヨーロッパが31．1％と、アジアからの輸入はほとんどない。
これを国・地域別にみると、輸出は米国が19．7％を占めている他はアジアの国・地域が
ほとんどを占めているのに対して、輸入は米国のみで6割以上（66．0％）を占めている。
（表6－2，図6－8）
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（i山契約内容
我が国の製造業は対外直接投資が対内直接投資を大きく上回っており、技術貿易に
ついてみても、輸出は資本関係を伴った契約の比率が高いのに対して、輸入は外資系
企業による契約の比率は非常に少ない。
契約期間をみると輸出は「5年以上10年未満」（26．4％）の比率が高く、輸入は「1年以上
5年未満」（21．7％）の比率が高い。
対価の授受の方法をみると、輸出は輸入と比較して、「ランニングロイヤルティ有」の比
率が高く、「イニシャルペイメントのみ」の比率が低い。ランニングロイヤルティの料率をみ
ると、輸出よりも輸入の方が高率の契約の比率が高くなっている。
含まれる技術の種類をみると、輸出は輸入と比べてノウハウを含む比率が高く、特許を
含む比率が低い。
先端技術分野についてみると、輸入が輸出が大きく上回っている。先端技術分野別で
は、「バイオテクノロジー」のみ技術輸出が技術輸入を上回っている。
（表6－4，図6－9～16）
③「ソフトウエア」の輸出入比較
0契約相手先国・地域
輸出ではアジアが54．8％と最も高いが、「ハード系技術」と比べて北アメリカの比率が高
く、ヨーロッパの比率が低くなっている。輸入については北アメリカの比率が81．3％と非常
に高い。
国・地域別にみると、輸出入ともに米国が1位となっており、その比率は輸出が29．0％に
対して輸入は77．9％と非常に高くなっている。（表6－6，図6－17）
（ii）業種
輸出では、「電気機械器具工業」が25．8％と最も高く、以下「通信・電気計測器工業」
（19．4％）、「情報サービス・専門サービス業」（16．1％）の上位3業種で全体の6割以上を
占めている。輸入については、「通信・電子・計測器工業」が39．0％と最も高くなっている。
また、「電気機械器具工業」（13．8％）、「機械工業」（10．1％）といった業種が上位を占めて
いる。（表6－7）
－8－
（由）契約内容
輸出では、ハード技術と同様に資本関係のある企業への輸出が約4割を占めている。
輸入は、外資系企業の比率が非常に低くなっている。
契約形態をみると輸出は輸入と比べて無償契約の比率が高い。
また、輸出は輸入と比較して「イニシャルペイメント＋ランニングロイヤルティ」の比率が
高く、「イニシャルペイメントのみ」の比率が低くなっている。（図6－18～21）
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3．全体からみた分析結果
3．1．技術輸出契約の締結状況
（1）企業における技術輸出契約の実施動向
平成9年度に「新規の技術輸出がある」と答えた企業は213社（8．1％）であった。分析対象
企業を平成8年度までのベースにして経年推移をみると、179社（14．6％）であり、前年度（260
社，23．5％）と比べて大きく減少している。
次に「新規の技術輸出がある」比率を輸出企業の資本金規模別にみてみると、「資本金10
億円以上50億円未満」の企業では6．7％にとどまるが、資本金規模が大きくなるほど高くなり、
「資本金500億円以上」の企業では46．9％を占めている。また、前年度と比較すると、すべて
の区分で減少しているが、特に「資本金100億円以上5的億円未満」で大きく減少（－14．0ポイン
ト）している。（表3－1，図3－1～4）
（＊注）表3－1～2，図3－1～5の平成9年度データは、分析対象企業を平成8年度と同一にしたものである。
平成5年度 S S お・餓〇〇〇m 19両 i 隈 18・肪瀾　　　 独鈷 N＝920社
N尋X紗社
N＝1．032社
N＝1．107社
N＝1．222社
平成6年度 8 m 27・肪○ ○ ■ 16・乃贅 澄 16・11瀾　　　 仙a
平成7年度 m 2乙供■ S S 匝 ・叫 e 隠 15・乃渕　　　 41・賞
平成8年度 S S か・琳－ 21・司 翳 膠 19・器闇　　 凪41
漢14・構－ 19・叫椅際 13・6欄　　　　 5乞肪
巨 細
【参 考 ：平 成 9 年 度調
l8・1％
の輸出有　 腋継続中の輸出有　 田過去に輸出有　 0 輸出実績なし
N＝乙625社
査 企 業 す べ ての場 合 】
m ll・4亜 凋　　　　 71・41
図3－1．技術輸出契約の実施の有無
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表3－1．技術輸出契約の実施の有無（資本金規模別）
新 規 の 輸 出 有 継 続 中の 輸 出 有 過 去 に 輸 出 有 輸 出 実 績 な し
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度増 減
全 体 23．5％ 14．1瑞 －8．9 21．9％ 19．8％ －2．1 19．2％ 13．1琳 －5．6 35．劇 52．（桝 16．6
10億 円 ～ 50億 円 13．6％ 6．7％－6 ．9 18．5％ 17．識 －1．2 22．餓 14．‘梢 －7．9 45．識 61．3％16．
50億 円 ～ 1碑 億 円 18．鵠 10．7％ －7．5 23．7％ 20．3％ －3．4 19．！瑞 13．8％ －6 ．1 38．蟻 55．2％ 17．1
1帥 億 円 ～ 5㈱ 億 円 35．4％ 21．4％ －14．0 27．蟻 24．5％ －2．6 16．2％ 13．瑞 －2．7 21．識 40．7％19．
∝沿億 円以 上 51．蟻 46．琳 －4．2 18．蟻 16．祁 －1．4 9．6％ 7．3％ －2．3 21．識 29．瑞7．9
平成坤 度　 ■ 14・概　 19劇　 酢13・6痢　　　　 52・肪 N＝1．222社
N＝538社
Nコ261社
N＝327社
N＝96社
10億円～即億円　 匝 勢 至獄 ‥14・亘＿調　　　　　 61・3％
馳億円－100億円 10・7％　 26面 鸞 そ運′13崩 ノ凋　　　　 55・器
1。鳴 門～500億円　 獲m 21・4XS m 弧 駐 24車 膠 警13・5欄　　　40・乃
部。億円以上　　　　　 46・9％　　　 16・7溺 7珂　 29・碁
■新規の輸出有　 の継続中の輸出有　 田過去に輸出有　 □輸出実績なし
図3－3．技術輸出契約の実施の有無（資本金規模別）
－11－
50％
401
劫％
20％
10鷺
肪
＿」■LL
一一◆一一全体
‥ 書 ‥10億円一馳億円
ー 」「・知億円－100億円
一一緒－ 1（氾億円一説氾億円
一一薫－ 舗 億円以上
1、 － 鷺
．トー一一一機
．ぉぷ こ 工 誓 ：一、 2 ．肪一・・一側 √ ＼
ギ ー ・・．‘－．．．・・・∴盲 二二二∵ ．工 ・こ こ 、 14．餓
‾ヽ▲
、－■
H5　　　　　　 H6　　　　　　 H7　　　　　　 H8　　　　　　 H9
図3－4．技術輸出契約の実施比率の推移（資本金規模別）
製造業（＊注）のみについてみると、「新規の技術輸出がある」企業の比率は17．9％（167社）
で全業種より3．3ポイント高く、逆に「技術輸出実績のない」企業の比率は44．2％で全業種の値
より7．8ポイント低くなっている。資本金規模別にみた場合、ここでも資本金規模が大きくなるほ
ど「新規の技術輸出がある」企業の比率は高くなり、特に「資本金5（氾億円以上」の企業では
「新規の技術輸出のある」企業の比率が68．3％を占めている。
また、前年度と比較すると、「新規の技術輸出がある」比率は、10．5ポイント減少しており、全
業種（－8．8ポイント）の落ち込みより大きい。（表3－2，図3－5）
（＊注）「製造業」とは表2－1の「業種」のうち、農林水業種、鉱業、建設業等を除いた番号4～25の業種を指
す。
平 成 5 年 度 8 8 8 28・6％ 24調 寒 脈 訂 19 ・5％憲 渕　　 27 ・1％ N ＝697社
N ＝691社
N 工811社
N ＝877社
N ＝934社
平 成 6 年 度 － 32．7％ 20・4叫 ■ 際 17・5ま旁渕　　 怨 ・4％
平 成 7 年 度 ■ m 27・7％ 23劇 看 〇 着 17叫 渕　　 31・4 ％
平 成 8 年 度 書 ○ ○ 28・4％ 払 叫 S l■ 肝 19・瑚 瀾　　 27 ・1胃
平 成 9 年 度 m 17・9鷺看 〇 〇 m 23・1l ■ 駄 話 14・8鷺渕　　　　 叫 ．碁
【参 考 ： 平 成 9
車 新 規 の 輸 出 有　 う 継 続 中 の 輸 出 有　 伍 過 去 に 輸 出 有　 0 輸 出 実 績 な し
N ＝1，4 01社
年 度 詞
喜 13 ・5鷺
査 企 業 す べ て の 場 合 】
18・9鷺意 駁 53．81
図3－5．技術輸出契約の実施の有無（製造業）
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表3－2．技術輸出契約の実施の有無（製造業：資本金規模別）
新 規 の 輸 出 有 継 続 中 の 輸 出 有 過 去 に 輸 出 有 輸 出 実 績 な し
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 28．劇 17．琳 －10．5 25．瑞 23．蛸 －2 ．1 19 ．識14．琳 4ー ．5 27．蛸 44．2％17．1
10億 円 ～ 50億 円 15．鍼 8．鵠－7．7 22．琳 20．瑞 胃2．8 23．8％ 17．1％ －6．7 37．4％ 弘 祁 17．3
50億 円 ～ 1㈲ 億 円 2 1．8％12．琳 －8．9 27．5％23．琳 －3．6 19．鵠 14．琳 －4．4 31．餓 48 ．識 16．7
100億 円 ～ 5仲 億 円 42．蛸 26．（桝 －16．1 29．識 28．！端 1 ）．4 15．琳 12．8％ －3．112．琳 2 ．4％19．5
伽 億 円 以 上 77．1瑞 68．識 －8．7 18．（桝 18．識 0．3 3．識 6．梢 3．1．6％ 6．祁 5．1
業種別にみると、「新規の技術輸出がある」企業の比率については、「ゴム・革製品工業」
（27．8％）、「鉄鋼業」（26．5％）、「自動車工業」（25．4％）といった業種で高くなっている。一方、
継続中や過去には技術輸出のある企業の比率が高いにもかかわらず、新規の技術輸出が
ある企業の比率が小さい業種としては、「機械工業」（10．8％）、「窯業」（7．5％）、「金属製品
工業」（6．3％）があげられる。（図3－6）
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鉱　　　　　　　　　　　　　業
建　　　　　　設　　　　　　業
食　　　品　　　工　　　業
繊　　　維　　　工　　　業
バ　ル　ブ・木　製　品　工　集
出　　版　・　印　　刷　　集
総合化学・化学繊維工業
油　脂　・　塗　料　工　業
医　　薬　　品　　工　　業
そ　の　他　の　化　学　工　業
石　油・石　炭　凛鍵　品　工　業
プラスチック製　品工　業
ゴ　ム・革　製　品　工　業
窯　　　　　　　　　　　　　業
鉄　　　　　　鋼　　　　　　業
非　鉄　金　属　工　業
金　属　製　品　工　業
機　　　械　　　工　　　業
電　気　機　械　器　具　工　業
通信・電子・電気計測器工業
自　　動　　車　　工　　業
その他輸送用機械工業
精　密　機　械　工　業
そ　　の　　他　　の　　工　　業
電　気・ガ　ス・熟　供　給　業
運　　輸　・　倉　　庫　　業
通　　　　　　信　　　　　　業
卸　　売　・　小　　売　　業
そ　　の　　他　　金　　融　　業
新　聞・放　送・広　告　業
情報サービス・専門サービス業
そ　の　他　サ　ー　ビ　ス　業
N手20社
N＝233社
N＝124社
Nユ53社
N＝26社
N－15社
N－52社
N＝22社
N＝54社
N＝102社
N＝29社
N＝32社
N＝18社
1．61　　　　　　　　　　　　　　　　98．41
m 新規輸出有　 田継続中有 臼過去に有 ロ輸出実績無
N3248社
N＝64社
N工25社
N＝67社
N雷136社
図3－6．技術輸出契約の実施の有無（業種別）
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¢）企業1社あたりの輸出件数
平成9年度に新規の技術輸出を実施した企業213社が締結した契約の総数は、653件にの
ぼっており、単純平均すると1社あたり3．1件となる。前年度は260社が1社あたり3．2件の技術
輸出をしており、平成9年度は前年度と比較して1社あたりの件数はやや減少している。
技術輸出を行った企業213社について、1社あたりの技術輸出件数を資本金規模との関係
でみると、「資本金10億円以上50億円未満」（2．2件）、「資本金50億円以上100億円未満」
（2．8件）の企業では前年度より増加しているのに対し、「資本金100億円以上500億円未満」
（2．2件）、「資本金500億円以上」（5．8件）の企業では前年度より減少している。
また、1社あたりの技術輸出件数の分布をみると、「1件」と答えた企業が51．6％、次いで「2
件～3件」の企業が28．2％であり、3件以下の輸出企業が全技術輸出企業の8割以上を占め
ている。（表3－3，図3－7～8）
表3－3．企業1社あたりの輸出件数（資本金規模別）
平 成 8 年 度 平 成 9 年 度
輸 出企 業 数 輸 出 件 数 1 社 あた り 輸 出企 業 数 輸 出 件 数 1 社 あ た り
全 体 260 842 3．2 2 13 653 3．1
10億 円 ～ 50億 円 66 110 1．7 59 128 2．2
50億 円 ～ 100億 円 43 76 1．8 32 89 2．8
10 0億 円 ～ 500億 円 103 27 1 2．6 76 169 2．2
500億 円以 上 48 38 5 8．0 46 267 5．8
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0　　　 2　　　 4　　　 6　　　 8　　 10 （件 ／ 社 ）
全　　　　　　 体
10 億 円 ～ 5 0 億 円
50 億 円 ～ 10 0 億 円
10 0 億 円 ～ 5 0 0 億 円
5 0 0　 億　 円　 以　 上
（資 本 金 規 模 ）
13 ．2
8．0
l： ‡ 霊 諾 封
3 1
l
1．7
2 ．2
l
11．8
2．8
12 ．6
2．2
l
5 ．8
図3－7．企業1社あたりの輸出件数（資本金規模別）
図3－8，企業1社あたりの輸出件数の比率（資本金規模別）
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3．2．契約相手先国・地域
契約相手先を「北アメリカ」、「ヨーロッパ」、「アジア」、「その他」の4つのゾーンに分類して全
体に占める比率をみると、平成9年度はアジアが56．0％、北アメリカが21．9％、ヨーロッパが
16．6％、その他が5．5％となっている。
平成7年度まではアジアへの偏重傾向がみられ、約3分の2を占めていたが、平成8年度から
減少に転じており、アジアへの技術輸出の伸び悩みが顕著になってきている。（図3－9）
平成4年度 8 m 21・8利○○囲 E 1日　 、、彰一　 k、胼　 糾・1％　 ′ぷ部 ノ＿ン＿隊 ′＿抜＿Y5．1％　 N＝712件
5．1X　 N＝626件
、3・7％　N＝730件
3・8％　N＝766件
4朋　 N＝糾2件
5・5％　 N＝620件
平成5年度 ■喜19．0叫8 日囲 19．梢　　　 ノ茫鸞 鞘．F、 56．2％
平成6年度 m 18・6蔦葛 1 15・9％　 雲飜 販 嬰 豊 選 閻
平成7年度 ■喜18．7苫－ 13．1司駿
平成8年度 ‘ーふ8 m 22劇 ■ S E 14・31 監 莞： 増　 、58・1％ ≒　 裾．
平成9年度 書喜 21・9Ⅹ　　1　 16・竺題駁撃　　　　 56・OX
l ・北アメリカ　 e ヨー 的 バ　 田アジア　 D その他 l
図3－9．技術輸出契約の契約相手先ゾーン
国・地域別にみると、前年度と同様に米国が最大の技術輸出先国となっており、以下中国、
韓国、台湾、タイの順となっている。アジアにおいては、通貨危機の起こった韓国、タイ、インド
ネシアの落ち込みが特に大きくなっている。（表3－4，図3－10）
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平 成 4 年 度 平 成 5 年 度 平 成 6 年 度 平 成 7 年 度 平 成 8 年 度 平 成 9 年 度
図3－10．技術輸出契約件数の推移（上位5ヶ国・地域）
表3－4．技術輸出先上位国・地域
・・・　工・ 、ニーこて一、ノノバp　－、1′・　一、ノ・ノ・－米 国
韓 国
142
98
19．
13．
国
国
104
100
16．6
16．
国
……日日………………し… 溜国
16．硝
13」弼
中 国 56 7． 中 国 80 12． 中 国　　　 l lO l 13 鍋
台 湾 53 7．4台 湾 52 8．3台 湾 73 10 ．0％
タ イ 5 1 7．2タ イ 32 5．1タ イ 49 6．硝
英 国 35 4． 国 29 4．6 ドイ ツ 28 3．1端
マ レ ー シ ア 34 4． ドイ ツ 26 4 ． マ レ ー シ ア　 ～　　 26 3．6％
ドイ ツ 24 3．4 イ ン ドネ シ ア 19 3．0 イ ン ドネ シ ア I　 24 3．3％
イ ン ドネ シ ア 23 3．2 ン ド 18 2．9 イ ン ド　　　　　　　 23 ！　 3．2％
イ ン ド 20 2． フ ラ ン ス 15 2．4 国　　　　　　　 15 2．1％
シ ン ガ ポ ー ル 19 2．7 マ レ ー シ ア 14 2．2 イ タ リ ア　 1　 15 2．1％
フ ラ ン ス 16 2．2 港 14 2．2シ ン ガ ポ ー ル ［　 14 1．9％
イ タ リ ア 15 2．1 タ リ ア 12 1． フ ィ リ ピ ン ［　 14 1．9％
香 港 12 1．7 シ ン ガ ポ ー ル 11 1． フ ラ ン ス 13 1．8％
ブ ラ ジ ル 11 1．5 オ ー ス ト ラ リア 10 1．6 ス ペ イ ン　　　　　　 12 1、6％
そ の 他 103 14．5 の 他 90 14．4そ の 他　　 】 100 13．硝
合 計 712 100． 口計 626 100 ． 日 計 730 100．0％
国 130 17． 国 173 20 ．5 国 I22 19．7％
国 125 16．3 国 127 15．1 中 国 86 13．9％
中 国 121 15． 中 国 93 11． 国 74 11．9％
台 湾 65 8．5 台 湾 67 8． 台 湾 60 9 ．硝
タ イ 62 8．1 タ イ 54 6．4 タ イ 30 4 ．8％
ドイ ツ 31 4．0 ドイ ツ 40 4 ． ドイ ツ 26 4、2％
イ ン ドネ シ ア 29 3． イ ン ドネ シ ア 36 4 ．3 イ ン ド 19 3．接
マ レ ー シ ア 28 3．7 国 27　　　 3． 国 19 3．1％
イ ン ド 23 3． フ ィ リ ピ ン 24 2．9％イ ン ドネ シ ア 19 3．1％
国 19 2．5 イ ン ド 23 2 ．7 マ レ ー シ ア 17 2．7％
フ ィ リ ピ ン 18 2．3 マ レ ー シ ア 2 1 2．5 フ ラ ン ス 16 2．6％
シ ン ガ ポ ー ル 13 1．7シ ン ガ ポ ー ル 18 2．1シ ン ガ ポ ー ル 13 2．蟻
オ ー ス トラ リ ア 11 1．4ブ ラ ジ ル 14 1．7ブ ラ ジ ル 11 1．8％
ス ペ イ ン 10 1．3カ ナ ダ 13 1．5フ ィ リ ピ ン 10 1．6％
そ の 他 81 10．6そ の 他 1 12 13．3そ の 他 98 15．瑞
口 計 766 100． 日 計 842 100． 口 計 620 100．0％
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3．3．契約相手先企業との資本関係
ここでは、平成9年度の新規の技術輸出契約の相手先企業との間の資本関係の有無（＊注）に
ついてみる。
（＊注）資本関係があるとは、契約相手先企業の株式または持分を所有していることを指す。
全体では、資本関係のない企業に対する輸出が63．0％、資本の2分の1以上を所有している
企業に対しては26．7％、資本の2分の1未満を所有している企業は10．3％となっている。なお、
資本関係のない企業の内、日系企業の比率は1．0％であった。
ゾーン別にみると、資本関係のある企業への輸出の比率は、アジアで高く41．7％を占めてい
るのに対し、ヨーロッパでは25．2％にとどまっている。また北アメリカとアジアを比較した場合、資
本の2分の1以上を所有している企業への輸出の比率はほぼ同じであるが、資本の2分の1未
満を所有している企業への輸出の比率は北アメリカが3．7％と低いに対して、アジアは14．7％と
大きく上回っている。前年度と比較すると、各ゾーンとも資本の2分の1以上を所有している企
業への輸出が増加し、2分の1未満を所有している企業への輸出の比率が減少している。
（表3■5，図3－11～13）
表3－5．技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係（ゾーン別）
2分 の 1以 上 の 所 有 2分 の 1未 満 の 所 有 資 本 関 係 な し
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 22．2％ 26．禰 4 ．5 15．81 10．3％－5．5 62．0％ 63．（瑞 （1．0％） 1．0
北 ア メ リ カ 24．9％ 29．4％ 4 ．5 6．7％ 3．硝－3．0 68．4％ 66．鍋 （1．5％） －1．5
ヨ ー ロ ッ パ 15．8％ 23．3％ 7．5 5．0％ 1．9％ －3．1 79．2％74．8％ （1．0％） －4 ．4
ア ジ ア 23．9％ 27．0％ 3．1 20 ．7％ 14．7％ －6．0 55．4％58．蛸 （0．9％） 3．0
（＊注）資本関係なしの（）内は、日系企業の比率である。
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平成8 年度 書 喜 22・2X■ ○ ○ 15・8I 獲　　　　　 62・OX　　　　 I N ＝842件
平成9 年度 S S ■ 26・71 － 10・3叫　　　　　　　 62・1％　　　　　　 1・0％ N ＝614件
北アメリカ 看〇〇〇29期 － 3・7％　　　　　　　 65・4％　　　　　　　 1・5X　 N＝136件
ヨー ロッパ 8 m 23・31 8 〇m l・91　　　　　　　 73・81　　　　　　　 1調　 N富103件
ア～’ア 8 8 8 27朋　　 14・71墓　　　　　　 57・51　　　　　 0・91 N露341件
■2分の1以上の所有
ロ資本関係なし
鴨2分の1未満の所有
D 資本関係なし（日系企業）
図3－11．技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係（ゾーン別）
4 0％
耳性
20 ％
10 ％
0 ％
か ‥ーメ 去 ；・； 三 二 も ㌫ 三 毛 と 祁・7鷺
書 20 ・4％　 一 線 ．　　　　　　　　 一
→ 一一全体
‥ 書 ‥ 北アメリカ
－ ・× － ヨー ロッパ
一 一ムー・アジア
一 ！　　　　 、 、．　　　　　 ．＿ 〉ぐ
×・‘　　　　　　　　 、 タと ・・一 ．
平 成 5 年 度　 平 成 6 年 度　 平 成 7 年度　 平成 8 年 度　 平 成 9 年 度
図3－12．資本の2分の1以上を所有している企業の比率の推移（ゾーン別）
100％
80％ 終 ‥一・・一ント ‥－・‥－×ド‥一一・一X・・・一・・一×■
一一◆－ 全体
‥■・‥北アメリカ
ー・×胃ヨー ロッパ
一一ムー ・アジア
60％
40％
20％
0％
工竺ご± 憑 き≡ 意 憂士 杢 車子±∃ 田・肪
平成5年度　 平成6年度　 平成7年度　 平成8年度　 平成9年度
図3－13．資本関係なしの企業の比率の推移（ゾーン別）
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国・地域別にみると、同じゾーンの中でも国・地域による差が見受けられる。
ヨーロッパでは資本関係のない企業への技術輸出がほとんどである中、英国では資本の2分
の1以上を所有している企業への輸出の比率が36．8％と特に高くなっている。
アジアの中での国・地域についても差が見受けられ、傾向を大別すると、資本関係のない企
業への輸出の比率が高い輸出先国〔韓国〕、資本関係のある企業への輸出の比率が高い輸出
先国〔タイ・マレーシア・中国・フィリピン〕及びその中間の国・地域〔インド・インドネシア・台湾〕
の3種類に分類される。（図3－14）
同じゾーンであっても、国・地域によって、外資受け入れ政策や経済状況は異なっており、技
術輸出契約における相手先企業との間の資本関係の有無に違いがでているものと思われる。
3．3笈　　　　　　　　　　65．4％　　　　　　　　　　　1．6％N＝122件
N＝26件
5．3％　N＝19件
79．7％　　　　　　　　　　　1．4X N＝69件
82分の1以上の所有 e2分の1未満の所有
ロ資本関係なし □資本関係なし（日系企業）
Nコ10件
N＝17件
N＝18件
N葛19件
図3－14．技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係（国・地域別）
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3．4．契約期間
契約期間の内訳についてみると、「5年以上10年未満」が全体の25．9％を占め、次いで「工業
所有権等の期間まで」が23．0％を占めている。以下、「1年以上5年未満」が20．1％、「その他の
期間（＊注）」が14．6％と続いている。なお、「1年未満」（3．6％）及び「15年以上」（2．0％）といった
契約期間の比率は低い。
前年度と比較すると、「工業所有権等の期間まで」の契約の比率が増加（＋6．1ポイント）し、「5
年以上10年未満」（－4．7ポイント）の契約の比率が減少している。
（＊注）「その他の期間」とは、契約期間の定めのないもの、永久となっているもの、他の契約が切れるまでと定
めてあるもの等を指す。
ゾーン別にみると、北アメリカ及びヨーロッパへの輸出は「工業所有権等の期間まで」の契約
がそれぞれ34．1％、27．1％と高い比率を占めているのに対して、アジアでは「工業所有権等の
期間まで」の契約は17．9％と低いが、この比率は年々増加傾向にある。（7年度：1．8％→8年
度：4．5％→9年度：17．9％）（表3－6，図3－15～16）
表3－6．技術輸出契約の契約期間（ゾーン別）
1 年 未 満 1 ～ 5 年 5 － 10年 10 ～ 15年
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度9 年 度 増 減
全 体 4．8％ 3．6％ －1．2 23．0％ 20．1％－2．9 30 ．5％ 25．91胃4．6 11．0％ 10．9％胃0．1
北 ア メ リカ 4 ．梢 3．0％ －1．7 13．5％ 19．7％ 6 ．2 19 ．2‡ 16．7l －2．56 ．2％ 4 ．5％ －1．7
ヨー ロ ッパ 4．2％ 2．1％ －2．1 25．8％ 25．0％ －0 ．8 19 ．2％ 12．51 －6 ．7 8．3％ 10．4‡ 2．1
ア ジ ア 4 ．蛸 4 ．0％ －0．1 25．2％ 18．2％ －7．0 38 ．4第 32．5％ －5．9 14 ．識 14 ．0 ％ －0．3
15年 以 上 工 業 所 有 権 等 の 期 間 そ の 他
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 4．5％ 2．（梯 胃2．5 16．9％ 23，0％6．1 9．識 14．6％ 5．3
北 ア メ リ カ 4．蟻 2．3％ －1．8 40．4％ 34．蟻 －6．3 11．9％ 19．7％ 7．8
ヨー ロ ッパ 5．8％ 2．蛸 －3．7 32 ．5％ 27．蟻 －5．4 4．2％ 20．8％ 16．6
ア ジ ア 4．3％ 2．1％ －2．2 4 ．5％ 17．9％ 13．4 9 ．21 11．2％ 2．0
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平成8年度
平成9年度
北アメリカ
ヨー ロッパ
アジア
サーヽl胃l一． N＝827件
N＝588件
N＝132件
N＝96件
N＝329件
4・8％　 23・0％　 冊選調教 30・5％ 11．0％　4．51≡16．9％≠　　9．3l
蕪 洲…ド蕪 吏酬 】l掬 鞋 25・9％看喜駆10．9％　2．0笈芸23．0‡　　　 14．6第
蕪 肺 蕪 酬 腿 16・7壇 駐 ・空電塁 璽 糾・1嗜 芸 当 19・7算
蕪 】日間睦 酬 冊lll】阿 1＿9・4％2・1％≡ 27・1痘≡ ヨ　 20劇
4・珊 ラ：蕪 ：】i皿 鮨 濠 32・5％　　 14遠　 2・1手軽 ！手ヨ 11・2笈
日1年未満　　　　　　　 ロ1－5年　　　　　　　 り5～10年
田10－15年　　　　　　　 ■15年以上　　　　　　　 8 工業所有権等の期間
臼その他
図3－15．技術輸出契約の契約期間（ゾーン別）
【工業所有権の期間に該当するものの内訳】
平成 8年度
平成9 年度　 0
北アメリカ
ヨーロッパ
アジア
腔 4％旧■■霞8駆 糾・6朋媚覇〇〇駁　 22・8％　　　　 29・9％S S S
品 蕪 瑚 1脈 融 距 頭 磯 ■ 際 1璧 凰 竺　 31・9％ N＝135件
N＝45件
N＝26件
N＝59件
4．4％　　　　 31．1％　　　　　　　 20．0鷺　　　 8．9％　　　　　　 35．6％
：手諒 渾 ・4％　 19・訊 11・5％　　　　 勤 ・OX
蕪 ：l刷 至蕪 胴 ．1．‘’‘… ‾　 35・6鷺　　 13・61　 2乙0％
仁1年未満　 ロ1～5年　 四5～10年　 田10－15年　 ■15年 以上　 ロその他
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図3－16．契約期間が「5年未満」の比率の推移（ゾーン別）
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図3－17．契約期間が「10年以上」の比率の推移（ゾーン別）
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図3－18．契約期間が「工業所有権等の期間」の比率の推移（ゾーン別）
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国・地域別にみると、同じゾーンであっても差が見受けられ、アジアでは、マレーシアで「工業
所有権等の期間まで」の比率が40．0％と非常に高く、フィリピン及びインドで「10年以上15年未
満」の契約の比率がそれぞれ66．7％、52．9％と非常に高くなっている。（図3－19）
5．9％≡≡≡≡17．5％
N＝118件
N＝21件
N＝19件
N工69件
N＝81件
N＝59件
％　N＝29件
N＝9件
N＝15件
N＝18件
N＝17件
臼1年未満 の1－5 年 伍5～10年
田10－15年 ■15年以上 巳工業所有権等の期間
□その他
図3－19．技術輸出契約の契約期間（国・地域別）
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3．5．契約形態
技術輸出契約全体を契約形態別に区分してみると、有償契約が82．7％を占め、クロスライセ
ンス契約が10．2％、無償契約が7．1％となっている。
ゾーン別に契約形態の違いをみると、北アメリカにおいてクロスライセンスの契約の比率が
20．6％と高くなっている。また、アジアにおいてもクロスライセンス契約の比率が前年度より4．1ポ
イント増加し5．8％となっている。（表3－7，図3－20～22）
なお、クロスライセンス契約については第4章でさらに詳しく分析する。
表3－7．技術輸出契約の契約形態（ゾーン別）
無 償 契 約 有 償 契 約 ク ロ ス ラ イ セ ン ス
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 6．餓 7．接 0．3 85．6182 ．硝 －2 ．9 7．6‡ 10．2‡ 2．6
北 ア メ リ カ 6．8％ 5．琳 1 ）．9 73．4％ 73 ．5‡ 0 ．1 19．81 20．6％ 0．8
ヨ ー ロ ッパ 4．3％ 5．8I 1．5 81．0％ 80 ．6％ －0 ．4 14．梢 13．6％ －1．1
ア ジ ア 7．6％ 8．待 0．5 90．硝 86 ．蟻 －4 ．6 1．6％ 5．8％ 4．2
図3－20．技術輸出契約の契約形態（ゾーン別）
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図3－21．契約形態が「無償」の比率の推移（ゾーン別）
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図3－22．契約形態が「クロスライセンス」の比率の推移（ゾーン別）
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国・地域別にみると、中国、インドネシアにおいて無償契約の比率が1割以上と高く、米国、ド
イツにおいて、クロスライセンス契約の比率が2割以上を占めている。（図3■22）
図3－23．技術輸出契約の契約形態（国・地域別）
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3．6．対価の受取方法
（1）イニシャルペイメント及びランニングロイヤルティの有無
技術輸出の実施料の受取方法の代表的なものとしてイニシャルペイメント及びランニングロ
イヤルティ（＊注）が挙げられる。ここでは、平成9年度の新規の技術輸出契約においてはどの
程度の比率でこれらの方式が取り入れられているかをみるために、契約形態が有償契約及
び対価受取のクロスライセンス契約と回答のあった技術輸出契約549件（有償契約512件・ク
ロスライセンス契約＜対価受取＞63件）について、対価の受取方法について分析した。
（＊注）イニシャルペイメントとは、契約発効時または一定期間内に、契約製品の生産・販売・使用等による実
施支払債務の有無にかかわらず、独立的に支払われる実施料をさす。ランニングロイヤルティとは、契約
製品の出来高に関連して支払われる実施料や、期間あたり実施料等を指すものである。
「イニシャルペイメント有」の契約の比率は、全体の58．9％であり、前年度（63．9％）とより4．0
ポイント減少している。これをゾーン別にみると、ヨーロッパ（62．2％）、アジア（61．4％）、北アメリ
カ（49．1％）の順になっている。前年度と比べて北アメリカ（－7．7ボイン）及びアジアト5．8ポイント）
で減少している。
「ランニングロイヤルティ有」の契約の比率は、全体の75．6％であり、前年度（77．3％）より減
少したものの依然として7割以上と高い。ゾーン別にみると、ヨーロッパ（78．9％）、北アメリカ
（74．5％）、アジア（74．4％）の順になっており、地域による差は小さい。
次に、ミニマムペイメント条項（＊注）を設定しているかどうかについてみると、全体の4．2％の
比率でミニマムペイメントを要求していることが分かった。この比率をゾーン別にみるとヨーロ
ッパ（6．7％）、アジア（3．8％）及び北アメリカ（3．6％）であった。
これらの組み合わせをみると、対価の受取方法で最も多いのは、「ランニングロイヤルティ
のみ」の契約で全体の40．4％を占めており、前年度（35．2％）より5．2ポイント増加している。次
に多いのは、「イニシャルペイメント＋ランニングロイヤルティ」の31．0％で、前年度（36．5％）よ
り5．6ポイントの減少、次いで「イニシャルペイメントのみ」の24．4％で、前年度（22．7％）より1．7ポ
イント増加している。（表3－8，図3－24～26）
（＊注）ミニマムペイメントとは、契約で決められた契約期間内にロイヤルティが発生しない時あるいは決められ
た額以下の時に支払わなければならない最低額のことをいい、独占権を付与した場合等、最低限の対価
を確保するた桝こ設定されるものである。
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表3－8．技術輸出契約の対価の受取方法（ゾーン別）
イ ニ シ ャ ル の み イ ニ シ ャ ル ＋ ラ ン ニ ン グ イ ニ ＋ ラ ン ＋ ミ ニ
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 22 ．7％ 2 4．4％ 1．7 36．5％ 31．0％－5．5 4．硝 3．5％ －1．2
北 ア メ リ カ 23．梢 2 5．5％ 1．8 30 ．9％2 1」粍 －9 ．1 2．2％ 1．8％ －0 ．4
ヨ ー ロ ッ パ 24．4％ 2 1．蛸 －3．3 32 ．2％ 34 ．4％ 2 ．2 5．6％ 6．硝1．1
ア ジ ア 2 1．9％ 2 5．61 3．7 40 ．0％ 32 ．6％ －7．4 5．識 3．21 －2．1
ラ ン ニ ン グ ＋ ミ ニ マ ム ラ ン ニ ン グ の み
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 0．9％ 0 ．7‡ －0．2 35 ．2％ 40 ．4％ 5 ．2
北 ア メ リ カ 1．4％ 1．8‡ 0．4 4 1．7％ 49 ．1％ 7 ．4
ヨ ー ロ ッパ 1．1％ 0．（瑞 －1．1 36 ．7％ 37 ．8％1．1
ア ジ ア 0．祁 0．6‡ －0 ．1 32 ．0％ 38．0％ 6 ．0
平成8 年度 i ml日日22・71　　　　 36・5X　　　 4・7時 9寧 5・2 －三臣 ］ N ＝665件
平成9 年度 Ⅲ Ⅲ 陛 4％・・・削Im1　 31朋 J r 6 回題3・5X P ・7堰室茎隷0・41　　　N 朝 9件
北アメリカ　 側 Ⅲ 25・5器　　　 21・8‡覇 監 1・8曝 嘩 彗 4M　　　　　 N ＝110件
ヨー。ツ′く　 剛 睦1・1測 ‖・－　　 34・4％E E － 6・7％　　　 7・8％　　　　 N ＝90件
ァ～・ァ　　　 25・6％　　　　　 32・6鷺　　　 3・2相 ・6恩 8朋　　　　　 N＝316件
ロイニシャルのみ　　　　 表イニシャル＋ランニング　■イ二十ラン＋ミニ
田ランニング＋ミニマム　 日ランニングのみ
図3－24．技術輸出契約の対価の受取方法（ゾーン別）
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図3－25．「イニシャルペイメント有」の比率の推移（ゾーン別）
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図3－26．「ランニングロイヤルティ有」の比率の推移（ゾーン別）
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対価の受取方法について国・地域別にみると、インドネシア、ドイツ、台湾で「イニシャルペ
イメントのみ」の比率が高く、3割を超えており、マレーシア、タイで「ランニングロイヤルティの
み」の比率が6割を超えている。また、韓国では、「イニシャルペイメント＋ランニングロイヤル
ティ」の割合が高く、5割を超えている。（図3－27）
E≡■2重iiiiiii
田イニシャルのみ りイニシャル＋ランニング■イ二十ラン＋ミニ
ロランニング十ミニマム 日ランニングのみ
図3－27．技術輸出契約の対価の受取方法（国・地域別）
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次に輸出相手先企業との資本関係と対価の受取方法の関係をみる。
「イニシャルペイメント有」の比率は、資本関係がない企業への輸出の場合は75．3％と高い
のに対し、資本の2分の1未満を所有している企業の場合では56．9％、資本の2分の1以上を
所有している企業の場合は22．0％にとどまっている。
逆に、「ランニングロイヤルティ有」の比率は、資本関係がない企業への輸出の場合は
65．5％であるが、資本の2分の1未満を所有している企業の場合は84．5％、資本の2分の1以
上を所有している企業では、96．7％と非常に高くなっている。
また、「ミニマムペイメント有」の契約については「イニシャルペイメント有」の契約と同様の傾
向を示し、資本関係のない企業への輸出の場合は5．7％であるのに対して、資本の2分の1
未満を所有している企業の場合は3．4％、資本の2分の1以上を所有している企業において
は1．3％にとどまっている。（図3－28）
イニシャルペイメントを受領することは、技術開示に対する危険回避や一定の対価の確保、
また、ミニマムペイメントを受領することは、最低限のロイヤルティを確保するという意味合い
があるので、資本関係の有無がこれらを受領するか否かの決定にあたっての重要なファクタ
ーとされているものと思われる。したがってアジアの中でも、資本関係のある企業への輸出の
比率が高い東南アジア諸国では「イニシャルペイメント有」の比率が低く、一方、資本関係の
ない企業への輸出の比率が高い韓国では「イニシャルペイメント有」の比率が高くなっている
ものと思われる。
0 9鷺
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平成9年度　　 剛 瞞 l．遠：遠 ． 一題 因 ■ 31．OX寒 b 3．運 0．4－　　　 N朝 件
資本関係なし　 ”‖酬 l酬 …糾・5％……酬 順　　 36・0％　　 4調 ≡ 童 23・喝 喜茎ヨ　 N＝。。昨
1．7％
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図3－28．技術輸出契約の対価の受取方法（資本関係別）
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（2）料率
「ランニングロイヤルティ有」の契約（377件）について、その料率をみると、全体では「2％以
上5％未満」の占める比率が高く、過半数（51．2％）となっている。次いで、「5％以上8％未満」
が15．9％、「単価建て契約」が15．4％となっており、「8％以上」の契約は3．7％と非常に少な
い。
ゾーン別にみると、5％未満の料率での契約比率がアジアで68．4％と高く、北アメリカで
41．0％と低くなっている。一方、5％以上の料率での契約比率についてみると、北アメリカで
29．5％、ヨーロッパで20．3％と高いのに対して、アジアは14．6％と低くなっていることから、ラン
ニングロイヤルティの料率については、アジアでは比較的低く、欧米では比較的高い傾向に
あることがわかる。（図3－29）
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図3－29．ランニングロイヤルティの料率（ゾーン別）
国・地域別にみると、韓国、台湾、インドネシアでは、5％未満の料率での契約比率が約6
割程度にとどまっており、料率の低いアジアの中では比較的高い料率になっている。
（図3－30）
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図3－30．ランニングロイヤルティの料率（国・地域別）
輸出先企業との資本関係別にみると、資本の2分の1未満を所有している企業に対しては、
他の資本関係と比較して「2％以上5％未満」（61．9％）の比率が高くなっているほか、資本関
係がない企業については、単価建て契約（23．3％）の比率が高い。（図3－31）
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図3－31．ランニングロイヤルティの料率（資本関係別）
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3．7．独占権・再実施権
技術貿易の契約上、支払方式以外に定められる権利の代表的なものとして契約相手先の国
内における「独占権（製造権または販売権）」、及び輸出した技術を契約相手先が第三者に移
転することができる「再実施権」が挙げられる。
まず、独占権の有無についてみると、「独占権有」の契約は、全体の22．9％であり、ゾーン別
にみるとヨーロッパ（27．2％）で高くなっている。前年度と比較して、アジアでの「独占権有」の比
率が減少している。
次に、再実施権の有無についてみると、「再実施権有」の契約は、全体の10．0％であり、ゾー
ン別にみると、アジア（6．1％）で特に低くなっている。（表3－9，図3－32～34）
表3－9．独占権・再実施権有の契約（ゾーン別）
着虫 占 権 有 再 実 施 権 有
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 23 ．5％ 22 ．9％－0．6 7．7％ 10．0％ 2．3
北 ア メ リカ 16 ．7％23 ．5％ 6．8 12．0％ 15．4％3．4
ヨー ロ ッパ 20 ．2％ 27 ．2％ 7．019．8％15．5％ －4．3
ア ジ ア 28 ．0％ 2 1．4％ －6．63．6％ 6．蟻 2．5
（件 ）N＝約 3　　　　　 N ＝819　　　　　 N・136　　　　　 N ＝1∝l　　　　 N4 46
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4 0 ％
30 ％
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23．5％　　　　　 22．9％　　　　　 23．51 21．4％
15．51
6 ．11
】
15．4％
10．0％
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図3－32．独占権・再実施権有の契約（ゾーン別）
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図3－33．「独占権有」の比率の推移（ゾーン別）
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図3－34．「再実施権有」の比率の推移（ゾーン別）
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国・地域別にみると、「独占権有」の比率は、フィリピン（50．0％）、英国（36．8％）、タイ
（36．7％）において高くなっている。一方、「再実施権有」の比率は、ドイツ（26．9％）、英国
（21．1％）が比較的高くなっている。（図3－35）
図3－35．独占権・再実施権有の契約（国・地域別）
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3．8．技術の種類
技術輸出契約に含まれる技術の種類について、特許・ノウハウ・商標・出願中特許・実用新
案・意匠に区分して分析したは＊）。
（注＊）なお、これらの技術の種類を重複して含む場合は、各々についてすべて回答（MA：マルチアンサー）されて
いる。
（1）特許・ノウハウt商標
特許・ノウハウ・商標の含まれる比率をみると、特許は全契約の36．6％、ノウハウは80．0％、
商標は13．4％含まれており、多くの契約にノウハウが含まれていることがわかる。
ゾーン別にみると、特許を含む比率は、北アメリカ（53．7％）及びヨーロッパ（47．6％）で高く、
アジア（27．7％）で低い。ノウハウを含む比率は、逆にアジア（89．9％）で高く、ヨーロッパ
（66．0％）及び北アメリカ（61．8％）では低くなっている。また、商標を含む比率については、ヨ
ーロッパ（16．5％）及びアジア（14．4％）で高く、北アメリカ（8．1％）で低い。
経年推移をみると、全体では特許有りの比率が減少傾向にあり、特にヨーロッパにおいて
大きく減少（－14．1ポイント）している。（表3－10，図3－36～38）
表3－10．特許・ノウハウ・商標有の契約の比率（ゾーン別）
特 許 有 ノ ウ ハ ウ有 商 標 有
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 39．0％ 36．6％－2．4 76．蟻 80．0％ 3．9 19 ．2％ 13．4％ －5．8
北 ア メ リ カ 58．5％ 53．7％ 肩4．8 50．3％ 6 1．8％ 11．5 10 ．9％ 8 ．1％ －2．8
ヨー ロ ッパ 6 1．7％ 4 7．6％ －14．1 60 ．8％ 66．0％ 5．2 19 ．2％ 16．5％ －2．7
ア ジ ア 26．6％ 27．7％ 1．1 89．0％ 89．9％ 0．9 22 ．7％ 14 ．4％ －8．3
－39－
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図3－36．特許・ノウハウ・商標有の契約（ゾーン別）
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図3－371．「特許有」の比率の推移（ゾーン別）
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図3－38．「ノウハウ有」の比率の推移（ゾーン別）
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国・地域別にみると、特許を含む契約の比率は、米国（57．4％）、ドイツ（46．2％）及びインド
（42．1％）において高くなっている。
ノウハウを含む契約の比率はドイツ（46．2％）及び米国（59．0％）において低く、アジアの国・
地域で高い値を示している。中でもタイ、フィリピン、マレーシアにおいてはすべての契約にノ
ウハウが含まれている。これらの違いは輸出される技術及び形態の違い、輸出先の技術基盤
の違い等を反映しているものと思われる。
商標を含む契約の比率については、フィリピン（30．0％）、英国（21．1％）及び中国（19．8％）
で他の国・地域より高くなっている。（図3－39）
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図3胃39．特許・ノウハウ・商標有の契約（国・地域別）
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次に、輸出先企業との資本関係との相関について、特許・ノウハウを組み合わせて分析す
る。全体についてみると、「ノウハウのみ」の契約が一番多く、全体の57．5％を占めている。以
下、「特許＋ノウハウ」が22．6％、「特許のみ」が14．1％、「その他」が5．8％となっている。
契約相手先企業との資本関係別にこれらの組合わせについての特徴をみてみると、「特許
のみ」の比率に大きな違いがみられ、資本関係のない企業への輸出の場合、「特許のみ」は
19．9％であるのに対して、資本の2分の1未満を所有している企業の場合は6．3％、資本の2
分の1以上所有している企業の場合は3．7％と低くなっている。逆に、「ノウハウのみ」の比率
は資本関係のある企業への輸出の場合は、資本関係のない企業への輸出の場合より高くな
っており、資本関係のある場合には特許のみの契約の比率は低く、ノウハウを伴った契約の
比率が高いといえる。（図3－40）
平成8年度
平成9年度
資本関係なし
2分の1未満の所有
2分の1以上の所有
5．7X N＝糾2
5．8％　　N＝619
回特許のみ 臼特許＋ノウハウ 臼ノウハウのみ ロその他
図3－40．技術輸出契約の技術の種類（資本関係別）
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（2）特許内包契約に含まれる特許数
新規の技術輸出契約中、「特許」及び「出願中特許」を含む154件について、内包する特許
数を分析したところ、「2件以上10件未満」の比率が55．8％と最も高く、「1件」の22．1％とあわ
せて、約8割の契約については内包する特許数が10件未満となっている。また、経年でみる
と、「10件以上」の比率が平成9年度は2割近くまで減少しており、内包する特許数が減少し
ていることが分かる。（図3－42）
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図3■41．特許内包契約に含まれる特許数
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図3－42．内包する特許数の推移数
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0）出願中特許・実用新案・意匠
全技術輸出契約について、出願中特許・実用新案・意匠の含まれる比率をみると、出願中
特許は全契約の12．6％、実用新案は4．7％、意匠は6．0％であり、前年度と比べて出願中特
許・実用新案は減少、意匠は増加している。
ゾーン別にみると、出願中特許はヨーロッパで、実用新案は北アメリカで、意匠はアジアで
それぞれ高くなっている。（表3－11，図3－43）
表3－11．出願中特許・実用新案・意匠有の契約（ゾーン別）
出 顔 中 特 許 有 実 用 新 案 有 意 匠 有
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 13．8％ 12 ．6％ －1．2 6．1％ 4．7％－1．4 3．0％ 6．0％ 3．0
北 ア メ リ カ 23．8％ 13．2％－10 ．6 8 ．3％ 5．9％胃2．4 2．6％ 3．7％ 1．1
ヨー ロ ッパ 20 ．8％17．5％ －3．32 ．5％ 4．9％ 2．4 0．8％ 4 ．9％ 4．1
ア ジ ア 8 ．4％ 11．0％ 2．6 6 ．3％ 4．6％－1．7 3．7％ 7．2％ 3．5
（件 ）　　 N 強圧2　　　　　　 脾 位 0　　　　　　 炬 1光　　　　　　 晴 1の　　　　　　 N 朝 7
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図3－43．出願中特許・実用新案・意匠有の契約（ゾーン別）
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4．技術分類別の分析結果
第3章では、技術輸出の全般的な動向について概観してきたが、本章では輸出された技術
の内容別に細かく技術輸出の状況をみる催）。
（注＊）技術分類について
輸出された技術を分類するために、本調査では、日本標準産業分類を基に当研究所において作成した
「技術分類」（48分類）〔以下技術分類別と呼ぶ〕を用いた。
また、本書においては、この48の技術分類以外に、技術分類を電気・機械・化学・金属・その他の大きく5
分野に統合した分類〔以下技術分野別と呼ぶ〕も用いて分析する。（資料3）
4．1．技術分類別技術輸出状況
平成9年度に新規に輸出された技術の内容を技術分野別にみると、「電気」分野が27．6％で
最も比率が高く、「機械」分野が24．0％、「化学」分野が16．8％、「金属」分野が12．6％、「その
他」分野が19．0％となっている。「化学」分野については、年々減少傾向にあり、前年度に引き
続き減少（－3．5ポイント）している。（図4－1）
技術分類別にみると、「輸送用機械」（12．3％）が6年間連続して最も多く、全体の1割以上を
占めている。また、前年度まで上位にあった「鉄鋼」（3．9％）、「有機化学」（3．9％）、「電子計算
機」（3．7％）が大きく減少し、「発送電・配電・産業用電気機械」（5．3％）が増加している。
（表4－1）
平 成 4 年 度　 〃 書 ■ 29・2％　　　 23・5瑠 E 敵 意 19・4％凋 ！棘11：’了測 16 劇 N ＝7 12件
N ＝6 26 件
N ＝7 30 件
N ＝7 66 件
N ＝8 42 件
N ＝6 20 件
平 成 5 年 度　 書 喜 25 ・7鷺　　　 22・2％1 強 娠 二 重 車 攣 凋 距 ・0％冊1 15・3％
平 成 6 年 度　 ■ 喜 24 ・0％　　　 28・4％■ 暫 紆 2 1・6％ 恩 胴 14・5測 1憫
平 成 7 年 度　 書 喜 漢 27・0％　　　 2相　 空∴莞 20・6整 Ⅷ 腑 ・6測 12・8％
8　　 i 喜 8 28朋　　　 22・6％コ 附 加 鵜 瀾 馴睦 ・1珊 13 ・訊
、　　　 題 m 27戯　　　 24 ・彷 ■ 蓼 軸 路 渕 距 2・7Ⅷ 1用
■ 電 気　　　 覆機 械　　　 口 化学　　　 口 金 属　　　 □そ の 他
図4－1．輸出技術の技術分野別内訳
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表411．輸出技術の技術分類別上位10分類
平 成 4 年 度 平 成 5 年度 平 成 6 年度
技 術 分 類名 件 数 割 合 技術 分類 名 件 数 割合 技 術 分 類名 件 数 割合
1輸 送用 機 械 99 13．9％輸 送 用 機 械 65 10．4％送 用機 械 11017．7％
2電子部品 ・デバイス 47 6．6％医薬 品 50 8．0％電 子 計 算機 57 9．2％
3電 子 計 算 機 45 6．3％油脂加工 ・石鹸 ・塗料 4 1 6．5％ 鋼 45 7．3％
4医薬 品 42 5．9％子部品 ・デバイス 39 6．2有機 化 学 44 7．1％
…．巨
6
金 属 製 品 33 4 ．6％電 子 計 算 機 38 6．1 子部品 ・デバイス 406．5％
罠：墜貯電気樹 ’‖…“．’
・電球 ・照明器具 32 4 ．5％金 属 製 品罠登用電気機材 ‘…………
・電球 ・照明器具
34 5．4％属製 品 33 5．3％
7有 機 化 学 28 3．9％ 30 4．8％医 薬 品 30 4．8％
8窯 業 26 3．7％有 機 化 学 29 4．6％そ の他 の化 学製 品 28 4．5％
9油脂加工 ・石鹸 ・塗料 26 3．7％線 ・無線通信機械 2 3 3．7％非 鉄 金 属 28 4．5％
10 ラジかテレビ・音響器具 25 3．5％窯 業 22 3．5％油脂加工 ・石鹸 ・塗料 27 4．4％
そ の他 309 43．4％ そ の他 255 40．7％そ の 他 28846．5％
合 計 7 12 100 ．0％ 口計 626 100． 日計 730100．0％
平成 7 年 度 平成 8 年度 平成 9 年度
技術 分類名 件数 割合 技術 分類名 件数 割合 技術分類名 件数 割合
1輸送用機械 11515．0％輸送用機械 95 11．3％輸送用機 械 7612．3％
2電子計算機 51 6．7％鉄鋼 84 10．0％子部品 ・デバイス
送電‘ご’配管’：’苫業翔’
気機械
44 7．1％
3 子部品・デバイス 51 6．7％機化学 60 7．1％ 33 5．3％
4鉄鋼 43 5．6％子部品・デバイス 49 5．8％非鉄金属 31 5．0％
5非鉄金 属 42 5．5％電子 計算機 39 4．6％そ の他 の機械 29 4．7％
6医薬品 39 5．1％その他 の化 学製 品
罠登用篭荒勝胼．‘………‥
・電球 ・照明器具
37 4．4プラスチ ック製 品 28 4．5％
…‥7
8
油脂加工・石鹸 ・塗料 36 4．7％ 35 4．2％医薬 品 26 4．2％
巷滑篭荒機材……’……
・電球・照明器具 36 4．7％
‘送篭一首篭T 置業常．‘
気機械 34 4．0％金属製 品 24 3．9％
9有機化 学 32 4．2％精密機械 29 3．4％鉄鋼 24 3．9％
10プ ラスチ ック製品 28 3．7％その他 の電気機械 27 3．2％有機化 学 24 3．9％
その他 29338．3％その他 353 41．9％その他 28145．3％
合計 766 100．0％口計 842100．0％合 計 620 100．0％
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4．2．契約相手先国・地域
技術分野別に契約相手先のゾーンの特色をみると、すべての分野でアジア向けの比率が最
も高く4割を超えている。しかし、前年度と比較すると「化学」「機械」「その他」分野でアジアの比
率が減少しており、特に「化学」分野で19．7ポイントと大きく減少している。近年拡大を続けていた
アジアへの技術輸出が、アジア経済危機の影響等により伸び悩んでいると思われる。
（表4－2，図4－2～4）
表4－2．契約相手先ゾーン（技術分野別）
］ヒア メ リカ ヨー ロ ッパ ア ジ ア そ の 他
8 年 9 年 度 増 減 8 9 年 度 増 減 8 年 9 年 度 増 減 8 9 増 減
全 体 22 ．琳 2 1．醜 －1．0 14．識 16 ．6％ 2 ．3 58 ．1％ 弘 ．鴫 －2．1 4 ．8％ 5 ．5％ 0 ．7
電 気 30 ．（鵜 20 ．5％一食 5 13．2％ 9 ．鍼－3．3 弘 7％ 鑑 識 10．8 2．1％ 4 ．1％2 ．0
機 賊 25．8％ 19 ．5％ －6 ．3 11．1％ 18 ．8％ 7 ．7 6 1．1％ 56 ．4％ －4．7 2 ．1％ 5 ．4％ 3．3
化 学 15．瑞 26 ．（瑞 10．2 17．（瑞 24 ．鴨 7 ．0 弘 醜 45 ．2％ 胃19．7 2．3％ 4 ．8％2 ．5
金 属 13 ．4％24 ．4％11．014．2％ 11．5％－2 ．7 55 ．1％弧 3％ 5．217．3％3 ．8％ －13 ．5
そ の 他 24 ．識 22 ．（瑞 －2．3 18．（瑞 20 ．3％ 2 ．3 53 ．本 48 ．識 －4．9 4．5％ 9 ．3％ 4 ．8
■ 北 ア メリカ P ヨ胃 ロツバ n ア ジア □ そ の他
図4－2．契約相手先ゾーン（技術分野別）
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図4－3．契約相手先ゾーンが「北アメリカ」の比率の推移（技術分野別）
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図44契約相手先ゾーンが「アジア」の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると、全技術輸出契約の傾向と比較して、北アメリカへの輸出の比率が非常
に高い技術は、「電子計算機」（43．5％）及び「その他の化学製品」（43．5％）であり、ヨーロッパ
への輸出の比率が非常に高い技術は「医薬品」（34．6％）である。「その他の化学製品」「医薬
品」及び「電子計算機」については、欧米向けの輸出で約6割を占めており、他の技術分類と
傾向が異なっている。それ以外のほとんどの技術分類ではアジアへの輸出の比率が4割以上
を占めているが、中でも「発送電・配電・産業用電気機械」（87．9％）についてはアジア向けの比
率が非常に高くなっている。同じ技術分野でも技術分類によって輸出先のゾーンが大きく異な
っていることがわかる。（図4－5）
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図4－5．契約相手先ゾーン（技術分類別）
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技術分野別にみると、国・地域ごとに傾向が大きく異なっている。例えば、アジアにおいて技
術輸出件数の多い国・地域を比較した場合、インドでは全体の傾向と比較して「金属」分野
（26．1％）の比率が高く、インドネシアでは「化学」分野（22．2％）の比率が高くなっている。
（図4－6）
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図4－6．輸出技術の技術分野別内訳（国・地域別）
技術分類別にみると、多くの国・地域で「輸送用機械」が上位を占めている。「輸送用機械」
に関する技術は平成9年度の全技術輸出件数の12．3％であるが、幅広い国・地域に輸出され
ている。また、アジアのうち、韓国、台湾、タイ、フィリピンにおける比率が高い。
「輸送用機械」以外の技術については、国・地域によって上位の技術が大きく異なっており、
米国では「電子部品・デバイス」が、また、中国では「発送電・配電・産業用電気機械」が一位と
なっている。（表4－3）
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表4胃3．輸出技術の技術分類別内訳（国・地域別）
技 術分 類 件数 技 術分 類 件数 技 術分 類 件数
電 子部 品 ・デバ イ ス 13 医薬品 3窯 業 2
そ の他 の化学製 品 10窯 業 3その他 の一般 産業用機 械 2
電 子計算 機 10プ ラス チ ック製 品 その他 の機 械 2
密 機械 9電 子部 品 ・デバ イ ス
医薬 品 8無機 化学 等 2
プ ラス チ ック製 品 8有 機化学 2
輸 送用機 械 8輸 送用機 械 2
非 鉄金 属 7ゴム製 品 2
‥－・・・∴ ‾業 5
・・・‥工・ 5
ヒ学 4
その他 の機械
そ の他 31 そ の他 ● そ の他 13
合 計 122 合 計 26 合 計 19
技術 分類 件数 技術分 類 件 数 技術 分類 件数
’用機 械 13 ’電 ・配電 ・産業用電気機械 輸送用機 械 10
、電 ・配電 ・産業用電気機械 7 び送用機 械 8電子部 品 ・デ バイ ス 9
ラジオ ・テ レビ ・音 響器 具 6その他 の機械 7非鉄金 属 6
設業 4電 子部 品 ・デ バイ ス 7金属製 品 6
電 子部 品 ・デ バイ ス 4 その他 の電気機 械 有機化 学 3
電 子計算 機 3 ’晶 ・た ば こ 5プ ラスチ ック製 品 3
3非 鉄金属 5 ’電 ・配電 ・産業用電気機械 3
その他 の一般 産業用 機械 3金 属製 品 油脂加 工 ・石 けん等 2
その他 の電気 機械 2 円密機 械 民生用 電気機 械 ・電球 ・照 明 2
プ ラス チ ック製 品 2有機化 学 そ の他 の電気 機械 2
日密機械 2その他 の一般 産業用 機 械 i　 3 そ の他 の機械 2
その他 の産業 2その他 の産業 2
そ の他 23 そ の他　　　　 】 23 そ の他 12
合計 74 合 計 86 合 計 ．●
技 術 分 類 件 数 技 術 分 類 件 数 技 術 分 類 件 数
送 用 機 械 6 1送 用 機 械 3 民生 用電気 機 械 ・電球 ・照 明器 具 4
プ ラス チ ッ ク製 品 4 鉄 鋼 2 ’電 ・配電 ・産 業用 電気 機械 3
電 子 部 品 ・デ バ イ ス 3 金 属 製 品 2油 脂 加 工 ・石 け ん 等 2
’電 ・配 電 ・産業 用電 気機 械 3 そ の他 の 化 学 製 品 2
ゴ ム製 品　　　　　　　　　 －　　 2 非 鉄 金 属 2
［　 2 】
電 子 計 算 機 2
】そ の 他 8 そ の 他 3 そ の 他 4
合 計 30 － 否 計 10 合 計 17
技術 分類 件数 技術 分類 件数
医薬 品 3非鉄金 属 3
輸送用機 械 －　　 3ラジオ ・テ レ ビ丁雷撃密 具 2
そ の他 のイヒ学製 品　　　　　　　 2 金 属製 品 2
送電 ・配電 ・産菓用電気機械 2
そ の他 の機 械 2
その他 11 その他 8
合 計 19 合 計 19
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さらに、契約相手先の国・地域について、平成9年度に契約件数の多かった上位3技術「輸
送用機械」「電子部品・デバイス」「発送電・配電・産業用電気機械」、および、減少幅の大きか
った3技術「鉄鋼」「有機化学」「電子計算機」に着目し、経年推移をみると、「輸送用機械」およ
び「有機化学」において韓国、タイの落ち込みが特に大きかったことが分かる。（図4－7～12）
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図4－7．技術輸出契約件数の推移（輸送用機械）
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図4－8．技術輸出契約件数の推移（電子部品・デバイス）
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図4－9．技術輸出契約件数の推移（発送電・配電・産業用電気機械）
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図4－10．技術輸出契約件数の推移（鉄鍋）
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図4－11．技術輸出契約件数の推移（有機化学）
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図4－12．技術輸出契約件数の推移（電子計算機）
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4．3．契約相手先企業との資本関係
技術輸出先企業との間の資本関係について、まず、全技術輸出契約の傾向と各技術分野
の傾向とを比較して分析する。
平成9年度は、資本関係のある企業への輸出の割合が、「化学」分野で12．9％（－27．5ポイント）
と大きく減少している。その他は各分野とも約4割となっている。より資本関係が強い、資本の2
分の1以上を所有している企業への技術輸出の比率は、「機械」（32．7％）、「電気」（32．5％）
「その他」（30．9％）分野において前年度より上昇し、3割を超えている。（表414，図4－13～15）
表4－4．契約相手先企業との資本関係（技術分野別）
2 分 の 1 以上 の所有 2 分 の 1 未満 の所有 資本 関係 な し
8 年 度 9 年度 増減 8 年度 9 年度 増 減 8 年度 9 年度 増減
全　　 体 22．2％ 26．7％ 4．5 15．8％ 10．3％－5 5 62．0％ 63．0％ 1．0
電　　 気 30．5％ 32．5％2．0 10．3％ 11．4％1．1 59．3％ 56．0％－3．3
機　　 械 20．5％ 32．7％ 12．2 13．2％ 10．0％ －3．266．誠 57．3％ －9．0
化　　 学 20．5％ 10．1％ －10．4 19．9％ 2．8％ －17．1 59．6％ 87．2％ 27．6
金　　 属 9．4％ 20．3％10．9 25．2％ 16．5％－8．7 65．4％ 63．3％－2．1
そ の 他 24．3％ 30．9％6．6 15．3％ 11．8％－3．5 60．4％ 57．3％－3．1
図4－13．契約相手先企業との資本関係（技術分野別）
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図4－14．資本の2分の1以上を所有している企業の比率の推移（技術分野別）
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図4－15．資本関係がない企業の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると、「その他の機械」（65．5％）、「非鉄金属」（58．1％）、「発送電・配電・産
業用電気機械」（54．6％）において、資本関係のある企業への輸出の比率が約半数を占めて
いる。さらに、資本の2分の1以上を所有している企業については、「その他の機械」が55．2％
と高い比率を占めており、以下、「発送電・配電・産業用電気機械」（39．4％）、「輸送用機械」
（36．8％）となっている。
一方、資本関係のない企業への輸出の比率が高い技術をみると、「その他の化学製品」
（95．7％）、「鉄鋼」（83．3％）、「有機化学」（83．3％）が挙げられる。（図4胃16）
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図4－16．契約相手先企業との資本関係（技術分類別）
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4．4．契約期間
契約期間について技術分野別にみると、「機械」分野において、「5年未満」の短期契約の比
率が15．6％と低い。また、「電気」分野において、「工業所有権等の期間まで」の比率が36．6％
と高い。
経年推移をみると、「機械」分野において、「5年未満」の短期契約の比率が年々減少傾向に
ある。「電気」分野においては、年数での契約比率が減少し、「工業所有権等の期間まで」にシ
フトしている。
さらに、「工業所有権等の期間まで」についてみると、全体的に増加傾向にあるが、「機械」分
野では若干減少している。（表4－5，図4－17～21）
表4－5．技術輸出契約の契約期間（技術分野別）
1 年 未 満 1 ～ 5 年 5 ～ 10年 10 ～ 15 年
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 4．醜 3．6％ －1．2 23 ．（瑞 20．1％ －2．930 5％ 25 ．珊－4 ．6 11．（瑞 10．9％一可．1
電 気 2．5％ 6．8％ 4 ．3 23 ．5％ 16．8％ －6 ．7 29 ．6％ 20 ．5％ －9 ．110．3％ 4 3％1 3．0
機 械 4．2％ 0．7％ －3．5 18 ．9％ 14．9％ －4．0 35．識 40 ．4％ 5．1 13．2％ 14．捌 1．0
化 学 2．識 1．醜 1 ）．4 14 ．（沸 20．6％ 6．6 3 3．3％ 15．（瑞 －18 ．3 15．8％ 13．蛸 2ー．7
金 属 15．7％ 0．琳 －15 ．7 44 ．1％ 22．5％ 胃2 1．6 15．7％ 36 ．6％ 20 ．9 5．5％ 16．9％ 11．4
そ の他 1．8％ 6．5％ 4 ．7 18 ．9％ 29．6％ 10．7 36 ．9％ 18 ．5％ －18 ．4 8．1％ 10．鵠 2 ．1
15年 以 上 工 業 所 有 権 等 の 期 間 そ の 他
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 4．5％ 2．（鵜 －2．5 16 ．琳 23．（端 6．1 9．3％ 14．6％5．3
電 気 4．蟻 0 ．6％胃3．5 17 ．7％ 36．6％18．912．3％ 14．3％2．0
機 械 4∴端 0．（沸 －4．2 18 ．4％ 16．3％ －2．1 5．洩 13．5％ 7．7
化 学 7．6％ 5．6％ －2．0 17 ．5％ 25．2％ 7．‾7 9．4％ 18．7％ 9 ．3
金 属 2．4％ 4 ．2％ 1．8 7 ．9％ 9．琳 2．0 8．7％ 9．琳 1．2
そ の 他 3 ．6％ 1．9％－1．7 2 1．6％ 17．6％－4．0 9．（鵬 15．禍 6．7
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図4－17．技術輸出契約の契約期間（技術分野別）
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図4－18．契約期間がr5年未済」の比率の推移（技術分野別）
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図4－19．契約期間が「1時以上」の比率の推移（技術分野別）
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図4－20．契約期間が「工業所有権等の期間」の比率の推移（技術分野別）
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図4－21．契約期間が「その他」の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると、5年未満の短期契約の比率の高い技術分類としては「鉄鋼」（41．2％）
「その他の化学製品」（40．9％）、「電子計算機」（39．1％）が挙げられる。一方、10年以上の長期
契約の比率が高い技術分類としては「輸送用機械」（69．1％）、「非鉄金属」（67．7％）といった技
術が挙げられる。また、「工業所有権等の期間まで」の契約の比率が高い技術分類としては「電
子部品・デバイス」（45．5％）、「医薬品」（42．3％）、「発送電・配電・産業用電気機械」（30．4％）
がある。同じ技術分野でも技術分類によって契約期間に大きな違いがあることが分かる。
（図4－22）
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図4－22．技術輸出契約の契約期間（技術分類別）
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4．5．契約形態
技術分野別に契約形態をみると、「電気」分野において、クロスライセンス契約の比率が
22．2％と高い比率を占めている。（図4－23～25）
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図4－23．技術輸出契約の契約形態（技術分野別）
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図4－24．契約形態がr無償」の比率の推移（技術分野別）
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図4－25．契約形態が「クロスライセンス」の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると、「その他の機械」、「金属製品」については、無償契約の比率が高く、
「電子部品・デバイス」、「発送電・配電・産業用電気機械」については、クロスライセンス契約の
占める比率が高い。（図4－26）
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図4－26．技術輸出契約の契約形態（技術分類別）
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4．6．対価の受取方法
（1）イニシャルペイメント及びランニングロイヤルティの有無
対価の受取について、技術分野別にみると、「化学」分野で「イニシャルペイメントのみ」の
比率が高く、4割を超えている。また、「機械」分野で「ランニングロイヤルティのみ」の比率が
高く、5割を超えている。
また、「ミニマムペイメント有」の比率は、「金属」分野（8．9％）及び「化学」分野（8．2％）で高
くなっている。（表4－6，図4－27～29）
表4－6．技術輸出契約の対価の受取方法（技術分野別）
イ ニ シ ャ ル の み イ ニ シ ャル ＋ ラ ン ニ ン グ イ ニ ＋ ラ ン ＋ ミ ニ
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 2 6 ．3 ％ 2 4 ．4％－1．9 3 2 ．8％ 3 1 ．0 ％－1．8 2 ．2 ％ 3 ．5 ％ 1．3
電 気 7 ．0 ％ 20 ．5％ 13 ．5 6 0 ．8 ％ 33 ．8％ －2 7 ．0 3 ．8 ％ 0 ．7 ％ －3 ．1
機 械 2 6 ．3 ％ 1 0 ．4％ －15 ．9 2 6 ．3％ 3 7 ．5 ％ 1 1 ．2 9 ．2 ％ 1．4 ％ －7 ．8
化 学 4 2 ．5 ％ 4 5 ．9％3 ．4 2 0 ．7％2 1 ．4 ％ 0 ．71．1％ 8 ．2 ％ 7 ．1
金 属 17 ．1％ 3 3 ．8％ 16 ．7 3 4 ．1％ 27 ．9％ －6 ．2 7 ．3 ％ 7 ．4 ％ 0 ．1
そ の 他 2 2 ．7％ 2 2 ．7％0 ．0 3 6 ．5％ 28 ．4 ％ －8 ．1 4 ．硝 3 ．4 ％－1．3
ラ ン ニ ン グ ＋ ミ ニ マ ム ラ ン ここン グ の み
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 0 ．0 ％ 0 ．硝 0 ．7 3 8 ．7％ 40 ．4 ％ 1 ．7
電 気 0 ．0 ％ 0 ．0％ 0 ．0 2 8 ．5％ 4 5 ．0 ％ 16 ．5
機 械 1 ．3 ％ 0 ．0％ －1．3 3 6 ．8％ 50 ．7 ％1 3 ．9
化 学 2 ．3 ％ 0 ．0％ －2 ．3 3 3 ．3％ 24 ．5 ％ －8 ．8
金 属 2 ．4 ％ 1 ．5％ －0 ．9 3 9 ．0 ％29 ．4 ％ －9 ．6
そ の 他 0 ．9 ％ 3 ．4％ 2 ．5 3 5 ．2％ 4 2 ．0 ％ 6 ．8
平 成 8 年 度
平 成 9 年 度
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図4－27．技術輸出契約の対価の受取方法（技術分野別）
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図4－28．「イニシャルペイメント有」の比率の推移（技術分野別）
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図4－29．「ランニングロイヤルティ有」の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると、「その他の化学製品」「有機化学」で「イニシャルペイメントのみ」の比
率が高く、5割を超えている。また、「その他の機械」で「ランニングロイヤルティのみ」の比率
が高く、約8割を占めている。
ミニマムペイントについては、「医薬品」「その他の化学製品」「非鉄金属」で「イニシャルペ
イメント＋ランニングロイヤルティ＋ミニマムペイント」の比率が高く、1割を超えている。
（図4■30）
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図4－30．技術輸出契約の対価の受取方法（技術分類別）
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（2）料率
ランニングロイヤルティの料率について、技術分野別にみると、5％未満の料率での契約比
率が「金属」分野で75％と高く、「化学」分野で43．5％と低くなっている。一方、5％以上の料
率での契約比率についてみると、「その他」の分野で32．8％と高く、「金属」分野で4．5％と低く
なっている。（図4－31）
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図4－31．ランニングロイヤルティの料率（技術分野別）
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技術分類別にみると、「発送電・配電・産業用電気機械」（84．2％）、「金属製品」（80．0％）、
「非鉄金属J（78．9％）といった技術では、5％未満の料率での契約比率が約8割を占めてお
り、中でも「金属製品」では2％未満の契約が33．3％と高くなっている。一方、料率の高い傾
向がある「医薬品」では5％以上の料率での契約比率が5割（50．0％）にも上っており、「8％
以上」の契約の比率も16．7％と高い。また、「電子計算機」（69．2％）、「有機化学」（55．6％）で
は単価建て契約の比率が高く、過半数を占めている。（図4－32）
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図4－32．ランニングロイヤルティの料率（技術分類別）
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4．7．独占権・再実施権
技術分野別に独占権・再実施権の有無についてみると、「独占権有」の比率は、「化学」
（25．7％）及び「その他」分野（37．3％）で高く、「電気」分野（14．6％）で低くなっている。「再実施
権有」の比率についても、「化学」分野（11．0％）及び「その他」分野（27．3％）で他の分野より高
くなっている。
前年度と比較すると、「機械」分野では「独占権有」の比率が大きく減少（－13．3ポイント）し、「そ
の他」分野では「再実施権有」が大きく増加（＋17．1ポイント）している。（表4－7，図4－33～35）
表4－7．独占権・再実施権有の契約（技術分野別）
独 占 権 有 再 実 施 権 有
8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 23．5％ 22．9％ 胃0．6 7．7％ 10．0％ 2 ．3
電 気 10．3％ 14．6％4．3 7．9％ 6．4％－1．5
機 械 35．3％ 22．0％ －13．3 5．9％ 4．0％ －1．9
化 学 32．0％ 25．7％－6．3 11．5％ 11．0％－0．5
金 属 13．4％ 19．0％5．6 3．2％ 3．8％ 0 ．6
そ の 他 3 1．5％ 37．3％5．8 10．2％ 27．3％ 17．1
0篤　　　　 10％　　　　　 20％　　　　　 3 0‡　　　　 40％　　　　　 5 0鷺
平 成 8 年 度
平 成 9 年 度
】怨 ．5％ N 己833件
N 呈619件
N と171件
N ＝150件
N ＝109件
N ＝79件
N ＝1 10件
7．7 X
l22．9％
10．0％
電 気 14．6％
6．4％
機 械
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122調
4 ．0％
l25．7 ％
11．0 ％
金 属
そ の 他
1 19．0％
3．8％
37．3％
27．3％
臼 独 占 権 有　 醐 施 権 有 l
図4－33．独占権・再実施権有の契約（技術分野別）
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図4－34．「独占権有」の比率の推移（技術分野別）
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図4－35．r再実施権有」の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると「独占権有」の比率は、「医薬品」（50．0％）、「その他の化学製品」
（30．4％）、「発送電・配電・産業用電気機械」（30．3％）といった技術で高い。
また、「再実施権有」の比率は、「医薬品」（23．1％）、「その他の化学製品」（17．4％）において
高い。（図4－36）
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図4－36．独占権・再実施権有の契約（技術分類別）
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4．8．技術の種類
輸出された技術に含まれる技術の種類について、技術分野別にみると、特許を含む比率は、
「金属」分野（17．7％）で低くなっており、ノウハウを含む比率は、「金属」分野（98．7％）で非常に
高くなっている。また、商標を含む比率では「その他」分野（26．1％）で高く、「金属」分野
（1．3％）で非常に低い。
前年度と比較すると、「金属」分野で特許を含む比率が大きく減少（－9．8ポイント）し、「その他」
分野でノウハウを含む比率が増加（＋7．3ポイント）している。また、「金属」分野で、商標を含む比
率が大きく減少（－16．8ポイント）している。（表4－8，図4－37～40）
表4－8．特許・ノウハウ・商標有の契約（技術分野別）
特 許 有 ノ ウハ ウ 有 商 標 有
7 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減 8 年 度 9 年 度 増 減
全 体 39．2％ 36．6％ －2．6 76．6％ 80．0％ 3．4 19 ．4％ 13．4％ －6．0
電 気 40．7％ 36．8％ －3．9 72．0％ 78 ．4％6 10 ．7％ 8．2％－2．5
機 械 39．9％ 4 6．7％ 6．875．0％8 2．0％ 7 ．020 ．2％ 15．3％－4．9
化 学 46．8％ 40．4％ －6．4 80．蟻 75．2％ －4 ．9 25．接 14 ．7％ －10．4
金 属 27．6％ 17．7％ －9．9 92．9％ 9 7．5％4 6 18 ．蟻 1．3％ －16．8
そ の 他 36．1％ 32．4％－3．7 64．8％ 72 ．1％7 ．3 29．6％ 26．蟻－3．5
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図4－37．特許・ノウハウ・商標有の契約（技術分野別）
－72－
50％
40％
30％
20算
10％
0％
JL
一一◆－ 全体
‥1■－・電気
－⊥×一機械
－1「一化学
一一儀一・一金肩
　 、l 42毒 蛾 ・正 志 忘 孟 二 三 。。．。X
X－
平成5年度　 平成6年度　 平成7年度　 平成8年度　 平成9年度
図4－38．「特許有」の比率の推移（技術分野別）
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図4－39．「ノウハウ有」の比率の推移（技術分野別）
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図4－40．「商標有」の比率の推移（技術分野別）
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技術分類別にみると、特許を含む比率は「発送電・配電・産業用電気機械」（51．5％）、「医薬
品」（57．7％）で高く、一方、「鉄鋼」（16．7％）、「非鉄金属」（16．1％）で低くなっている。
ノウハウを含む契約の比率については、「金属製品」（1（泊．0％）、「非鉄金属」（96．8％）、「鉄
鋼」（95．8％）、「輸送用機械」（93．4％）で9割を超えている。
商標を含む比率については「医薬品」（30．8％）、「その他の機械」（24．1％）といった技術で高
くなっている。（図4－41）
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図4－41．特許・ノウハウ・商標有の契約（技術分類別）
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4．9．クロスライセンス契約
近年は技術の価値が重んじられ、自社の技術の対価として金銭だけではなく相手側の技術
を要求するまたはされるケースが増えている。また技術によっては1つの製品の中に関係する
特許が何百も含まれる場合があり（図4－37）、知的財産権の侵害による紛争の防止、ロイヤル
ティの軽減といった観点からクロスライセンス契約は非常に大きな意味を持っている。
クロスライセンス契約件数の経年推移をみると、毎年40～60件程度で大きな変化はみられな
いが、全体に占める比率は年々高くなってきている。（図4－42）
以降、クロスライセンス契約の輸出先国・地域及び技術内容について、技術輸出全体の傾向
と比較する。
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図4－42．クロスライセンスの契約件数の推移
全体
タロスライセンス
61．既
111 購 19件
N毒3件
5！洪
……ll……
腰 讐 嘘 4潤 龍胼 1攣 ；
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□特許なし　0 1件 e2－10件 臼1用 件 蜃知～1の件 鵜1⑩件以上　 0件数不明
図4－43．特許の有無及び内包する特許数
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ゾーン別にみると、クロスライセンス契約の比率は、北アメリカが最も高く、4割以上（44．4％）
を占めている。一方、アジアでは、全輸出契約で55．9％を占めているのに対して31．7％と低くな
っている。
クロスライセンス契約は他の契約と比べて権利が錯綜する高度な技術の際に採用されるケー
スが多い。北アメリカ、特に米国では知的財産権に対する考えが厳格なためこのような結果に
なっていると思われる。（図4－41）
全 体　 題 ■ 芝 肪　 16・餌 ′空　　　 一己・9・　　 司 N 萄 19件
N 司i3件タロえライセンス　　　　　　　 劇 朋　　　　　　　 芝 碁　　　　　 ‾11／
■北 アメリカ　　　 のヨー ロッパ　　　 細アジア　　　 ロその他
図4－44．クロスライセンス契約の輸出先（ゾーン別）
本調査では、クロスライセンス契約について、「対価を受け取るもの」、「等価交換のもの」、
「対価を支払うもの」のすべてを含めて調査している。そこで内訳をみてみると「対価を受け取る
もの」が約6割（63．5％）を占め、以下、「等価交換のもの」が20．6％、「対価を支払うもの」が
15．9％となっている。
ゾーン別にみると、アジアでは「対価を受け取るもの」が全てであるが、北アメリカでは39．3％、
ヨーロッパでは57．1％と低い。また北アメリカでは「対価を支払うもの」の比率が32．1％と非常に
高い。（図4－45）
全 体　 ． 6a 彿 ‘鼎 柑 朋 ll胴 酬 l皿 Ⅷ l 2相　 巨 15 喝 ∃　 N 朝 件
北 ア メリカ Illlll”llllllIl鋤 腑胸I］”州Ill測 ．筑 日！lI；ij】脈 i m 胴　　 2相　 ・■・・・E】n 2 1刃“・i ■ ■ 日＋ N ・28件
llヨ － ロ ツバ ．1－llllutt肩l5 乙1l 胼 一一・胴　　 35・乃　　 匡 司　 N 手14件
ァ ジ ア　 ”‖l椚　 田．’．．‾．〝．．　　 ‾‾‾…‾．醐 附 の 工肪 冊
u 対 価 受 取　　　　　 口 等 価 交 換　　　　　 日 対 価 支 払
図4－45．クロスライセンス契約の内訳（ゾーン別）
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国・地域別にみると米国が全クロスライセンス契約の42．9％と非常に大きな比率を占めている。
全技術輸出契約に占めるクロスライセンス契約の比率をみても、米国では22．1％と他の国・地
域と比べて高くなっている。また、契約内訳も大きく異なっており、「対価を支払うもの」は10件
中9件が米国である。我が国と各国・地域との技術力の関係等がクロスライセンス契約の形態に
影響していると思われる。（表4－9）
表4－9．クロスライセンス契約の内訳（国・地域別）
ク ロ ス ラ イ セ ン ス 契 約 全 技 術
輸 出 契 約
クロスライセンス
の 比 率受 取 等 価 支 払 計 構 成 比
1 米 国 10 8 9 27 42．9％ 122 22．1％
2 甲 国 7 0 0 7 11．1％ 86 8．1％
3 韓 国 6 0 0 6 9．5％ 74 8．1％
4 ドイ ツ 1 4 1 6 9．5％ 26 23．1％
5 台 湾 2 0 0 2 3．2％ 60 3．3％
6 英 国 2 0 0 2 3．2％ 19 10．5％
7 ロ シ ア 2 0 0 2 3．2％ 3 66．7％
8 フ ラ ン ス 2 0 0 2 3．2％ 16 12．5％
9 ベ トナ ム 2 0 0 2 3．2％ 6 33．3％
10E U 0 1 0 1 1．6％ 4 25．0％
11 メ キ シ コ 1 0 0 1 1．6％ 8 12．5％
そ の 他 5 0 0 5 7．9％ 2 13 2．3％
全 体 40 13 10 ● 100．0％ ●　● ●　 l▼l
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技術分野別にみると、「電気」分野が60．3％と全クロスライセンス契約の過半数を占めている。
それに対して「機械」（9．5％）、「化学」（7．9％）及び「金属」（3．2％）分野は非常に少なくなって
いる。（図十46）
全体 l■ ロ 匿 27・61■ 書■ 駁　 24・1％　　　 16・至嘱S S 寡12・叫 喜　 18・9IN ＝619件
N ＝63件タロスライセンス 餌・3強 書 ■ S S S 匝 頭 匹 彊 臣 19朋
E t 気　　　 の機械　　　 ■化学　　　 ■会肩　　　 口その他
図4－46．クロスライセンス契約の内訳（技術分野別）
技術分類別に、クロスライセンス契約の比率が上位のものをあげると、「電子部品・デバイス」
（17．5％）、「有線・無線通信機械」（12．7％）、「発送電・配電・産業用電気機械」（11．1％）等「電
気」分野の技術が多くなっている。（表4－10）
表4－10．クロスライセンス契約件数の上位技術分類
ク ロス ライ セ ン ス 契約 全 技 術
輸 出契約
クロスライセンス
の 比 率受 取 等 価 支払 計 構 成 比
1 電 子 部 品 ・デ バ イ ス 5 0 6 11 17．5％ 44 25 ．0％
2 有 線 ・無 線 通 信 機 械 7 1 0 8 12．7％ 16 50．0％
3 発 送 電 ・配 電 ・産 業 用 電 気 6 1 0 7 11．1％ 33 2 1．2％
4 民生 用 電 気 機 械 ・電 球 ・照 明 5 0 0 5 7．9％ 18 27．8％
5 精 密 機 械 3 0 1 4 6．3％ 17 23．5％
6 窯 業 1 2 1 4 6．3％ 13 30 ．8％
7 プラ ス チ ック製 品 0 3 0 3 4．8％ 28 10 ．7％
8 電 子 計 算 機 2 0 1 3 4．8％ 23 13 ．0％
9 そ の他 の電 気 機 械 1 1 0 2 3．2％ 16 12．5％
10 石 油 ・石炭 製 品 2 0 0 2 3．2％ 13 15．4％
そ の他 8 5 1 14 22．2％ 398 3．5％
全 体 40 13 10 ● 100．0％ ●　● 10 ．2界
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5．業種別の分析結果
第4章では、輸出された「技術」の内容で分類し、「技術」という断面からの考察を行ってきた
が、本章では、各業種と輸出された技術との関連を中心に特徴をみる。
5．1．輸出状況
業種別に技術輸出状況をみると、前年度1位であった「電気機械器具工業」（20．5％）の比率
が7．7ポイント増加し、2年連続して最大となっている。以下、「非鉄金属工業」（12．1％）、「自動車
工業」（10．4％）、「鉄鋼業」（7．2％）、「機械工業」（5．4％）、「総合化学・化学繊維工業」（4．9％）
の順となっている。
その他では、前年度よりの増加が著しい業種として「非鉄金属工業」（＋7．1ポイント）、減少が著
しい業種として「通信・電子・電気計測器工業」（－9．4ポイント）が挙げられる。（表5－1）
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表5－1．技術輸出契約の業種別内訳
平成 4 年度 平成 5 年度 平成 6 年度
業　 種 件数 割合 業　 種 件数 割合 業　 種 件数 割合
1 110 15．4 79 12．自動車 工業 97 13．3％通信・電子・電気計池器工業 ・種子・電気計測器工業
2自動車 工業 88 12．4 工業 61 9．電　　　　 工業 7710．5％
3電　　　　　 工業 70 9． 合化学 ・化学繊維工業 56 8．・電子・電気計測器工業 73 10．（瑞
4総合化学 ・化学繊維工業 54 7．医薬 品工業 51 8．1 業 67 9．2％
5機 械工業 50 7．自動車 工業　　　　　 50 8． 62 8．5％
6非鉄金属 工業 38 5． 工業 49 7． 合化学・化学繊椎工業 52 7．蛸
7鉄鋼業 36　 5．1 42 6．油脂 ・塗料 工業 33 4．5％
8医薬 品工業 35 4．油脂 ・塗料 工業 38 6．1非鉄 金属工業 33 4．5％
9油脂 ・塗 料工業 28 3．非鉄 金属工業 32　 5．1そ　　　　　　 工業 27 3．珊
10窯 業 28 3． その他輸送用機械工業 28 4．医薬 品工業 26 3．餓
11建 設業 25 3．5窯業　　　　　　　　 26 4． 晶工業 24 3．識
12 その他輸送用機 械工業 25 3．5 晶工業 23 3． 密機 械工業 23 3．本
13食 品工業　　　　　　 19 2． 16 2． 工業 20 2．7％
14繊維 工業 18 2． 工業 13 2．1 20 2．7％
15金 属製 品工業 16 2． そ の他 の化学工業 20 2．7％
その他 72 10．1その他 62 9．そ の他 7610．4％
合計 712 1仰．口計 626 1（カ． 合　 計 730 100．鴫
平成 7 年度 平成 8 年度 平成 9 年度
業　 種 件数 割合 業　 種 件数 割合 業　 種 件数 割合
1自動 車工業 114 14． 電　　　　　 工業　 1082． 工要 134　20．5％
93 12．1 100 11．非鉄金属 工業 7912．蟻工 工
3電　　　　 工業 7 1 9． 98 11．6自動 車工業 68 10．4％
油脂 ・塗料工業 62 8．1自動車工業 78 9． 47 7．本
5鉄鋼 業 57 7．4 合化学・化学繊維工業 71 8．4 業 35　 5．4％
非鉄 金属工業 53 6． 工業 45 5． 合化学 ・化学繊維工業 32 4．琳
7 工業 52 6． 非 鉄金属工業 42 5． ‾業 28 4．識
合化学 ・化学繊維工業 51 6．油脂 ・塗料 工業 32 3．そ の他 の化学工業 28 4．識
医薬 品工業 33 4． 密機 械 工業 27 3． その他輸送用機械工業 23 3．5％
10精 密機 械工業　　　　 29 3． 繊 維工業 26 3．1そ の他 サー ビス業 18 2．琳
11窯業　　　　　　　　 28
ゴム製 品工業　　　　 17
3． 晶工業 25 3． 晶工業 17 2．餓
12 2． 医薬品 工業 25 3． ・電子・竃気計測器工業 16 2．5％
13プラスチ ック製 品工 14 1．窯 業 21 2．5医薬 品工業 14 2．1％
1 その他 の工業 14 1．金 属製 品工 業 20 2．4油脂 ・塗料 工業 13 2．（瓶
15 晶工業 13 1． その他 の化学 工業 19 2． 通 信業 13 2．
その他 65 8．その他 105 12．5そ の他 88 13．5％
合　 計 766 1∝I． 合　　 計 842 1（泊． 合　 計 653 1（敗
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5．2．業種別にみた特徴
ここでは、30件以上輸出契約のあった上位6業種について、それぞれ、契約内容、相手先
国・地域及び技術分類別件数をまとめ、個別に特徴を分析する。
（1）電気機械器具工業
技術輸出を行っている企業の比率は14．4％と製造業平均（13．5％）とほぼ同じである。輸出
件数の全産業における比率は、平成9年度は増加して20．5％となり、前年度に続き全産業中
1位となっている。
輸出先をみると例年同様資本関係のある企業の比率が約4割（41．1％）を占めている。また、
中国の比率が23．0％と非常に高く、そのほか米国を除くと韓国、台湾、タイとアジアの国・地
域が上位を占め、アジアへの輸出の比率が70．1％と非常に高くなっている。
技術分類別件数をみると、「電子部品・デバイス」が前年度に比べて増加し1位となり、その
他、「発送電・配電・産業用電気機械」、「その他の電気機械」、「民生用電気機械・電球・照
明器具」等の技術の比率が高い。（表5－2・9，図5■1～2）
N＝222社　 N＝129件　 N＝134件　 N＝133件　 N＝115件　 N＝115件　 N＝0件　　 N＝0件
80％
60％
40％
20％
0％
′・＼
9
78．3％
41．1％
70．1％
① 47．0％ ◆
闇 胃 18．0％
阪 莞 ノ．芸子
㌔番 ダ杏 子欝 ♂♂
注）グラフ中の◇は、全産業平均を示す。
図5－1．技術輸出契約の契約内容（電気機械器具工業）
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図5－2．契約相手先国・地域（電気機械器具工業）
表5－2．契約相手先国・地域（電気機械器具工業）
電気機械器具工業
8 年度 9 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1中国 24中国 29
2米国 23米国 24
3韓国 15韓国 20
4台湾 11台湾 15
5インドネシア 7タイ 9
6タイ 5 マ レーシア 6
7イン ド 3 シンガポー／ 4
8 ドイツ 3ベ トナム 4
その他 17 その他 23
合計 108 合計 134
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（2）非鉄金属工業
技術輸出を行っている企業の比率は20．4％で、製造業の平均より6．9ポイント高くなっている。
輸出件数の全産業における比率は前年度と比べて7．1ポイント増の12．1％と大幅に増加し、順
位も前年度の7位から2位へと上がっている。
輸出先をみると資本関係のある企業の比率が45．7％と高くなっている。国・地域別にみると、
米国が最も多くなっているが、そのほかは台湾、中国、インド等アジアの国・地域が続き、アジ
アの比率は56．5％となっている。
契約の内容をみるとイニシャルペイメント有の比率が高く、再実施権有の比率が高いのが
特徴である。
技術分類別件数をみると、前年度に引き続き、「非鉄金属」が1位であり、全体の過半数を
占めている。（表5－3・10，図5－3～4）
N＝49社　 Ⅳ＝4 6件　 N＝46件　 N＝46件　 N ＝37件　 N＝3 7件　 N＝33件　 Ⅳ＝3 3件
80 ％
60 ％
40 鷺
20 1
0 ％
㌔
73 ．0％ 7 8 ．4 ％
4 5．7 ％
5 6．5％
ら くゝ 　 ＿ 2 1・乃
2 0．4 ％ rノー・r‘・i
運 ，
㌔希 才杏 子欝 ♂♂
注）グラフ中の◇は、全産業平均を示す。
図5－3．技術輸出契約の契約内容（非鉄金属工業）
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図514．契約相手先国・地域（非鉄金属工業）
表5－3．契約相手先国・地域（非鉄金属工業）
非 鉄 金 属 工 業
8 年 度 9 年 度
国 ・地 域 名 件 数 国 ・地 域 名 件 数
1 米 国 8米 国 10
2韓 国 5台 湾 7
3タイ 5 中 国 5
4台 湾 4イ ン ド 4
5インドネシア 4 ドイ ツ 3
6 レー シア 4イ ン ドネ シ 2
7中 国 3 タイ 2
8 ドイ ツ 3韓 国 2
そ の他 6 そ の 他 11
合 計　　　　 42 合 計 46
無回答33件を除く
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（3）自動車工業
技術輸出を行っている企業の比率は25．4％で、製造業平均と比べて11．9ポイント高くなって
いる。輸出件数の全産業での比率は前年度と比べて1．1ポイント増の10．4％となっている。
輸出先をみると、資本関係のある企業の比率が48．5％と高くなっている。前年度までと同様
に韓国、中国、米国、タイの比率が高くなっているが、韓国の比率は前年度に比べ減少して
いる。
契約の内容をみると、ランニングロイヤルティ有の比率が高く、独占権有の比率が低いのが
特徴である。全産業平均とほぼ同様の傾向を示している。
技術分類別件数をみると、前年度に引き続き「輸送用機械」が1位であり、全体の6割を占
めている。（表5－4・11，図5－5－6）
N ＝7 1社　 N ＝68 件　 N ＝6 8 件　 N ＝4 9 件　 N ＝6 8 件　 N ＝6 8 件　 N ＝0 件　　 N ＝0 件
8 0 ％
6 0 ％
4 0 ％
2 0 ％
0 ％
㌔
9 7 ．
5 8 ． 5 5 ．9 ％
1 篤
臨 題 表 4 8 ．5 ％
8 ％
くゝ ◆
l旁琴書手．il
．邑至二．1掬，
．運 ，遠 3
㌔ 希 ザ 杏 子ク◆ ろ ・、接．1ウィ′′・ベク
注）グラフ中の◇は、全産業平均を示す。
図5－5．技術輸出契約の契約内容（自動車工業）
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ドイツ
図5－6．契約相手先国・地域（自動車工業）
表5－4．契約相手先国・地域（自動車工業）
自動車工業
8 年度 9 年度
国 ・地域名 件 数 国 ・地域名 件数
1韓国 21 韓国 12
2米国 9中国 9
3タイ 8米国 6
4中国 7タイ 6
5台湾 4マ レー シア 3
6フィリピン 4イ ン ドネ シ 3
7北朝鮮 3 フィ リピン 3
8カナ ダ 3 ドイ ツ 3
その他 19 そ の他 23
合計 78 合計 68
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祐）鉄鋼業
技術輸出を行っている企業の比率は26．5％で製造業平均の約2倍と非常に高くなっている。
輸出件数の全産業における比率は7．2％で、前年度より大幅に減少（胃4．4ポイント）している。
輸出先をみると、資本関係のある企業への輸出の比率が21．3％と他業種に比べて低くなっ
ている。国・地域別にみると、例年同様、米国が30．2％と高い比率を占めている。平成9年度
は中国の比率が前年度に比べて高くなっている。一方、韓国、ブラジル、タイへの比率が低く
なっている。
契約の内容をみると短期契約の比率が高いのが特徴である。
技術分類別件数をみると、前年度に引き続き「鉄鋼」が1位であり、全体の約半数を占めて
いる。（表5－5・12，図5－7～8）
N＝49 社　 N＝47件　 N＝4 7件　 N＝40件　 N＝4 1件　 N＝4 1件　 N＝0件　　 N＝0件
8 0％
6 0％
4 0％
20 ％
0 ％
‘・t
◇
6 5．9％
◇
5 3．2 ％
3 7．5 ％
6 5．9 ％
◆
◇
ゎ－′・′　 ・・
26 ．5 ％ 2 1．3％ 1 9．1％
㌔ ヰ 才 杏 子 ケ ◆ 〃 sl■・．ノウ ．：′′′・ー ベ ク
注）グラフ中の◇は、全産業平均を示す。
図5－7．技術輸出契約の契約内容（鉄鋼業）
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図5－8．契約相手先国・地域（鉄鋼業）
表5う．契約相手先国・地域（鉄鋼業）
鉄鋼業
8 年度 9 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1米国 11米国 13
2韓国 9中国 7
3ブラジル 8韓国 6
4タイ 8フィリピン 3
5 中国 6 インド 2
6カナダ 6台湾 2
7 マレーシア 5 タイ 2
8 オーストラけ 5スウェーデ、 2
その他 40 その他 10
合計 98 合計 47
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（5）機械工業
技術輸出を行っている企業の比率は10．8％で製造業平均と比べて2．7ポイント低くなってい
る。輸出件数の全産業における比率は前年度から横ばいで5．4％である。
輸出先をみると韓国の比率が11．4％と前年度に比べ低くなっている。また、前年度と同様
に、中国、米国、韓国といった国で過半数を占めている。
契約の内容をみると、短期契約の比率が他業種に比べて低い。また、イニシャルペイメント
有の比率が低く、ランニングロイヤルティ有の比率が高い。さらに、独占権有の比率が高く、
再実施権有の比率が低いのも特徴である。
技術分類別件数をみると、前年度に引き続き「その他の機械」が1位であり、その他、「輸送
用機械」、「農業・建設・鉱山用機械」、「ポンプ・圧縮機・送風機」等の技術の比率が高い。
（表5－7・14，図5－10～11）
N ＝1 39 社　 Ⅳ＝3 5 件　 Ⅳ＝3 5 件　 N ＝3 5件　 N ＝3 3件　 N ＝3 3 件　 N ＝0 件　　 Ⅳ＝0 件
8 0 ％
6 0 ％
4 0 ％
2 0 ％
0 ％
㌔
9 7 ．0 ％
5 4 ．
9
4 5 ．7 ％
3 ％　 も
′汁 ；′1・ 2 ．9 ％
．1匿．＿．。．〝．”レ．眉 ．
2 7 ．3 ％ 2 5 ．7 ％ 9
0 0
♂希 ダ革 ㍉控欝 ♂♂
注）グラフ中の◇は、全産業平均を示す。
図5－9．技術輸出契約の契約内容（機械工業）
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図5－10．契約相手先国・地域（機械工業）
表5－6．契約相手先国・地域（機械工業）
機械 工業
8 年度 9 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1中国 12中国 9
2韓国 9米 国 7
3米国 5韓国 4
4台湾 5英 国 3
5イ ン ド 3 イ ン ド 2
6タイ 3 フランス 2
7インドネシア 2 イ タ リア 2
8 メキシ コ 2
その他 4 その他 6
合計 45 合計 35
－90－
（6）総合化学・化学繊維工業
技術輸出を行っている企業の比率は19．2％で製造業平均と比べて5．7ポイント高くなってい
る。輸出件数の全産業における比率は、前年度より3．5ポイント減少し4．9％となっている。
輸出先をみると資本関係のある企業の比率は31．3％と低くなっている。また、国・地域別に
みると、中国、米国、台湾が上位を占めている。
契約の内容をみると、イニシャルペイメント有の比率が高く、ランニングロイヤルティ有の比
率が低いのが特徴である。
技術分類別件数をみると、前年度に引き続き「有機化学」が過半数を占めており、その他、
「プラスチック製品」等の技術の比率が高い。（表5－7・14，図5－11～12）
N＝52社　 N＝32件　 N＝32件　 N＝32件　 N＝27件　 N＝27件　 N＝0件　　 N＝0件
80％
60％
40％
20％
0％
㌔
◇
53．1％
85．2％
◇
小l．4％ 努′。汐 ノ′
31．3％
19．2％ 義手手手．手・；手 21．9％ 芸…竺左手．．．
㌔希 ダ杏 密
＋∵十千三≠注）グラフ中の◇は、全産業平均を示す。
図5－11．技術輸出契約の契約内容（総合化学・化学繊維工業）
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図5－12．契約相手先国・地域（総合化学・化学繊維工業）
表5－7．契約相手先国・地域（総合化学・化学繊維工業）
総合 化 学 ・化 学繊 維 工 業
8 年度 9 年 度
国 ・地 域 名 件 数 国 ・地域 名 件 数
1韓 国 16 中 国 5
2米 国 8米 国 4
3シンガ ポ ルー 8台 湾 4
4台 湾 6韓 国 3
5中 国 5 ドイ ツ 3
6インドネシア 5 フ ラ ン ス 2
7タ イ 5 シ ン ガ ポー ノ 2
8 ドイ ツ 5イ ン ドネ シ 1
そ の他 13 そ の 他 8
合 計 71 合 計 32
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ここまで分析してきた上位6業種の契約内容等をまとめたものを以下に示す。
（図5－13，表5－8）
技術輸出有の比率
邪　　　　弐臨　　　1肪　　　（K??????
???????
アジアへの輸出の比率
1∝臨　鵬　肌　咄　芸瓶　略
－93－
固
凪，＋＋2肪　　　4肪
肪　　1侃　　式桝　　朝霧　　4（株
???????
イニシャルペイメント有の比率
1∝株　砺　∝株　4（株　ズ∝＋lX
???????
???????
独占権有の比率
知　　　1肪　　　　肪
総合化学・化学繊維工業
ランニングロイヤノ廟有の比率
憫【＋2m【・《株　6（株＋8朗【1欄K
肪　　　1慣　　　　芸株
図5－13．技術輸出契約の契約内容（上位6業種）
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表5－8．技術輸出契約の契約内容（上位6業種）
産　 業　 分　 類
技術 輸 出 有 資本 関係 有 ア ジア へ の輸 出 短期 契約
8 年 度 9 年 度 8 年 度 9 年 度 8 年度 9 年度 8 年 度 9 年度
全 体
劇 造抑
36．4％
2枚 捌
8．1
1ヱ J醇
38．0％ 37．0％ 58．蟻56． 27．8％ 23．5％
電 気機 械器 具 工 業 36．7％ 14．4 46．3％ 4 1．1％ 64．8％ 70．1 20．4％ 18．0％
非鉄 金 属 工業 46．2％ 20．4 4 5．2％ 45．7％ 64．3％ 56．519．0％ 10．9％
自動 車 工業 53．2％ 25．4 35．9％ 48．5％ 67．9％58． 28．2％ 6．1％
鉄鋼 業 45．2％ 26．5 2 9．6％ 2 1．3％ 43．9％ 53． 65．3％ 37．5％
機械 工 業 3 1．4％ 10．8％ 57．8％ 45．7％ 77．8％ 54．3 26．7％ 2．9％
総合 化 学 ・化 学繊 維 工業 25．0％ 19．2％ 4 5．2％ 3 1．3％ 64．3％ 53．119．0％ 15．6％
産　 業　 分　 類
イニシャルベ イル ト有 ランニング ロイヤルティ有 独 占権 有 再 実施権 有
8 年 度 9 年 度 8 年度 9 年度 8 年 度 9 年 度 8 年 度 9 年度
全体 59．6％ 57． 70．9％ 74．5 23．5％ 22． 7．7％ 10．0％
電気機 械 器 具 工業 59．6％ 47．0％ 8 5．1％ 78．3 15．7％ 18．7 1．9％ 4．5％
非鉄 金属 工 業 58．8％ 73． 76．5％ 78．4％ 28．6％ 15．2 7．1％ 2 1．7％
自動 車 工業 8 1．6％ 55．9％ 84．2％ 97．1％ 20．8％ 14．7 6．5％ 10．3％
鉄鋼 業 42．7％ 65．9％ 3 7．5％ 65．9％ 8．2％ 19．1 1．0％ 2．1％
機 械 工業 56．8％ 27．3 9 1．9％ 97．0％ 60．0％25．7 4．4％ 0．0％
総合 化 学 ・化 学 繊 維 工業 58．8％ 85．2％ 76．5％ 44．4％ 28．6％ 21． 7．1％ 6．3％
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表5－9．技術分類別輸出件数（電気機械器具工業）
平成8年度 平成9年度
技術分類 件数 技術分類 件数
発送 電・配電 ・産業用電気機 械 23電子部品 ・デバイス 28
民生用電気機械 ・電球 ・照明器具 22発送電 ・配電 ・産 業用電気機械 22
その他 の電気機械 13その他の電気機械 16
その他 の電子応用装置 10民生用電気機械 ・電球 ・照 明器具 16
電子部 品 ・デバイス 8ラジオ ・テレビ・音響器 具 14
ラジオ ・テレビ・音響器具 6電子計算機 11
精密機械 6精密機械 9
輸送用機械 5その他 の機械 7
その他の産業 2 その他の電子応 用装置 4
金属加工機械 2動力機械 2
木材 ・木製品 ・家具等 2プラスチック製品 1
金属製 品 2非鉄金属 1
電子計算機 2有線 ・無線通信機械 1
その他 の機械 1油脂加工 ・石 けん等 1
動力機械 1その他 の通信機械 1
有線 ・無線通信機械 1
その他 の化学製 品 1
窯業 1
計 108 計 134
表5－10．技術分類別輸出件数（非鉄金属工業）
平成 8年度 平成9年度
技術分類 件数 技術分類 件数
非鉄金属 23非鉄金属 24
輸送用機械 4輸送用機械 7
貴金属 ・装身具等 3窯業 5
金属加工機械 3金属製品 3
金属製品 3プラスチック製品 1
医薬 品 2ゴム製 品 1
建設業 1鉄鋼 1
その他の一般 産業用機械 1精密機械 1
特殊産業機械 1発送電 ・配電 ・産 業用電気機械 1
電子部 品・デバイス 1有線 ・無線 通信機械 1
電子計算機 1
計 42 計 46
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表5－11．技術分類別輸出件数（自動車工業）
平 成 8年 度 平成 9年 度
技 術 分 類 件 数 技 術 分 類 件 数
輸 送 用機 械 59輸 送 用機 械 44
電 子 計 算機 10発 送 電 ・配 電 ・産 業 用 電気 機 械 9
ゴム製 品 2ゴム製 品 5
その他 の一 般 産 業 用機 械 2プラスチ ック製 品 2
発 送 電 ・配 電 ・産 業用 電 気 機 械 2民 生 用 電気 機 械 ・電球 ・照 明器 具 2
精 密機 械 2医薬 品 1
有機 化 学 1そ の他 の機械 1
無 機 化 学 等 1
有 機 化 学 1
非 鉄 金 属 1
レジャー 用 品 1
計 78 計 68
表5－12．技術分類別輸出件数（鉄鋼業）
平 成 8年 度 平 成 9年 度
技 術 分類 件数 技 術 分類 件 数
鉄 鋼 82鉄 鋼 22
金 属製 品 4金 属 製 品 9
輸 送 用機 械 2そ の他 の一般 産 業 用機 械 5
ゴム製 品 2輸 送 用機 械 3
その他 の電 気 機械 1非 鉄 金 属 3
金 属加 工機 械 1電 子 部 品 ・デ バ イス 2
ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風機 1プラスチ ック製 品 l
そ の他 の一 般 産 業 用機 械 1無 機 化 学等 1
非 鉄 金 属 1農 業 ・建 設 ・鉱 山 用機 械 1
精 密 機 械 1
発 送 電 ・配 電 ・産 業 用電 気 機 械 1
電 子 計 算機 1
計 98 計 47
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表5－13．技術分類別輸出件数（機賊工業）
平 成 8年 度 平 成 9年 度
技術 分 類 件 数 技術 分 類 件 数
その他 の機 械 9その他 の機 械 12
金 属 加 工機 械 8輸 送 用機 械 5
輸 送用 機 械 7農 業 ・建 設 ・鉱 山用 機 械 5
化 学 機 械 ・装 置 4ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機 4
ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機 4そ の他 の一 般 産 業 用 機 械 3
そ の他 の化 学 製 品 2プ ラスチ ック製 品 2
そ の他 の一 般 産 業 用機 械 2化 学 機械 ・装 置 1
動 力 機 械 2ボイラ・原 動機 1
電 子 部 品 ・デ バイス 1特 殊 産 業 用機 械 1
窯 業 1発 送 電 ・配 電 ・産 業 用 電 気機 械 1
農 業 ・建 設 ・鉱 山 用機 械 1
特 殊 産 業機 械 1
繊 維 機械 1
ボイラ・原 動 機 1
民 生 用 電気 機 械 ・電 球 ・照 明器 具 1
計 45 計 35
表5－14．技術分類別輸出件数（総合化学・化学繊維工業）
平成 8年度 平成9年度
技術 分類 件 数 技術 分類 件数
有機化 学 38有機化学 18
プラスチック製品 9プラスチック製品 5
その他の化学製 品 7無機化学等 2
無機化学等 5油脂加 工・石 けん等 2
化 学繊維 3その他の化学製 品 2
その他 の電気機械 2その他の産業 1
食料 品 ・たばこ 2化 学機械 ・装置 1
化 学機械 ・装置 2医薬品 1
医薬 品 1
特殊 産業機械 1
繊維機械 1
計 71 計 32
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6．技術輸出入の比較
本章においては、平成9年度の新規の技術輸出の動向と、当研究所が作成している「外国
技術導入の動向分析（平成9年度）」との比較を通して技術貿易の実態を分析する。
6．1．技術貿易金額の推移について
本調査では新規の技術輸出の件数を分析しているが、「外国技術導入の動向分析」とは調
査対象企業、調査方法が異なることから総量的な比較を行うことができない。そこで、技術輸出
入の質的な比較を行う前提として、総務庁統計及び日本銀行統計の技術輸出入金額の推移
をみる。
総務庁統計では平成9年度の技術輸出額は8，316億円、技術輸入額は4，384億円であり、技
術貿易収支は1．90となっている。推移をみると技術輸出額の伸びが大きく、1993年度以降は輸
出超となっている。
次に日本銀行統計では平成9年度の技術輸出額は9，297億円、技術輸入額は11，557億円で
あり、技術貿易収支は0．80となっている。推移をみると、技術輸出入ともに増加傾向にある。
以降、技術輸出入の質的な面における違いを分析する。（図6－1～3）
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出典：「科学技術研究調査報告」（総務庁統計局）
図6－1．総務庁統計による技術貿易額の推移
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出典：「国際収支統計月報」（日本銀行国際局）
図6－2．日本銀行統計による技術貿易額の推移
2 ．0 0
1 ．8 0
1 ．6 0
輸 1 ・4 0
出 1 2 0
鏑
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出典：「科学技術研究調査報告」（総務庁統計局）、「国際収支統計月報」（日本銀行国際局）
図6－3．技術貿易収支の推移
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6．2此較にあたって
技術輸出入データの比較にあたって、可能な限り同一ベースでの比較を行うため、平成9年
度の新規の全技術輸入契約2，685件のうち、資本金10億円以上の企業の行った技術輸入契
2，046件を抽出して比較を行うこととする。（図6－4）
図6－4．技術輸入実施企業数・件数（資本金別）
6．3．技術形態別輸出入契約状況
本調査では技術貿易の範囲として、特許やノウハウ等の譲渡及び使用権の設定の他に、商
標のみのものやソフトウエアの輸出を含めて調査している。そこで取り引きされた技術を「ソフト
ウェア」「商標のみ」及びそれ以外（以下、「ハード系技術」）の3種類に分類し、それぞれの比
率を輸出入で比較する。
技術輸出では「ハード系技術」が90．8％とほとんどを占め、「ソフトウェア」（5．0％）及び「商標
のみ」（4．2％）の比率は低くなっている。一方、技術輸入については「ソフトウェア」が過半数
（56．1％）を占めている。（図6－5）
また、「ソフトウェア」の占める比率について経年推移をみると、輸入と比較して輸出は非常に
低調であり、この傾向は6年間で大きな変化はみられない。（図6－6）
我が国は、ハード系の製造技術は分野を問わず幅広く輸出しているのに対して、ソフトウェア
については海外への依存度が非常に高いことがわかる。
以降、技術輸出入の比較を行うにあたり、技術形態によって契約内容が大きく異なることを考
慮して、「ハード系技術」と「ソフトウェア」について、輸出入を比較する。
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匝頭　［＝＝＝至＝＝＝：］困
■ハード系技術 ロソフトウエア ロ商棲のみ
図6－5．技術輸出入契約の技術形態
80％
60％
40％
20篤
0％
55．7％　　　 56．11 －→ トーー技 術 輸 出
46．71　 48・9算　　 49・2％ ．．・□ ‥ ・‥ ・ロ
‥ tユ ‥ 技 術 輸 入
4 1・7％ ，．・□ ・一・一‥ □ … 一‥ ロ ード
ロ ーー‾
2．4鷺　　 3・7％　　 5・8‡　　 4・7％　　 3 ・3 ％　　 5・OX
▲
H4　　　　　 H 5　　　　　 日6　　　　　 H7　　　　　 H 8　　　　　 日9
図6－6．技術輸出契約に占める「ソフトウェア」の比率の推移
6．4．「ハード系技術」の輸出入比較
（1）技術分類別輸出入契約状況
技術分野別に輸出入を比較すると、「ハード系技術」でみた場合、輸出については「電気」
分野の比率が最も高くなっているものの、各分野とも比較的均等に輸出されているのに対し
て、輸入では「電気」分野（41．7％）の比率が高く、「金属」分野（2．9％）の比率が非常に低い
等、分野によって大きな偏りがある。（図6－7）
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技術輸出 題 ■24・5％ 24．21 19．2笈題 14．0笈題 18．1笈N＝563件
N＝756件技術輸入 41．7X
22・2％1 20朋 l 13・21
■電気　　 す機械　　 口化学　　 ■金属　　 ロその他
図6－7．「ハード系技術」の輸出入における技術分野別内訳
技術分類別にみると、技術輸出については「輸送用機械」（13．3％）が6年連続して1位を
占めているのに対して、輸入では「電子部品・デバイス」（19．7％）、「電子計算機」（8．1％）と
いった「電気」分野の技術が上位を占めている。（表6－1）
表6－1．「ハード系技術」の輸出入契約件数の上位技術分類
技 術 輸　 出 技 術 輸 入
技　 術　 分　 類 件数 構 成 比 技　 術　 分　 類 件 数 構 成 比
輸送用機棲 75　 （76）13．3％　 （12．3籾電子部品 ・デバイス 14 9　 （16 1） 19．7％　 （7 ．9幼
電子部品・デバイス 44　 （4 1） 7．8％　 （7．1船 電子計算機 6 1 （1，060） 8．1％　 （5 1．8咄
非鉄金属 3 1 （3 1） 5．5％　 （5．0幼 医薬品 55　　 （56） 7．3％　 （2 ．7咄
発送電・配電・産業用電気機械 29　 （3 3） 5．2％　 （5．3幼 ボイラ・原動機 54　　 （54） 7．1％　　 Q ．6幼
プラスチック製 品 28　 （2 8） 5．0％　　 旬．5幼 化学機 械 ・装置 5 2　　 （52） 6 ．9％　　 Q ．5幼
医薬品 25　 （2 6）4．4％　 （4．2船 その他 の電子応 用装 置 38　　 （5 8） 5．0％　 （2．8％）
金属製 品 24　 （24） 4．3％　 （3．9船輸送用機械 32　　 （33） 4．2％　 （1．6幼
有機化 学 24　 （24） 4．3％　 （3．9細 有線 ・無線通信機械 2 8　 （125） 3．7％　 （6 ．1叫
鉄鋼 24　 （24） 4．3％　　 は 9咄 特殊産業用機械 2 8　　 （29） 3．7％　 （1．4船
その他の化学製 品 23　 （2 3） 4．用　 （3．7％）有機化学 28　　 （28） 3．7％　 （1．4％）
その他の機械 22　 （2 9）3 9％　 （4．7船 外衣 23　　 （79 ） 3 ．0％　 （3．9船
その他の産 業 16　 （19） 2 ．8％　 （3．1船 プラスチック製品 2 1　 （2 1） 2．組　 （1．0籾
その他 198 （2 39） 35．2％　 （38．5船 その他 187　 （290） 24．7％　 （14．2船
全　 体 563 （62 0） 100．0％ （100．0細全　 体 756 （2，046） 10 0．0％　 （10 0．0咄
注）表中の（）内の値は、全技術形態の件数・構成比である。
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佗）契約相手先国・地域
技術輸出においては、アジアへの輸出が全体の過半数（55．8％）を占めているのに対し、
技術輸入では北アメリカが67．3％、ヨーロッパが31．1％と、アジアからの輸入はほとんどなく
（1．3％）、輸出入で比較するとかなり異なった様相を呈している。
また、輸出入の上位5ヶ国・地域をみても、輸出では米国が19．7％を占めているほかは、ア
ジアの国・地域がほとんどを占めているのに対して、輸入においては米国の比率が66．0％と
非常に高く、残りをヨーロッパの国々が占めているといった特徴がみられる。（表6－2，図6－8）
表6－2．「ハード系技術」の輸出入契約件数の上位国・地域
技 術 輸 出 技 術輸 入
国 ・地 域 件 数 割 合 国 ・地域 件 数 割 合
米国 111 19 ．7％米国 499 56 ．0％
中国 74 13．1％英 国 67 8 ．鍋
韓 国 65 11．5％ドイツ 59 7 ．8％
台湾 55 9 ．鍋 フランス 36 4 ．鍋
タイ 29 5 ．2％スイス 18 2 ．4％
ドイツ 23 4 ．1％イタリア 14 1．9％
英 国 19 3．4％オランダ 14 1．9％
インド 19 3 ．4％スウェーデン 1 1 1．5％
インドネシア 18 3 ．2％カナダ 10 1．3％
マレーシア 16 2 ．8％ベルギー 5 0．7％
フランス 14 2 ．5％台湾 4 0．5％
その他 1 19 2 1．1％その他 19 2 ．5
全 体 563 100 ．0％ 全体 756 100 ．0％
技術 輸出
l
22．0％　　　　 16．鍋 55．81 5・3X　　 N 奮5 63件
l
0 3％
技術 輸入
67・3X　　　　　 3 1・11 1・31 N 瑚 件
匂北アメリカ　　　 ロヨーロッパ　　　 ■アジア　　　 白その他
図6－8．「ハード系技術」の輸出入における契約相手先地域
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技術分野別に、契約相手先地域の特徴をみると、技術輸出ではすべての分野でアジアが
4割以上を占めている。一方、技術輸入については欧米からのものがほとんどを占めるが、
「電気」「機械」の2分野では北アメリカの比率が非常に高く、「化学」「金属」の2分野ではヨー
ロッパの比率が北アメリカより若干高い。（図6－9）
【 技 術 輸 出 】
平 成 9 年 度 22調　　 16 ．9‡　　　　　　　 55 劇　　　　　　 5．3i N 朝 3件
電 気 20．3 ％　 10．11　　　　　　　　 66 ．7算　　　　　　　　　 2朋　 N ＝138件
機 械 18．4％　　　 17．6‡　　　　　　　　　　 5 8．1鷺　　　　　　　　　 5 、9％　 N＝136件
化 学 25．0％ 22．2％　　　　　　　　　　 4 6．3 Ⅹ　　　　　　　 6．5 X　　 N ＝108件
金 属 24．1％ 11・4鷺　　　　　　　　　　 60．81　　　　　　　　　 3・鍋　 N ＝79件
そ の 他
平 成 9 年 度
電 気
機 械
化 学
金 属
そ の 他
24 ．5％ 23．5Ⅹ　　　　　　　　　　　　 44 ．11　　　　　　　　 7 ．8‡ N ＝102件
X　 N ＝756件
N 工315件
篤
X　 N 工168件
N ＝151件
N ＝22件
N ＝100件
技 術 輸 入 】
67 ．3 ％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3 1．1鷺　　　　　 0．
7 8・1第　　　　　　　　 18・7 ％　 0．3
75．6 繋　　　　　　　　　　　　　　　　　 23 ．8 ％　　 旁0．
4 9．OX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 51．0％
40 ．9‡　　　　　　　　　　　　　　　　　　 封 ．5 ％
53 ．0鷺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‾4 7．0％
上 北 アメリカ　 臼 ヨー ロッパ　 ・アジ ア　 ロ そ の 他
図6－9．「ハード系技術」の輸出入契約相手先地域（技術分野別）
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（3）契約先企業との資本関係
技術貿易の契約先との資本関係をみると、技術輸出については、資本の2分の1以上を所
有する企業への輸出が27．1％、資本の2分の1未満を所有する企業への輸出が9．9％であり、
資本関係のある企業への輸出があわせて約4割を占めている。それに対して、技術輸入は
外資系企業（資本の2分の1以上を所有されている企業）の技術導入とそれ以外の2種類に
分類されているが、外資系企業の導入の比率は0．8％と非常に低くなっている。
大蔵省統計（「対外及び対内直接投資状況」）によると、平成9年度の製造業の対外直接
投資は件数1，079件、金額23，731億円であるのに対して、対内直接投資は件数189件、金額
2，674億円となっており、対外直接投資では件数は減少したが、金額については増加傾向に
ある。その一方、対内直接投資においては依然として低調である。これは、技術輸出が対外
直接投資に伴い資本関係のある企業向けで約4割を占めているのに対して、技術輸入は資
本関係を伴わない場合がほとんどを占めていることによるものと思われる。（表6－3，図6－10）
技 術 輸 出 ■ “ “ 27・11　　 9・9 1　　　　 田 ．惰 N 尋汚7件
N 工工75 6件
寡0・8％
技 術 輸 入 l　　　　　　　　　　 －9・誼
■2 分 の 1以 上 の 所 有 ■2分 の 1未 満 の 所 有　　　 口責 本 関 係 な し
注）技術輸入についてはr資本の2分の1未満所有」と「資本関係なし」の区分がない
図6－10．rハード系技術」の輸出入における契約相手先との資本関係
表6－3．製造業の対外・対内直接投資額の推移
（単位：件、億円）
対 外 直 接 投 資 対 内 直 接 投 資
件 数 金 額 件 数 金 額
平 成 5 年 度 1 ，3 9 0 12 、7 6 6 2 2 4 1，8 36
平 成 6 年 度 1 ，2 3 3 14 ．4 2 6 1 7 1 2 ，0 5 4
平 成 7 年 度 1，5 8 9 1 8 ．2 3 6 19 0 1，4 1 2
平 成 8 年 度 1，2 2 9 2 2 ．8 2 1 2 1 1 3 ．11 1
平 成 9 年 度 1，0 7 9 2 3 ，7 3 1 1 89 2 ，67 4
出典：「対外及び対内直接投資状況」（大蔵省国際金融局）
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叫）契約期間
契約期間について輸出入を比較すると、技術輸出は「5年以上10年未満」の比率が26．4％
と高いのに対して、技術輸入は「1年以上5年未満」の比率が21．7％が高い。また、「工業所有
権等の期間まで」は、輸出入とも約2割を占めている。（図6－11）
技術輸出
技術輸入
3・肪 Ⅶ 19・5事　　　　 ′6・4疇〇〇〇匿牲3噸 拡 2瑠 獲p 3・邸■■■ 13・略
1．＿＿
N朝 8件
N＝756件
用 Ⅷ 21・7％Ⅷ S m 16・7　　　 ・叫 鵜ヨ紅は増6 6 漢 18・肪
ロ 1年末 満　　　　　　　　　　　　　 山1－5 年
闊5 ・－10年　　　　　　　　　　　　　 臼10・－15年
■15年 以上　　　　　　　　　　　　 m 工業所有権等期間
□その他 （期 間の定めなし等）
図6－11．rハード系技術」の輸出入における契約期間
6）対価の受取・支払方法
対価の受取・支払方法ついては、技術輸出は技術輸入と比較して、「ランニングロイヤルテ
ィ有」の比率が高く、「イニシャルペイメントのみ」の比率が低い。この違いは、輸出は資本関
係のある企業との取引の比率が高いのに対して、輸入は資本関係を伴わない場合が中心で
あるためと思われる。（図6－12）
24，61　　　　　　　　　　30、61
昏イニシャルのみ さイニシャル＋ランニング ■イニ＋ラン＋ミニ
田ランニング＋ミニマム 血ランニングのみ
図6■12．「ハード系技術」の輸出入における対価の受取・支払方法
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ランニングロイヤルティの料率についてみると、技術輸出は技術輸入と比較してr5％未満」
（62．6％）の低率の契約の比率が高くなっているのが特徴である。（図6－13）
15・沸　14　　　3・　　　　　　　　　　　　川＿＆
ロ2鷺未満 ロ51未満 教8％未満■8船以上 臼その他（単価建て等）
図6－13．「ハード系技術」の輸出入におけるランニングロイヤルティの料率
（6）独占権・再実施権
独占権・再実施権有の比率についてみると、技術輸出は技術輸入と比較して、独占権有
の比率はほぼ同じであるが、再実施権有の比率が低くなっている。（図6－14）
（件）　　　　　　　　N＝562　　　　　　　　　　　N＝756
＿??＿??＿??????＿??＿??????? ???
2 7 ．8 X 、、
2 3 ．0％ 、手、
語 感
翫 雲ナ
日 0 ．5 ％
技術輸出　　　　　　　　　　　　技締輸入
鵜独占権有　　　　　　　　　　田再実施権有
図6－14．「ハード系技術」の輸出入における独占権・再実施権有の契約
－108－－
の技術の種類
技術の種類についてみると、技術輸出は技術輸入と比較して、ノウハウを含む比率が高く、
特許を含む比率が低い。技術輸出はアジアへの生産・製造技術が中心であるのに対して、
技術輸入は欧米からの基礎技術の導入が中心となっていることによると考えられる。
（図6胃15）
図6－15．「ハード系技術」の輸出入における特許・ノウハウ・商標有の契約
（＊注）特許の中に実用新案、意匠を含み、ノウハウの中に出願中特許を含んでいる。
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∽）先端技術分野
技術輸出入について、先端技術分野に該当する6技術（＊幻を含む比率をみる。
まず、全技術輸出入契約のうち、先端技術に該当する比率をみると、技術輸入は42．9％と、
輸出（15．3％）よりも高い比率を示している。
先端技術分野別の中では、「バイオテクノロジー」は、技術輸出が技術輸入を上回っている。
（図6－16～17）
（＊注）先端技術について明確な定義はないが、近年関心の高い特定技術分野である電子計算機ハードウェ
ア、半導体、原子力、航空・宇宙、医薬品、バイオテクノロジーを対象として比較を行った。（r外国技術導
入の動向分析」の定義と合致）なお、これらの技術の種類を重複して含む場合は、各々についてすべて
回答（MA：マルチアンサー）されている。
先
図6－16．「ハード系技術」の輸出入における先端技術分野を含んだ契約の比率
（株　　　　！沫　　　　1（株　　　1王瓢　　　　2肪
電子計算機ハードウエア
半　　　　　導　　　　　体
原　　　　　子　　　　　　力
航　　空　　　　　宇　　宙
医　　　　　薬　　　　　品
バ　イ　オ　テク　ノ　ロ　ジ　ー
芝沸
丘珠
l16．乃
4．飾
0．4鷺
．コ煤1
0．舐
5‡
6．4‡
くIa ：株
l
諷
1．a
■技術輸出（l峨3）
ロ技術輸入（嘲
図6－17．「ハード系技術」の輸出入における先端技術分野を含んだ契約
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6．5．「ソフトウエア」の輸出入比較
（1）技術分類別輸出入契約状況
「ソフトウエア」の輸出入契約について技術分類別にみると、輸出入とも「電子計算機」の比
率が最も高い。技術輸出については全体の件数が少ないものの、輸入と同様、「電子計算
機」に直接関与しているソフトウエアの技術輸出が中心であることがわかる。（表6－4）
表6－4．ソフトウエアの輸出入契約件数の上位技術分類
技 術 輸 出 技 術 輸 入
技 術 分 類 件 数 構 成比 技 術 分 類 件 数 構 成比
電子計算機 16　 C 3） 51．6％　 （3．7咄 電子計算機 992 （1，060） 86，5％　 （51．8船
有線 ・無線通信機械 6　 （16） 19．4％　　 Q ．叫有線・無線通信機械 97　 （125） 8．51　 （6．1船
精密機械 4　 （17） 12．9％　　 Q ．7幼 ラジオ・テレビ・音響器具 21　 （29）1．鍋　 （1．4幼
送電 ・配電 ・産業用電気
2　 （33） 6．沸　　 6 ．幼 その他 の電子応用装置 20　　 （5β） 1．7％　　 仕．8船
電子部品・デノV ス 12　 （161） 1．0％＋ （男親
その他 3 （531） 9．7％　 （85．叫 その他 5　 （613） 0．4％　 （30．0船
全　 体 31 （620） 1（泊．0％ （1∝I．0船 全　 体 1，147 （2，鵬6） 1（カ．0％ （100．0船
注）表中の（）内の値は、全技術形態の件数・構成比である。
以降、「ソフトウェア」の輸出入の質的な違いについて分析する。
－111－
（2）契約相手先国・地域
技術輸出ではアジアの比率が54，8％と最も高い。ハード系技術と比較すると北アメリカ
（29．0％）の比率が高く、ヨーロッパ（6．5％）の比率が低い。
技術輸入については北アメリカの比率が81．3％と非常に高くなっている。
これを国・地域別にみると、技術輸出入とも米国が1位であるが、その比率は輸出が29．0％
に留まっているのに対して、輸入は77．9％を占めている。以下、輸出は韓国（19．4％）が続く
のに対して、輸入は英国（7．0％）、カナダ（3．1％）、ドイツ（2．7％）が上位を占めている。
輸出は比較的幅広い国・地域に行われているのに対して、輸入は米国からのものが非常
に高い比率を占めていることがわかる。（表6■5，図6－18）
技 術 輸 出
技 術 輸 入
2 9 ．0 ％　　　　 6 ．5 鷺　　　　　　　　 討 ．8 X　　　　　　　　 9 ．7 ％ N ＝3 1 件
0 ．6 1
N ＝1 ，1 4 7 件8 1．3 器　　　　　　　　　　　　　　 13 ．9 鷺 4 ．
田 北 ア メリカ　　　 ロ ヨー ロッパ　　　 ■ ア ジ ア　　　 ロ そ の 他
図6－18．「ソフトウェア」の輸出入契約相手先（ゾーン別）
表6－5．「ソフトウェア」の輸出入契約上位国・地域
技 術 輸 出 技 術 輸 入
国 ・地 域 件 数 割 合 国 ・地 域 件 数 割 合
米 国 9 29 ．0 ％米 国 893 77．9％
韓 国 6 19 ．4 ％英 国 80 7．0％
中国 5 16 ，1％カナ ダ 35 3．1％
シン ガ ポー ル 2 6 ．鍋ドイツ 31 2 ．7％
ブラジル 2 6 ．5 台 湾 18 1．6～
スウェー デ ン 8 0 ．7％
オー ス トラリア 7 0 ，仇
イスラエル 7 0 ．6 ％
中 国 7 0 ．6％
フランス 7 0 ．6 ％
インド 6 0 ．鍋
そ の他 7 22 ．6％そ の他 4 8 4 ．2 ％
全 体 3 1 100 ．0％ 全体 1．14 7 100 ．0 ％
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（3）業種
技術輸出では、「電気機械器具工業」が25．8％と最も高く、以下「通信・電子・電気計測器
工業」（19．4％）、「情報サービス・専門サービス業」（16．1％）の上位3業種で全体の6割以上
を占めている。
技術輸入については、「通信・電子・計測器工業」が39．0％と最も高くなっている。また、「電
気機械器具工業」（13．8％）、「機械機械工業」（10．1％）といった業種が上位を占めている。
近年は日本銀行統計、総務庁統計の技術貿易収支の差が拡大している。サービス業のソ
フトウェアの輸入額の増加が、サービス業を調査対象に含まない総務庁統計と、一方では全
産業を対象としている日本銀行統計との技術貿易収支の差を広げる大きな要因となっている
ものと思われる。（表6－6）
表6－6．「ソフトウェア」の輸出入契約件数上位業種
技 術輸 出 技 術 輸 入
産 業分 類 件 数 割 合 産業 分 類 件 数 割 合
電気機械器具 工業 8 25．8％通信 ・電子・電気計測器工業 4 17 39．0％
通信 ・電子 ・電気 計測器 工業 6 19．4％電気機械器具工業 158 13．鍋
情報サービス・専門サービス業 5 16．1％機械 工業 1 16 10 ．1％
通信業 2 6．5％ 器具 卸売業 73 6．4％
その他の工業 2 6．5胃各種 商品卸売業 53 4 ，6％
自動車 工業 2 6．5％情報サービス・調査業 48 4 ．2％
運輸 ・通信 ・公益業 40 3 5％
その他 の工業 3 1 2 7％
精密機械 工業 28 2．4％
総合化 学・化 学繊維 工業 25 2．2％
銀行 ・信託業 24 2．1％
その他 6 19 ．4％その他 104 9．1％
全体 3 1 100 ．0％ 全 体 1，147 100．0％
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魯）契約先企業との資本関係
技術輸出では、資本の2分の1以上を所有する企業への輸出の比率が19．4％、資本の2分
の1未満を所有する企業への輸出の比率が22．6％であり、資本関係のある企業への輸出が
約4割を占めている。技術輸入では、外資系企業の比率がハード系技術と同様1．9％と非常
に低くなっている。（図6－19）
技 術 輸 出 ■ 喜 19調 ■ m ≡ ≡ 2 乙6望 ∃　　　　　 鎚 ・1X N ＝3 1件
N ＝1．147 件技 術 輸 入
9 8．1％
■ 2分 の 1以 上 の 所 有　　　 8 2分 の 1未 満 の 所 有　　　 □ 責 本 関 係 な し
注）技術輸入については「資本の2分の1未満」と「資本関係なし」の区分がない。
図6－19．「ソフトウェア」の輸出入における契約相手先との資本関係
（5）契約期間
契約期間については、技術輸出は、「5年以上10年未満」の比率（24．1％）が高いのに対し
て、技術輸入は、「1年以上5年未満」の比率（29．9％）が高い。また、技術輸入は、契約期間
の定めなし等の「その他」の期間が約半数（48．3％）を占めている。（図6－20）
技 術 輸 出
技 術 輸 入
．4 ％
0 ．7 増 ■ d I　 2 0 ．7 ％ N ＝2 9 件
N ＝1．14 7 件
．4 ％ 1 ・5 ％
間
4 ・1 1 I酬 l2 9 朋 離 馴 剛 肝 ・6　　 ．3 ‡　　　　 4 8 ・3 器
m　 Il　　　　　 ．間．ll
ロ 1 年 未 満　　　　　　　　　　　　　　 Ⅲ 1 － 5 年
匂 5 ・・10 年　　　　　　　　　　　　　 ロ 1 0 － 15 年
■ 1 5 年 以 上　　　　　　　　　　　　　 鴫 工 業 所 有 権 等 の 期 間
□ そ の 他 （期 間 の 定 め な し等 ）
図6－20．「ソフトウェア」の輸出入における契約期間
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（6）対価の受取・支払方法
契約形態については、技術輸入については有償契約がほとんどを占めているのに対して、
技術輸出はクロスライセンス契約が12．9％を占めている。
対価の受取・支払方法については、技術輸出は技術輸入と比較して「イニシャルペイメント
＋ランニングロイヤルティ」の比率が高く、「イニシャルペイメントのみ」の比率が低くなってい
る。（図6－21～22）
技 術 輸 出 匡　　　　 80・61 12．9箕 N ＝31件
X N ＝1．147件技 術 輸 入 96 ．4l 3．
■無 償 契 約　　　　　 口 有 償 契 約　　　　　 ロ クロス ライセンス
図6－21．「ソフトウェア」の輸出入における契約形態
鰍は　　　　　21．か　．1’4．
表イニシャルのみ きイニシャル＋ランニング■イ二十ラン＋ミニ
日ランニング＋ミニマム nランニングのみ
図6－22．rソフトウエア」の輸出入における対価の受取方法
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の独占権・再実施権
独占権、再実施権を設定している契約の比率をみると、両者ともに技術輸入が技術輸出を
上回っている。（図6－23）
29．8X ハハ
／ ？：乃：：嗣 慮 ！至禦
弯望 、・濫’昆 Ii篭
図6－23．「ソフトウェア」の輸出入における独占権・再実施権有の契約
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6且まとめ
日本の技術輸出入構造に関する分析を行った結果、米国からソフトウェアを導入し、アジア
に対して資本関係を伴いながら技術輸出を行っている技術貿易構造が明らかになった。今後
の我が国の課題としては、益々重要性が高くなっているソフトウェアの技術開発力を高め、米
国への依存構造を是正していくことが急務であると思われる。（図6－24）
6．0％　　　27．3
繕
7繭6
％
5．肪　乱5
。繕
出産盤藍
］盈⑳堕諭
ヨーロッパ
（16．（粍）
′　＿．〆
ヨーロッパ
（20．乃）
㊥　アジア
（3．0％）
???????
葛ハイ系技術・資本関係有
■Jトド系技術・責本関係無
のソフトウエアのみ
【傭考】
・技術輸出入ともに資本金10億円以上の企業の行った契約を抽出している。
・技術形態が「商標のみ」のものは除いている。
・表中の割合はすべて契約の件数比である。
・技術輸出入の資本関係の有無については外資系企業（責本の2分の1以上を所有）の割合である。
図6－24．わが国の技術輸出入の構造
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?

1．資本金10億円未満の企業に関する分析
1．1．調査概要
（1）調査日的
資本金10億円未満の企業の技術輸出は、件数は少ないものの、資本金10億円以上の企
業と資本力や輸出している技術の内容が異なるため、輸出先や契約内容の傾向に大きな違
いがみられる。また、資本金10億円未満の企業は技術輸入において大きなシェアを占めて
おり、その技術輸出の実態について把握することは、技術貿易の動向分析を行う上で重要な
意味を持っている。
平成9年度も、前年度と同様に、資本金10億円未満の企業の技術輸出について、資本金
10億円以上の企業と同様の調査を実施したことから、以下に、分析結果をまとめる。
（2）調査方法
◇調査対象企業：
資本金10億円未満の、上場または店頭登録している企業（2，815社）
◇調査方法：
郵送によるアンケート調査
◇調査期間：
平成11年1月22日から平成11年2月26日
◇回収結果：
回答企業数1，377社（回収率48，9％）
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1．2．回収サンプルの業種別分布
調査対象企業、回答企業及び新規の技術輸出を実施していた企業の業種別内訳は次貢に
示すとおりであり、資本金10億円未満の企業については全体で3．7％の企業が平成9年度に新
規の技術輸出を行っている。
技術輸出契約の実簾の有無をみると、資本金10億円以上の企業と資本金10億円未満の企
業では、調査対象企業の抽出方法が異なっているため、単純に比較することは出来ないが、
資本金10億円未満の企業は、技術輸出を実施している比率が低くなっている。（資料図1－1）
10億 円未満　 ■ 瑚 8・蛸　　　　　　　 80朋 N＝1，377
N＝1．518
N＝423社
N昌弘4社
N＝140社
10億 円～50億 円 慧 匹 阪 珂 ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ 頂 5％
50億 円～100億 円 l7・叫寡 13・71 9・7％渕　　　　　　 69・0％
100億 円 ～500億 円■ 14・OXl 15・4Xl艶 手瑚　　　　　61・8％
500億 円 以上　 ■書 漢 32・9％　　 12・9％断 調　　　 49調
■新規の輸出有　 回線続中の輸出有　 臼過去に輸出有　 □輸出実績なし
資料図上1．調査対象企業及び回答企業の資本金別内訳
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資料表ト1．調査対象企業及び回答企業の業種別内訳
業　　 種
調 査対 象 企 業 回 答 企 業 新 規 の輸 出有
企業数 構成比 企業数 比率 企業数 比率
（1）農 林 水 産 業 9 0．3％ 5 55．6％ 0 0．0％
（2）鉱 業 13 0．5％ 6 46．2％ 0 0．0％
（3）建 設 業 132 4．7％ 79 59．8％ 3 3．8％
（4）食 品 工業 192 6．8％ 112 58．3％1 0．9％
（5）繊 維 工 業 95 3．4％ 44 46．3％ 2 4．5％
（6）パ ル プ ・木 製 品 工業 55 2．0％ 26 47．3％ 0 0．0％
（7）出版 ・印刷 業 63 2．2％ 39 61．9％ 0 0．0％
（8）総 合化 学 ・化 学 繊 維 工 業 117 4．2％ 23 19．7％ 0 0．0％
（9）油 脂 ・塗料 工業 14 0．5％ 13 92．9％ 0 0．0％
（10）医 薬 品 工 業 54 1．9％ 24 44．4％ 3 12．5％
（11）そ の他 の化 学 工 業 46 1．6％ 45 97．8％ 1 2．2％
（12）石 油 ・石 炭 製 品工 業 14 0．5％ 7 50．0％ 0 0．0％
（13）プ ラス チ ック製 品工 業 29 1．0％ 22 75．9％ 1 4．5％
（14）ゴム ・革 製 品 工業 27 1．0％ 11 40．7％ 2 18．2％
（15）窯 業 93 3．3％ 44 47．3％ 2 4．5％
（16）鉄 鋼 業 45 1．6％ 13 28．9％ 0 0．0％
（17）非 鉄 金 属 工業 53 1．9％ 23 43．咄 2 8．7％
（18）金 属製 品 工業 144 5．1％ 74 51．4％ 7 9．5％
（19）機 械 工業 239 8．5％ 10744．8％ 6 5．6％
（20）電気 機 械 器 具 工業 261 9．3％ 12748．7％ 7 5．5％
（21）通 信 ・電子 ・電 気 計 測器 工 業 21 0．7％ 16 76．2％ 1 6．3％
（22）自動 車 工 業 62 2．2％ 28 45．2％ 4 14．3％
（23）そ の他 輸 送 用 機械 工 業 66 2．3％ 32 48．5％ 4 12．5％
（24）精 密 機 械 工業 80 2．8％ 36 45．0％ 1 2．8％
（25）そ の他 の 工業 175 6．2％ 82 46．9％ 2 2．4％
（26）電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 業 11 0．4％ 7 63．6％ 1 14．3％
（27）運 輸 ・倉 庫 業 72 2．6％ 38 52．8％ 0 0．0％
（28）通 信 業 8 0．3％ 2 25．0％ 0 0．0％
（29）卸 売 ・小売 業 208 7．4％ 91 43．8％ 0 0．0％
（30）飲 食 業 26 0．9％ 20 76．9％ 0 0．0％
（31）銀 行 ・保 険 ・証 券 業 74 2．6％ 19 25．7％ 1 5．3％
（32）そ の他 金 融 業 14 0．5％ 1 7．1％ 0 0．0％
（33）不 動 産 業 23 0．8％ 13 56．5％ 0 0．0％
（34）新 聞 ・放 送 ・広 告 業 25 0．9％ 19 76．0％ 0 0．0％
（35）情 報 サ ー ビス ・専 門サ ー ビス業 157 5．6％ 74 47．1％ 0 0．0％
（36）そ の他 サ ー ビス業 98 3．5％ 55 56．1％ 0 0．0％
合　　 計 2，815 100．0％ 1，377 48．9％ 51 3．7％
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1．3．技術輸出件数について
平成9年度に新規の技術輸出を実施した資本金10億円未満の企業51社が締結した契約の
総数は92件であった。資本金10億円未満の企業の1社あたりの件数は、10億円以上の企業に
比べ1．8件と少ない。（資料表1－2）
資料表1－2．企業1社あたりの輸出件数（資本金規模別）
資 本 金 規模 輸 出企 業 数 輸 出件 数 1 社 あた り
10億 円未満 51 92 1．8
10億 円～ 50億 円 59 128 2．2
50億 円 ～ 100億 円 32 89 2．8
100億 円 ～ 500億 円 76 169 2．2
500億 円以 上 46 267 5．8
計 264 745 2．8
1．4．輸出された技術の内容
資本金10億円未満の企業（以下、「10億円未満」）が輸出した技術の内容について、資本金
10億円以上の企業（以下、「10億円以上」）が輸出した技術と比較する。
技術分野別にみると、「10億円未満」については、「機械」分野が29．3％、「その他」が25．6％
と多く、以下「金属」分野が15．9％、「電気」分野が14．6％、「化学」分野が14．6％となっている。
「10億円以上」と比較して、「機械」rその他」「金属」分野の比率が高く、「電気」、「化学」分野の
比率が低い。（資料図1－2）
技術分類別にみると、「輸送用機械」の比率が17，1％と最も高く、以下、「その他の化学製品」
「建設業」といった技術が上位を占めている。（資料表ト3）
資料図1－2．技術分野の内訳
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資料表1－3．技術分類別内訳の比較
資本金10億円未満 資本金10億円以上
技術分類 件数 構成比 技術分類 件数 構成比
輸送用機械 14 15．2％輸送用機械 76 12．3％
その他の化学製品 9 9．8％電子部品 ・デバイス 44 7．蟻
建設業 8 8．7％発送電 ・配電 ・産業用電気機械 33 5二3％
金属製品 7 7．6％非鉄金属 31 5．0％
電子部品 ・デバイス 6 6．5％その他の機械 29 4．7％
特殊産業用機械 4 4．3％プラスチック製品 28 4．5％
非鉄金属 4 4．3％医薬品 26 4．2％
プラスチ ック製品 3 3．3％金属製品 24 3．9％
医薬品 3 3．3％鉄鋼 24 3．9％
電子計算機 3 3．3％有機化学 24 3．9％
繊維 3 3．3％電子計算機 23 3．7％
その他の機械 3 3．3％その他の化学製品 23 3．7％
鉄鋼 2 2．却その他の産業 19 3．蟻
ゴム製品 2 2．2％民生用電気機械 ・電球 ・照明器具 18 2．鍼
発送電 ・配電 ・産業用電気機械 2 2．2％精密機械 17 2．7％
その他の産業 1 1．1％その他の電気機械 16 2．6％
木材 ・木製品 ・家具等 1 1．1％有線 ・無 ’ 言 16 2．6％
その他 17 18．5％その他 149 24．（瑞
全体 92100．鴫 全体 620 100．鴫
1．5．契約相手先国・地域
契約相手先国・地域をゾーン別にみると、「10億円以上」と同様アジア向けの比率が約6割を
を占めている。（資料図ト3）
国・地域別では、「10億円以上」と同様に米国、タイ、韓国、中国の比率が高く、4カ国で全体
の過半数を占めている。また、輸出先上位10カ国・地域のうち8カ国・地域をアジアが占めてお
り、アジア向けの傾向がより強い。（資料表1－4）
10 億 円 未 満 m 22朋　 12・2％ 63．4％
．4％
N ＝82件
％　 N ＝620件10 億 円 以 上 － 2 1・9％　 16朋 5 6．0％ 5．5
表 北 ア メリカ　 臼 ヨー ロ ッパ　 田 ア ジ ア　 ロ そ の 他
資料図ト3．契約相手先地域
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資料表ト4．契約相手先国・地域の比較
資本金 10億 円未満 資本金 10億 円以上
国 ・地域 件数 構成比 国 ・地域 件数 構成比
米国 15 18．3％米 国 122 19．7％
タイ 11 13．4％中国 86 13．9％
韓国 10 12．2％韓 国 74 11．9％
中国 9 11．0％台湾 60 9．硝
シ ンガポール 6 7．3％タイ 30 4．8％
台湾 5 6．蛸 ドイ ツ 26 4．2％
英国 4 4．9％イ ン ド 19 3．用
イ ン ドネシア 3 3．硝 英国 19 3．1％
マ レーシア 3 3．7％イ ン ドネ シア 19 3．1％
香港 3 3．7％マ レー シア 17 2．7％
フランス 16 2．6％
その他 13 15．9％その他 132 21．3％
全体 82 100．0％全体 620 100．0％
1．6．契約相手先企業との資本関係
「10億円未満」では資本関係のある企業への輸出の比率は31．7％で、「10億円以上」
（37．0％）に比べ小さい。また、資本関係のない日系企業の比率が「10億円以上」に比べ高くな
っている。（資料図ト4）
10 億 円 未 満 喜 17・1X S m 14・構 囲　　　　　　　 62・2％ l6．11　 N ＝82件
1
10 億 円 以 上 書 寡 26・7％〇 m 1叫　　　 62・1％　　 1語x N 刺 件
■2 分 の 1以上 の
ロ責 本関 係なし
所 有　　　　　　　 量 2 分 の1未 満 の所 有
ロ資 本関 係なし（日系企 業 ）
資料図ト4．契約相手先地域との資本関係
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1．7．契約期間
「10億円未満」では、「工業所有権等の期間まで」の契約が30．5％と最も高い。また、「10億円
以上」で最も高い比率を占める「5年以上10年未満」の比率は、「10億円未満」では12．2％と低
い。（資料図1－5）
10 億 円 未 満
10 億 円 以 上
4・側 臆：崇 l】】順】】肝 胃闇 澗　　 30°5％】　 23・凛
N ＝82 件
N ＝58 8件
・・・・－ ク5朗 色 M 〇 g 酎 0． … ■■■■■■■■■．■23．慣 看 ■ 14．跳
田 1 年 未満　　　　　　　 口1 ・－5 年　　　　　　　 ロ5 ～10年
田 10 ～15年　　　　　　　 ■ 15年 以上　　　　　　　 か工 業所 有 権等 の 期 間
□そ の他
資料図1－5．契約期間
1．8．対価の受取方法
対価の受取方法についてみると、「ランニングロイヤルティのみ有」の比率は、「10億円以上」
の40．4％に対し、「10億円未満」ではその比率は48．7％と高くなっている。ミニマムペイント条項
については、「10億円以上」の4．2％に対し、「10億円未満」では2．6％と低い。
また、ランニングロイヤルティは、「単価建て契約」や「期間あたり契約等」の割合が「10億円以
上」に比べて高い。（資料図ト6～7）
10億円未満　　 2乙4％　　 眉 鰹 孔・叫 p 調 11・堰∃書重き 敗乃　　　　　　　　 N＝76件
l……”冊川…
、。億。以上 l酬 …l懇 酬 l…旧 31・鴫］ 3・£茎 芸 ・4　　　 N棚
四イニシャルのみ　　　　 「イニシャル＋ランニング　 ■イニ＋ラン＋ミニ
臼ランニング＋ミニマム　　 日ランニングのみ
資料図ト6．対価の受取方法
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10億円未満
10億円以上
N＝訂件
N＝377件
7．肪　　　 馴　　　　 1欄Ogl・ 19・導 ヨ 1相
1乃日記略4I9馴　　 11　　　 は　　　 ∃司
ロa未満　 051未満　 ■8％未満　 ■肪以上　日単価建て契約　 口期間あたり契約等
資料図ト7．ランこニングロイヤルティの料率
1．9．独占権・再実施権
独占権有の比率についてみてみると、「10億円未満」は「10億円以上」と比較してかなり高く
なっており48．8％を占めている。再実施権有の比率についても高く、10．0％を占めている。
（資料図ト8）
．4 8 ．8 ％
．．．
2 2 ．0 ％ く2 2 ．9 ％ 、．
資料図1－8．独占権・再実施権有の契約
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1．10．技術の種類
技術輸出契約に含まれる技術の種類についてみると、「10億円未満」は「10億円以上」と比
較して、特許を含んでいる比率がやや低い。また、「商標有」の比率も4．9％と低い。
（資料図1－9）
N ・・8 2 件　　　　　　　　　　　　　　　　　 N －6 2 0 件
1 0 0 ％
8 0 1
6 0 ％
4 0 ％
2 0 1
0 ％
8 4 ．1 ％ ．． 3 3 ．4 笈 こ．・
3 2 ．9 ％
3 7 ．4 ％
1 3 ．4 ％
4 ．9 ％
1 0 億 円 未 満　　　　　　　　　　 1 0 億 円 以 上
■ 特 許 有　　　　 ■ ノ ウ ハ ウ 有　　　　 田 商 標 有
資料図1－9．特許・ノウハウ・商標有の契約
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2．関連集計
2．1．技術輸出状況
資料表2－1．有効回答企業の技術輸出状況
業　 種 全 数
新規 の技術輸 出あり 畿練 中
の輸出
過去に
輸出
新規 の技術輸 出あり
1 件 2 件 4 件 6 件 11件 合計 50 100 5∝l 500
針
3 件 5 件 10件
～ あり あり 億 円
未 瀦
億 円
未 満
億 円
未満
億円
以上
農林 水 産業 6
20
0 0 0 0
1
2
1
3
1
2
1
2
13
0
1
7
11
7
1
0
1
9
10
4
2
0
8
4
17
0
0
20
8
5
5
1
8
5
3
20
3
10
3
9
13
6
15
0 0
0
1
0
0
0
0
1
0 0
0
2
4
3
0
1
3
0
1
1
1
1
1
0
6
2
0
4
1
4
0
1
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
46
0
鉱 業 1
4
6
4
1
0 0 0 1 0 1
建設 彙 233 2 1 0
0
0
0
0
1 3 7
食 品工 業 124
53
26
5 0 2 5 11
繊維 工 業
バ ルブ ・木 製品 工業
3
0
0
0
0
1
0
3
1
7
1
出版 ・印刷 業 15
52
22
54
102
1
4
2
0 1 0 0 1
総合化学 ・化学義絶工彙 1 3 2 10
5
7
13
3
6
5
4
13
1 5 10
油膿 ・塗料 工業 2 0 1 1 1 3 5
医薬 品工 業 4 2 0 1 2 1 3 7
その他 の 化学工 業 6 5 1 1 19
4
6
6
9
6
9
13
7 2 3 13
石油 ・石炭 製品工 業 29 2 1 0 0 1 1 ′　 0 3
プラスチック製品工 業 32 5 1 0 0 1 1 3 6
ゴム ・革製 品工 業 18
53
49
49
79
1 4 0 0 1 2 1 5
窯業 2 2 0 0 2 0 2 4
鉄鋼 業 6 3 0 3 1 2 4 13
非鉄 会属 工業 4 3 1 0 10
5
15
32
3 2 3 10
会員 製 品工業 2 2 1 0 2 1 2 5
機械 工業
電 気機械 器農 工業
139 9 5 0 0 37
個
5
27
19 3 1 7 15
32222
33
71
54
51
17 4 4 4 29
4
4
8
6
9
2
1
0
11
0
0
0
1
3
4
3
238
6 9 10
通信 ・電子 ・電 気計測器 工業 0 0 0 0 1 0 0 0 1
自動 車 工業 8 5 3 0 18 4 5 5 18
その他 輸送 用機械 工業 4 4 2 0 10
8
4
1
0
3
3
0
0
1
0
1
2
5
213
18
9
9
3
0
0
6
2
0
0
2
0
4
8
300
6 1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
32
3 10
精密 機械 工業 5 3 0 0 3 4 8
その他 の 工業 74 1 2 0 1 0 2 4
電 気 ・ガス ・熱供 給業 30 1 0 0 0 1 0 1
運輸 ・倉庫 業 121 0 0 0 0 0 0 0
通信 業 19 2 0 0 0 0 1 3
卸 売 ・小売 業 248
8
176
2 1 0 0 3 0 3
飲食 業 0
0
1
0
1
0 0 0 0
0
1
0
0
1
4
59
0 0
銀 行 ・保険 ・証 券業 0 0 0 0 0
その他 金 融業
不 動産 業
新 聞 ・放送 ・広 告業
64
71
25
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
1
情報 サ 胃ビス ・専 門サー ビス業 67 1 0 1
0
17
0
0
13
1 2
その 他サ ービス業 136 3 0 1 5
総　　　 計 2，625 110 60 76 213
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2．2．技術輸出契釣（技術分類別）
資料表2－2．契約相手先国・地域（技術分類別）
技糖分犠名 全 象
北アメリカ ヨー ロッパ ア ジ ア その他
泉田 その■ 合計 ドイツ 某鴫
号 イタリ
ア
その
輸 合計 中賀 韓細 台車 タイ
インド
書シ7 インド
マレ ・ー嘉望 フィリ
ピン
ペト
ム
その
■ 合計
記 完
▼
胃ア
フリカ
その
■ 合計シ7
烏 ・たばこ
外衣
その僧の衣 教 ・義 鐘東員
バル ブ・畿義晶 ・印車
乗後 化攣尊
化手 車象
濾輸加 工・石けん尊
■藁品
の他の 化学義晶
石油 ・石鹸集 晶
ム鮎
し暮 ・用意品 ・毛皮
車乗
3
13
10
1
2
2
8
2
1
12
2 6
2ら
13
12
1
13
2 4
1
5
0
0
0
0
1
2
4
0
0
8
10
2
2
0
3
5
7
3
0
2
1
1
0
0
0
1
4
8
9
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
5
1
0
0
0
1
2
0
0
9
10
2
2
0
3
7
8
0
2
1
1
0
0
0
1
5
10
2
1
3
1
0
10
2
1
2
2
8
0
3
136
0
0
0
0
0
0
0
2
2
0
1
3
1
0
2
0
3
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
2
0
1
0
1
1
0
0
0
0
0
1
0
0
2
1
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
0
0
0
1
2
6
0
1
9
6
1
5
0
5
4
t
1
1
1
0
0
1
0
3
8
12
0
1
5
1
0
0
0
1
3
0
1
0
0
2
0
0
2
2
5
4
0
2
0
0
2
0
0
3
7
8
4
9
2
2
0
4
0
1
1
1
0
0
2
0
2
2
1
1
0
0
1
3
0
0
1
1
0
0
0
0
3
0
2
0
0
0
0
0
0
1
6
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
1
2
0
1
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
6
0
3
0
0
1
0
0
0
0
0
1
1
1
3
2
1
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
0
0
1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
5
7
4
1
2
0
2
1 1
1
11
8
7
8
4
0
5
12
0
1
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
4
1
1
1
0
1
1
1
0
1
0
0
0
0
0
2
3
0
0
0
0
2
1
1
0
1
繊 会員 3 1 0
0
0
0
0
0
0 1
0
0
0
0
0
3 2 0 1 19 0 0
品
イラ・題■ 酸
鼻集 ・蒙畿 ・象山用後 槍
会員加 工後繊
度集 用後握
2
1
2
1
2
2
12
29
7 6
0
0
0
0
0
1
1
1
0
0
0
0
0
2
2
2
0
1
0
0
2
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
17
0
3
0
0
4
1
2
8
16
46
7
29
16
7
12
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
2
0
0
0
0
ポンプ ・圧鎗 後 ・送m 後
力後繍
化攣後櫨 ・錬t
の鶴の一 級主義用後嶺
の他の後鶴
0
0
0
0
1
0
0
0
1
3
0
0
0
0
2
1
0
1
3
2
1
1
1
1
2
0
0
0
0
1
0
0
0
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
輸送用後 櫨 2 1
0
0
0
1
1 3
0
1
13 10 3
0
0
1 1 0 3 0 1 1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
1
7
8
虚後 櫨 17
3 3
18
0 1 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0
t ・t t ・食事鳥t t ■■ 0 0 1 7 3
2
0
2 3
4
0
1 0 1 1 1
・t 事・■■■肩 1
2
1
0
10
2
13
2
2
8
0
1
122
0 1 0 1
3
1
0
3
1
4
3
0
5
0
3
1（払
2 1 1 1 0 0 2 0 0
・蜘 鮎 l僚機 櫨 16 0 0 0 2 0 0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
19
0 1 0 1 2 3
胃ジオ・テレビ・青書義鼻 15 0
0
1
0
3
1
0
3
0
0
1
0
1
0
0
0
0
1
19
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
2
7
6
0
1
0
2
86
6 0 1
0
2
0
3
0
0
4
0
0
30
2 1 0 0 1 0 1
の蝕の濃 さ後鶴
t 子計算 後
の他の 電子応用義t
t 手書 晶・デバイス
の蝕のt 気後繊
レジャー用 品
フステック接 島
1
2 1
5
15
2
2 8
1
19
62 0
0
3
0
4
2
0
2
1
1
0
9
2
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
2
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
9
2
25
1 1
0
14
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
1
0
0
1
仙 こ分醸 され ない量遁 義
の他 の塵 彙
総計
0
1
26
0
0
16
0
0
7
0
2
7 4
1
1
∝l
0
0
19
0
0
17
0
1
13
0
1
10
0
0
6
1
8
347
0
1
11
0
5
その他象国書33件
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資料表2－3．輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
資 本 金 資 本 関 係
5 0偉 円 100億 円 500億 円 5 00愴 円 2分 の 1 2 分 の 1 な し無 回 答
未 満 未 満 未 満 以 上 以 上 未 満 （白茶企 業）
農 林 水 虚 業 3
13
1
3
3
0
0
0
0
0
0
7
3
3
0
2
1
3
10
2
3
4
1
0
0
1
2
8
0
2
6
3
3
3
0
5
16
0
2
2
0
0
0
3
1
3 （0〉 0
建 設 業 11 （1） 0
食 料 品 ・た ば こ
繊 維
10
4
1
2
2
8
24
4 （0） 1
3 （0） 0
外 衣 1 0 0 0 1 （0） 0
そ の 他 の 衣 服 ・義 経 製 品 0 0 0 0 2 （0） 0
バ ル ブ ・銀 製 品 ・印 鎖 0
2
4
0 0
1
3
0
0
1
2 （0） 0
無 機 化 学 等 1
2
7 （0） 0
有 機 化 学 20 （1） 0
化 学 繊 維 1 1
2
1
6
0 0
1
17
0
2
4
1
0
1
1
1 （0） 0
油 脂 加 工 ・石 け ん 専 12 7 9　 く0） 0
医 薬 品 26 2
1
21 （0） 0
そ の 他 の 化 学 製 品 23 13 0 22 （0） 0
石 油 ・石 炭 製 品 13 0
1
1
2
9
6
0
4
0
2
13 （0） 0
ゴ ム 製 品 12 6 （0） 0
な め し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1 1 0 0 0 0 1 （0） 0
家 集 13 5 0 3 3 2 8 （0） 0
鉄 鋼 24 1 1 6
6
2 2 20 （0） 0
非 鉄 金 属 31 5 3 17
7
0
5
0
0
1
2
0
6
16
10 8 13 （0） 0
会 員 製 品 24 8 2 7 4 3 17 （0） 0
ボ イラ ・原 動 機 1
6
2
1
4
2
2
12
0 0 1 0 0 1 （0） 0
農 美 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 0
0
1
1
0
0 1
2
0
2
0
0
0
1
0
5 （0） 0
金 属 加 工 機 械 0 2 （0） 0
特 殊 産 乗 用 機 械 0 0 0
1
0
1 （0） 0
ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 1 機 0 0
0
3 （0） 0
動 力 機 械 0 2 （0） 0
化 学 機 械 ・養 覆 0
3
0
26
1
1
1
2
0
1
0
0
2 （0） 0
そ の 他 の 一 般 塵 集 用 機 械 11 （0） 0
そ の 他 の 機 械 29 0 13 16 3 10 （2） 0
輸 送 用 機 械 76 15 11 2 4
7
26
2 8 9 39 （0） 0
精 密 機 械 17
33
18
1
3
0
0
5
3 6
2
3
3
0
4
13
7
4
7
1
5
3
3
2
12 （0） 0
発 送 電 ・配 電 ・産 乗 用 電 気 機 械 2 15 （0） 0
民 生 用 電 気 機 械 ・1 球 ・照 明 器 具 0 15 8 （0） 0
有 線 ・無 線 通 信 機 械 16 0 13
8
1
13
5
26
4
0
12
0
0
267
9 （0） 0
ラジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 15 2 1 （0） 0
そ の 他 の 通 信 機 械 1
23
5
44
16
2
28
1
19
0
5
0 0
2
1
6
0
2
0 （0） 0
電 子 計 算 機 3 15 （1） 0
そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 0
2
9
1
8
0
18
0 0
1 1
1
1
8
1
1
0
15
1
0
8
0
15
0
2
2
0
5
0
0
5 （0） 0
電 子 部 品 ・デ バ イス 5 27 （1） 0
そ の 他 の 電 気 機 械 2 13 （0） 0
レジ ャ ー 用 品 0 2 （0） 0
プ ラス チック製 品 0
0
0
15 （0） 0
他 に 分 類 され な い 製 造 業 1 （0） 0
そ の 他 の 産 業 4 （0） 0
総　　　 計 620 128 5 6 169 164 6 3 387 （6） 1
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資料表2－4．契約期間及び契約形態（技術分類別）
技 術分 類 名 全 数
契約 期 間 契 約 形態
1年
未 満
5 年
未満
10年
未 済
15年
未 満
15年
以上
工象所有
権の期蘭
その 他 無回 答 有償 無 償 クロスライセンス 無 回答
受取 専傭 支 払
農 林水 産 業 3
13
0
1
0
1
1
8
1
0
1
0
0
2
0
0
1
2 0 0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
7
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
8
0
10
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
28
3 0 0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
0
2
0
0
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
0
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
1
0
3
0
0
13
0 0
建 設 業 2 1 6 7 0 0
食 料 品 ・た ばこ 10
4
1
2
2
8
24
3 2 1 6 2 0 1
織鍵 0 1 1
0
1
0
1
7
1
1 0 0 4 0 0 0
外 衣 0
0
0
0
1 0 0
0
0
0
0 0 1 0 0 0
その 他の 衣農 ・繊維 製 品 0 1
0
1
0 0 0 2 0 0
バ ルブ ・紙 製 品 ・印劇 0 2 0 0 1 0 0
無機 化 学 等 0 5 0 8 0 0 0
有 機化 学 0 0 2 3 4 8 23 0 0 0
化 学縫 線 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
油脂 加 工 ・石 けん奪 12
26
23
0 3 6 0 0 1 0 11 1 0 0
医薬 品 0 1 4 2 3 11 5 18 7 0 0
その 他の 化 学製 品 1 8 1 2 0 5 5 22 0 0 0
石 油 ・石 炭 製 品 13 1 9 0 0 0 1 2 10 1 0 0
ゴム製 品 12 0 0 0 1 0 4 7 10 1 1 0 0
なめ し革 ・同製 品 ・毛 皮 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
窯 業 13 0 0 5 1 0 4 3 9 0 1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
3
6
5
7
1
0
2
1
5
1
0
0
0
0
40
1 0
鉄 鋼 24 0 7 5 2 1 1 1 23 0 1 0
非鉄 金 属 3 1 0 4 12 7 2 3 3 28 2 0 0
会属 製 品 24 0 5 9 3 0 4 3 22 2 0 0
ボイラ ・原 動機 1
6
2
1
4
2
2
12
29
76
0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0
農 業 ・建 毅 ・鉱 山用 機 械 0 0 3 1 0 1 1 6 0 0 0
会属 加 工機 械 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0
特殊 産 業用 機械 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0
ポンプ・圧縮 機 ・送 凰 機 0 0 2 1 0 0 1 4 0 0 0
動 力機械 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0
化学 槍 棟 ・装置 0 1 0 1 0 0 0 2 0 0
0
0
0
0
その 他の 一 般産 業 用機 械 1 1 3 5 0 1 1 12 0 0
その 他の 機 械 0 5 8 0 0 5 9 23 5 0
輸送 用 機械 0 12 35 12 0 5 4 74 0 0
精 密機 械 17
お
13
0 3 6 0 0 7 1 12 1 1
0
0
0
0
0
1
0
6
0
0
0
0
0
10
0
発送1 ・配電・産乗用電気後嶺 1
0
1
2 10 2 0 7 1 25 1 0
長生用電気機械 ・電球 ・照 明 1 2 1 1 11 2 13 0 0
有 線 ・無 線 通信 機 械 16 1 g 0 0 2 3 8 0 0
ラジオ ・テレビ・音響 器 鼻 15 0
0
5
0
4
0
0
5
0
0
21
6 0 0
0
1
0
0
0
8 1 14 0 0
その 他の 通 信機 椎 1 0 1 0 0 1 0 0
電 子計 算機 23
5
44
16
2
28
4 4 5 4 19 1 0
その 他の 電 子応 用 装置 1 0
7
0
0 0
0
0
0
0
0
0
12
4 0 4 0 0
種 子部 品 ・デバ イス
その 他の 電 気機 械
8
4
0
3
0
0
4
0
1
64
20
2
2
10
：氾
6
0
8
0
0
レジャー用 品 0 1 1
4
0
0
86
1 1 0
プラスチック製 品 3 7 5
0
0
13g
2 5 0 0
他 に分 類 され ない 製造 業 1 0 1 1 0 0
その 他 の産 業 19 17 1 18 1 0
総　　　 計 620 118 15 2 5 12 4 1 1
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資料表2－5．対価の受取方法及びランこニングロイヤルティの料率（技術分類別）
技術分類名 全数 イ二シ†I
のみ
イニシII
＋
ランニげ
イこシ†肩
◆ランこげ
◆ミニTl
ランニング
＋
ミニTl
ランニング
のみ 無回答
ランニングロイヤルティの料率
葦未虞 瑚 機素濃 81以上車軸実釣
期闘あた
り契約尊
無回答
農林水産業
建設業
食料品・たばこ
3
7
6
4
1
1
8
23
1
2
2
2
1
1
0
0
0
0
2
5
0
3
7
3
0
7
0
5
6
8
5
0
3
0
0
1
0
0
1
0
0
2
0
4
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6
0
0
1
1
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
1
3
0
0
1
0
0
0
2
繊瞳
外衣
バルブ・紙製品・印鋼
2
0
0
2
0
0
0
0
0
0
1
1
2
5
0
0
0
0
0
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
無機化学専 3 1 0 3 1 0 1
有機化学 12 1 0 4 5 0 2
化孝繊鍵 1 0 0 0 0 0
4
3
0 0 0
油臆加工・石けん専 11 5 0 0 3
7
4
3
0 1
4
2
1
0 2 0
医集晶 19
芝
12
2 3 0 0 1 2 5
その他の化学義品 12 3 0 1 2 2
0
0
0
0
0
0
2 1 0
石油・石炭集晶 9 0 0 0 2 0 0 0
ゴム製品 11 1 0 0 3 0 8 0
0
0
0
2
0 0 2
なめし革・同製品・毛皮 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
家集 10
23
28
22
1
6
2
1
4
2
2
12
23
76
2 0 0 3
4
8
0 8 0 0 0
鉄鋼 9 0 1 2 4 2 2 0
非鉄金属 7 3 0 5 10 1 1 0
金肩義品 7 2 0 8 5 7 0 0 3 0 0
′、イラ・廉動機 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0
農乗・建設・鉱山用機械 0 0 0 3 1 5 0 0 0 0 0
金肩加工機械 1 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0
特殊産業用機械 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0
Cノブ・圧縮機・送1 檎 0 0 0 3 0 0 4
0
0
0
0
0
0 0 0
動力機械 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0
化学機械・簑龍 1 1
6
3
糾
6
14
3
9
1
0
7
1
0 0 0 0 1 0 0 0
その他の一般産業用機械 1 1 0 4 1 6 0 1 1 2
0
0
0
1
0
その他の機械 2 0 0 18 5 6 6 1 1 2
輸送用機械 5 0 0 37 5 42
4
14
1
2
1
2 13 8
精密機械 17 5 0 0 6 2 2
0
0
0
2
0
1
0
0
0
0
1
0
0
14
0 2
発送t ・配t ・産乗用電気 31 3 0 0 14 2 1 9
民生用t 気握繊・電球・照明♯臭 18 2 1 0 12
4
10
2 9 1
4
1
0
0
0
8
0
0
3
0
16
60
3
0
0
0
9
0
0
0
0
0
0
2
1
0
2
0
0
17
1
有線・無線通信機械 15 1 0 0 0 9 0
ラジオ・テレビ・青書蕃肩 15 4 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
19
0 0
0
1
6 1
その他の通信機械 1 0 0 1 1 0
電子計算機 21
5
38
8
1
25
1
17
555
5 0 9 2 2
その他のt 子応用貴社 1 0 3 0 0 3 1
種子部品・デバイス 10 14
2
0
10
1
0
170
0 14 2 13 3 0
その他の電気機械
レジヤ胃用品
プラスチック製品
他に分醸されない製造業
その他の産業
総　　　 計
5
1
7
0
0
1糾
0
0
1
0
0
4
1
0
7
0
17
22 2
0
0
0
0
0
35
3
0
9
1
1
193
0
0
3
0
0
58
0
0
0
0
0
38
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資料表216．技術の種類及び独占権・再実施権（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
技　 術　 の　 種　 類 独 占権 萬 実 施 権
特 許 ノウハ ウ 商 標 出鼻 中特 杵
実 用
新 案 意 匠 肴 無 無 回答 有 無 無 回 答
農 林 水 産 稟
建 設 集
3
13
2
6
2
0
1
6
7
4
0
0
0
4
2 1
0
0
4
0
1
2
0
0
0
0
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
1
0
0
3
0
0
0
0
0
1
2
17
2
1
1
5
3
0
0
2
0
2
2
0
1
2
8
0
、0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
2
1
1
12
0
0
食 料 品 ・た ば こ
繊 維
10
4
1
2
2
8
24
1
0
0
0
0
6
4
1
0
2
1
1
8
3
1
0
外 衣
そ の 他 の衣 服 ・織 繊 製 品
バ ル ブ ・銑 集 晶 ・印 劇
0
0
2
0
0
0
0
0
0
1
2
2
0
0
0
無 機 化 学 尊 5 1
0
0
0 5 0 8 0
有 機 化 学 10 0 22 1 23 0
化 学 織 維 1 1 1 0 1 0 1 0
油 庸 加 工 ・石 けん 専 12 1 11 5 0 0 1 1 0 12 0
医 薬 品 2 6 15 14 8 2 0 13
7
3
13 6 20 0
その 他 の 化 学 製 品 23 11 16 3 2 0 16 4 19 0
石 油 ・石 炭 農 品 13 1 13 0 0 0 10 1 12 0
ゴム 製 品 12 4 11 2 2 2 0 12 1 1 1 0
なめ し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0
窯 業
鉄 鋼
13 7 10 0 2 0 3 10 5 8 0
2 4 4 23 1 1 1 3 21 1 23 0
非 鉄 会員 3 1 5 3 0 0 0 0 8 23 1 30 0
金肩 集 晶 2 4 5 24 0 1 1 4 20 1 23 0
ボイラ・原 動 機 1 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0
鼻糞 ・建 設 ・鉱 山用 機 械 6
2
1
4
2
2
5 6 2 3 3 3 3 0 6 0
金属 加 工機 械 0 0 0 0 2 0 2 0 2 0
特 殊産 業 用機 械 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0
ポンプ ・圧 縮 機 ・送 鼻 後 0 4 0 0 0 1 3 0 4 0
動 力機 械 2 2 1 0 0 0 2 0 2 0
化学 機 械 ・装 t 0 2 0 0 0 0 2 0 2 0
その 他 の 一 般 産 業 用機 械 12 6 8 0 2 1 7 5 0 12 0
その 他 の 機 械 2 9 10 2 1 7 3 1 3 26 0 29 0
輸送 用 機 械 7 6 36 7 1 9 15 2 17 59 6 70 0
精密 機 械 17 10 10 3 5 2 0 17 0 17 0
発送 t ・配 電 ・産 乗 用 電 気 機 械 3 3 17 29 2 14 10 23 2 3 1 0
民生用t 気機械 ・t 球 ・照明♯具 18 6 14 5 2 2 2 3 15 1 17 0
有線 ・無 線 通 信 機 械 16 4 13 1 2 1 1 0 16 0 16 0
ラジオ ・テ レビ・青 書 蕃 鼻 15 4 14 2 1 0 2
0
1
0
2
0
0
0
0
0
3 7
1 14 0 15 0
その 他 の 通 信 機 械 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0
電子 計算 機 2 3
5
4 4
4 19 2 1 2 1 22 3 20 0
その 他 の 電 子 応 用叢 薗 3 1 1 2 0 0 5 2 3 0
1 子 部 品 ・デ バ イス 19 3 2 1 6 5 1 43 2 42 0
その 他 の 電 気 機 械 16 6 1 1 0 2 3 8 8 1 15 0
レジャー 用 品 2 1 0 1 0 0 1 1 0 2 0
プラス チック製 品 2 8 12 23 1 5 0 8 20 4 24 0
他 に分 類 され な い製 造 業 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0
その 他 の 産 業 19 0 16 18 0 0 17 2 15 4 0
総　　　 計 62 0 227 4968 3 78 29 14 2 4 77 62 5 57 1
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2．3．技術輸出契約（国・地域別）
資料表2■7．技術分野、資本金及び相手先企業との資本関係（国・地触り）
四 ・地 場 ，全 数
技績 分 野 責本 会 責 本関 係
電気 機 械 化 学 金 属 その他 50偉 円
未満
1豊 5∞偉 円
未満
500偉
以 上
2分の 1
臥 上
2分の 1
未満
なし
（日義企食）
無 回答
北 アメリカ 136 3 5 29 27 19 26 2 1 11 45 59 40 5 91 （か 0
米 国
メキシコ
カナダ
122
8
6
32
2
1
26
2
1
26
0
1
15
3
1
23
1
2
18
2
1
10
1
0
38
4
3
56
1
2
35
3
2
4
1
0
33 （8
4 （㊥
4 （㊥
0
0
0
ヨ ・ーロツバ 103 17 28 25 9 24 13 835 47 24 2 刀 ’（1） 0
ドイツ
美 醇
フランス
イタリア
スペイン
オラン ダ
E U
ロシア
ポル トガル
ベル ギ ー
スウ工一 テン
フィンランド
スイス
ポー・ランド
ハ ンガ リー
ノルウェー
26
19
16
7
7
6
4
3
3
3
3
2
1
1
1
1
5
3
2
1
0
3
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
3
7
6
5
3
0
2
0
1
0
0
1
0
0
0
0
9
1
4
0
1
2
1
0
1
2
1
0
1
0
1
1
0
2
1
1
1
0
0
0
1
0
2
1
0
0
0
0
9
6
3
0
2
1
1
0
0
1
0
0
0
1
0
0
2
3
2
1
1
0
1
0
3
0
0
0
0
0
．0
0
3
1
2
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
8
7
3
4
5
2
1
0
0
2
1
0
1
0
1
0
13
8
9
2
1
3
2
3
0
1
2
2
0
1
0
0
4
7
5
1
3
1
0
0
2
0
0
0
0
1
0
0
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
21 （の
12 （1）
11 （①
5 （の
4 （①
5 （の
4 （の
3 （の
1 （の
3 （の
3 （の
2 （①
1 （の
0 （①
1 （の
1 （の
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
アジア 347 112 85 50 1時 52 813 5 81 150 92 50 1鋏）（⑲ 1
中国 馬
74
3 0
2 6
18
26
22
16
7
4
4
1
0
3
0
1
0
1
0
0
0
0
8
1
7
9
6
3
9
2
5
3
2
0
1
1
1
0
1
0
0
7
2
1
11
5
13
3
2
12 19 9 12 J略
2 8
33
7
9
13 40 （㊥ 0
韓 属 12
7
7
3
2
0
4
1
0
2
1
0
0
0
0
1
9
3
3
2
0
0
0
0
1
0
0
0
111
21 12
3
4
1
13 6
7
9
3
56 （1） 0
台湾 60
30
19
16
5
4
2
16 25 4 1 （の 0
タイ
インドネシア
10
1
5
8
6
0
5
1
0
0
1
0
1
0
7
3
1
0
0
1
0
1
0
0
1
0
17 1
10
7
7
11
7
10
16
2
4
5
7
4
3
2
0
0
0
0
0
0
8
2
5 （1）
13 （①
0
1
インド 19 6
3
0
4
1
0
0
0
0
0
0
0
3
0 3
5
0
1
2
0
1
0
0
0
0
0
6
12 （① 0
マ レー シア
シンガポ ール
フィリピン
ベ トナ ム
香 港
サ ウジアラビア
パ キ スタン
イラン
カター ル
トル コ
ス リランカ
その 他
17
13
10
6
5
2
2
1
1
1
1
34
……1 1
7
4
3
3
1
1
1
1
1
1
620
2
4
5
0
2
0
0
0
0
0
1
13
2
1
0
1
1
0
1
0
0
0
0
2
3
6
2
1
0
2
1
0
1
0
0
8
10
2
3
4
2
0
0
1
0
1
0
11
5
2
0
0
2
0
1
0
0
0
1
訪 7
7 （の
6 （1）
5 （①
1 （①
3 （①
1 （の
2 （の
1 （①
1 く①
1 （①
1 （①
20 （①
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ブラジル 2 3
4
3
1
1
0
0
1
2 3 ．　 ● 0
オ ース トラリア 1 1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
79
1 1 1
0
0
1
0
1
0
0
0
0
63
5 （㊥ 0
南 アフリカ
コロンビア
1
2
1
1
0
0
0
0
1
150
1
1
1
1
1
0
1
1
0
1
0
1
0
16 4
3 （①
3 （㊥
0
0
アル ゼンチン
サ モア
タンザニア
チ リ
ナ イジ工リア
ス ロバ キア
ベネズ エラ
総　　　 計
1
0
0
0
1
0
0
109
0
1
0
1
0
0
0
128
0
0
0
0
0
0
0
5 6
1
0
0
0
1
1
0
169
1 （①
0 （0
0 （①
0 （㊥
1 （①
0 （①
1 （の
387 （◎
0
0
0
0
0
0
0
1
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資料表2－8．契約期間及び契約形態（国・地域別）
国 ・地域 全数
契約期間 契約形態
1年
未満
5 年
未満
10年
未満
15年
来演
15年
以上
工象所有
権の期間
その他 無回答 有償 無償 クロスライセンス 無回答
受取 専価 支払
北アメリカ 136 4 2 6 22 6 3 4 6 26 3 1∝I 8 11 8 9 0
米国
メキシコ
カナダ
122
8
6
3
1
0
21
3
2
18
3
1
6
0
0
2
0
1
4 4
1
1
25
0
1
3
0
0
88
7
5
7
0
1
10
1
0
8
0
0
9
0
0
0
0
0
ヨー ロッパ 103 2 24 12 10 2 29 20 4 83 6 8 5 1 0
ドイツ
英国
2 6
19
1
0
7
5
4
3
2
1
0
0
1
3
3
0
1
4
0
0
0
1
0
0
0
4
1
0
0
1
0
0
0
0
1
1
0
1
0
0
0
0
0
9
3
3
4
6
0
1
2
0
0
1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
18
16
2
1
1
2
2
0
0
4
0
1
0
0
0
フランス
イタリア
スペイン
16
7
7
6
4
3
3
3
3
2
1
1
0
0
3
2
0
14
6
7
5
3
1
3
2
3
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
オランダ 0 3 1
2
2
1 0 0 0 0
EU 0 2 0 0 1 0 0
ロシア 0 1 0 2 0 0 0
ポルトガル 0 0
0
0
0 1 0 0 0 0 0
ベルギー 0 1 2 0 0 1 0 0 0
スウェー デン 0 0 1 0 0 0 0 0 0
フィンランド 0 0
0
0
0
0
0
1 0
0
0
1 0 2 0 0 0 0 0
スイス 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0
ポーランド 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0
ハンガ リー 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0
ノルウェー 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0
アジア 糾 7 13 60 107 46 7 59 37 18 298 28 20 0 01
中国 86
74
60
30
19
3 11 19 14
7
9
3 13 18 5
5
1
65 14 7 0 0 0
韓国 4 20 17 1 13 7 65 3 6 0 0 0
台湾 4 4 25 0 13 4 55 3 2 0 0 0
タイ 1 6
2
1
11
7
9
7 0 3 1 1 29 1 0 0 0 0
インドネシア 0 5 0 2 2 1
2
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
3
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
16 2 0 0 0 1
インド 19 0 1 1 3 2 18 1 0 0 0 0
マレーシア 17 0 5
3
3
3 1 0 6 0 17 0 0 0 0 0
シンガポ リーレ 13 1 5 1 0 1 2 11 2 0 0 0 0
フィリピン 10
6
5
2
2
1
0 6 0 0 0 0 10 0 0 0 0 0
ベトナム 0 0 1 0 2 3 0 3 1 2 0 0 0
香港 0 2 2 0 0 1 0 5 0 0 0 0 0
サウジアラビア 0 1 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0
パキスタン 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0
イラン 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0
カタール 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
トルコ 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
スリランカ 1
34
1 1
7
4
3
3
1
0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
更竺他 2 8 11 2 0 5 3 31 2 1 0 0 0
ブラジル 2 1
2
2
5 1 0 1 0 10 1 0 0 0 0
オーストラリア 0 1 0 0 2 2 6 0 1 0 0 0
南アフリカ 0 1
2
1
0 0 0 1 3 1 0 0 0 0
コロンビア 0 0 1 0 0 0 3 0 0 0 0 0
アルゼンチン 0 1 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0
サモア 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
タンザニア 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0
チリ 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
ナイジェリア 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
スロバキア 1 0 0
0
118
0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0
ベネズエラ 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
総　　　 計 620 2 1 152 54 12 139 86 28 5 12 4 4 40 13 10 1
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資料表2－9．対価の受取方法及びランニングロイヤルティの料率（国・地域別）
国・地域 全数 イニシ†Iのみ
イニシ†■
＋
ランニング
イ二シ†l
◆ランニング
◆ミニTl
ランニング
＋
ミニマム
ランニング
のみ 無回答
ランニングロイヤルティの料率
21未満 51未満 81未満 8％以上車繭量契約
期間あた
り契約尊 無回答
北アメリカ 113 28 24 2 2 54 3 4 28 15 8 19 4 5
米国
メキシコ
カナダ
1∝l
8
5
26
1
1
24
0
0
2
0
0
1
0
1
l帽
5
3
1
2
0
4
0
0
24
3
1
11
2
2
8
0
0
19
0
0
4
0
0
4
0
1
ヨー ロッパ 91 19 31 6 0 34 1 3 33 11 2 12 3 7
ドイツ
英国
フランス
スペイン
イタリア
オランダ
スウェー デン
EU
ロシア
ポルトガル
ベルギー
フィンランド
ノルウェー
スイス
ポーランド
19
18
16
7
6
5
3
3
3
3
3
2
1
1
1
6
4
3
0
0
1
3
0
0
0
1
1
0
0
0
4
4
4
2
5
4
0
2
3
0
1
1
0
1
0
1
1
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
8
9
6
4
1
0
0
1
0
3
1
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
7
8
6
1
3
2
0
0
2
3
1
0
0
0
0
1
4
3
1
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
3
1
2
2
0
2
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
1
0
0
1
1
0
0
0
0
1
1
アジア 318 81 103 10 2 120 2 26 119 27 4 26 10 23
中国 73 19 19 2
2
3
0
1
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
4
32 0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6
6
5
5
2
26 9 0
1
4
10
4
0
2
1 7
鶴属 70 17 36 15 23 3 3
4
0
8
台湾
タイ
57
29
18
4
2
19
7
7
16
17
8
12
5
4
5
2
4
0
0
0
0
0
0
14
18
17
6
2
1
0
0
0
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
14
1
2
インドネシア 18 4 6 1 0 3
インド 17 3 1 1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
19
1 8
4
4
7
1
4
0
0
0
0
1
0
13
1 1 1 2
マレーシア 16 6 5 2 0 3 0 0
シンガポール
フィリピン
ベトナム
香港
サウジアラビア
11
10
5
5
2
1
3
2
2
0
2
0
1
1
0
1
6
3
3
1
1
0
0
0
0
1
0
3
0
2
0
0
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
パキスタン 0 0 0 0 0 0
イラン
カター ル
トルコ
スリランカ
その他
1
1
1
1
33
0
0
1
0
12
0
0
0
0
2
0
0
0
0
7
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
ブラジル 11
7
3
3
3
1
3 5 3
4
2
0
1
1 2 3 0 0 1
オーストラリア
甫アフリカ
コロンビア
アルゼンチン
1
0
0
1
0
0
0
1
0
0
134
2
1
2
1
1
0
0
0
3
2
3
1
1
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
サモア 0 1 0 1 0 0 0
タンザニア 1 0 1 0 1 0 0 0 0
チリ
ナイジェリア
スロバキア
ベネズエラ
総　　　 計
1
1
1
1
555
0
0
0
1
170
1
0
1
0
222
0
0
0
0
35
0
0
0
0
193
1
0
1
0
60
0
0
0
0
58
0
0
0
0
17
0
0
0
1
38
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資料表2－10．技術の種類及び独占権・再実施権（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
技　 術　 の　 種　 類 独 占権
（件 ）
再 実 施 権
特 許 ノウハウ 商 棟 出 願 中
特 誰
実 用
新 案 意 匠 有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
北 アメリカ 13 6 73 84 1 1 18 8 5 3 2 10 4 0 2 11 15 0
米 国 12 2
8
6
7 0 7 2 6 18 8 4
1
0
2 9 9 3 0
0
0
19 1 03 0
メキ シコ 1 8
4
1 0
0
0 1 7 1 7 0
カナ ダ 2 4 0 2 4 1 5 0
ヨー ロッパ 10 3 4 9 6 8 17 1 8 5 52 8 75 0 16 87 0
ドイツ 2 6 12 12 3 4
4
0 0
0
1
0
1
0
0
0
2
5 2 1 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
7 19 0
英 国 1 9 7 15 4 1 7 1 2 4 15 0
フランス 15
7
7
6
4
3
3
8 1 0 3 5 1 5 1 1 2 14 0
イタリア 4 6 1 2 0 2 5 0 7 0
ス ペ イン 2 7 3 1 1 5 2 1 6 0
オ ラン ダ 3 3 0 0 0 0 6 1 5 0
E U 2 1 0 0 1 1 3 0 4 0
ロシ ア 0 2 1 0 0 0 3 0 3 0
ポ ル トガ ル 2 3 0 0 0 0 3 0 3 0
ベ ル ギ ー 3 3 0 0 1 0 0
0
0
0
1 2 1 2 0
ス ウ ェー デ ン 3 2 3 0 0 0 0 3 0 3 0
フィン ラン ド 2 1 2 0 0 0 0 2 0 2 0
スイ ス 1 1 1 0 0 0 1 0 0 1 0
ポ ー ラン ド 1 1 1 1 1 1 1
0
0
0 1 0 1 0
ハ ン ガ リー 1 1 1 1 0 0 0 1 0 1 0
ノル ウェー 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0
ア ジ ア 3 4 7 96 3 12 5 0 3 8 16 25 74 2 72 1 21 3 2 5 1
中 国 86 22 78 17 13 67
4
12 74 0
0
6 80 0
韓 国 74 28 62 6 10 1 16 58 2 7 2 0
台 湾 6 0 16 52 7 2 3 3 14 46 0
0
1
3 5 7 0
タイ 30 6 30 3 5 2 3 1 1 19 0 3 0 0
インドネ シア 19 3 17 3 0 0 1 2 16 0 18 1
インド 19 8 18 3 5 2 2 5 14 0
0
0
3 16 0
マ レー シア 17 3 17 1 2 0 1 1 16 0 17 0
シ ン ガポ ー ル 13 3 12 4 1 1 1 3 10 2 11 0
フィリピン 10 2 10 3 0 0 2 5 5 0
0
0
1 9 0
ベ トナ ム 6 1 4 1 0 0 0 2 4 1 5 0
香 港 5 4 4 1 0 1 1 1 4 2 3 0
サ ウ ジ アラ ビア 2 0 2 0 0 0 0 0 2 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0 2 0
パ キ ス タン 2 0 2 1 0 0 0 1 1 0 2 0
イラ ン 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0
カ ター ル 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0
トル コ 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0
ス リラン カ 1 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0
その 他 34 9 32 5 4 0 2 8 26 4 3 0 0
ブ ラジ ル 1 1
7
4
3
3
1
4 10 1 2 0 0
0
1
2 9 1 10 0
オ ー ス トラリア 1 7 1 0 0 2 5 1 6 0
南 ア フリカ 1 3 2 0 0 1 3 1 3 0
コロン ビア 0 3 0 0 0 0
0
1
1 2 0 3 0
アル ゼ ン チン 1 3 0 1 0 0 3 0 3 0
サ モ ア 1 1 0 0 0 0 1 0 1 0
タン ザ ニア 1 0 1 0 0 0 0
0
0
1 0 0 1 0
チ リ 1 0 1 1 0 0 1 0 1 0 0
ナ イジ ェリア 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0
ス ロバ キ ア 1 0 1 0 0 0 0
0
37
0 1 0 1 0
ベ ネ ズ エ ラ 1 1 1 0 1 0 0 1 0 1 0
総　　　 計 6 2 0 2 2 7 4 96 8 3 7 8 29 142 4 77 62 55 7 1
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2．4．技術輸出契約（業種別）
資料表2－11．技術分野、資本金及び相手先企業との資本関係（業種別）
業　 種 全 数
技 幡分 野 責 本 金 責 本 関係
電 気 後 櫨 化 学 会 員 その 他 無 回 駒 使 円
未 満
豊 2分 の 1
以 上
2分の 1
未 満
な し
（日義企義）
象 画答
未 満 以 上
鉱 集 1 0 0 0 0 1 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
33
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
33
1 0 0 0
2
7
4
0
1
0 0 1 く0） 0
建 設 業 2 8 0 1 16 0 1 1 2 1 23 1 0 27 （1） 0
食 品 工業 17 0 0 5 0 12 3 0 7 4 3 9 （の 1
繊 維工 業 10 0 0 3 0 7 1 0 5 0 1 9 （の 0
バ ルブ ・木 製品 工 業 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 （0） 0
出版 ・印鋼 業 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 （の 0
総 合化 学 ・化学 繊 維 工業 3 2 0 0 26 0 5 1 2 12 17
0
1
2
3
1
2
0
32
36
0
2 0
80
16
9 1 22 （0） 0
油脂 ・塗料 工 業 13 0 0 11 2 0 1 6 6 0 3 10 （0） 0
医薬 品工 業 14 0 2 12 0 0 2 1 10 2 1 11 （0） 0
その 他の 化 学 工 業 2 8
5
7
9
6
4 7
1 4 16 0 7 15 2 9 5 2 2 1 （0） 0
石 油 ・石炭 製 品 工 業 0 0 5 0 0 1 1 0 0 0 5 （の 0
プラスチック製品 工 業 0 0 2 0 5 1 1 4 1 1 5 （0） 0
ゴ ム ・革 製 品工 業 0 2 0 0 7 1 4 2 4 1 4 （0） 0
窯 集 0 0 0 0 6 3 0 3 1 2 3 （の 0
鉄 鋼 業 2 9 1 34 1 1 2 12 7 3 37 （0） 0
非鉄 金 属 工 業 7 9 3 8 0 28 7 4 35 4 14 725 （0） 33
会 属 製 品 工 業 12 0 4 0 8 0 4 1 7 1 3 8 （0） 0
機械 工 業 3 5 1 3 1 1 0 2 3 1 1 1 12 4 19 （の 0
電 気後 械 器 具工 業 1糾 1 13 18 1 1 1 19 17 18 45 8 76 （1） 0
通 信・電子 ・電気計測春工業 16 16 0 0 0 0 0 0 0 6 5 5 （0） 0
自動 車 工 業 6 8 11 45 3 1 8 19 9 12 28 20 13 35 （1） 0
その 他 輸送 用 機 械 工 業 23 1 15 0 5 1 13 4 5 1 11 11 （0） 0
精密 機 楓 工 業 13 0 10 1 0 2 6 0 6 1 3 1 9 く0） 0
その 他 の工 業 12 3 0 6 0 3 0 2 9 1 3 27 （0） 0
通 信 業 13
4
1
13 0 0 0 0 0 0 1 1 2
0
0
0
0
0
26 7
0 1 12 （の 0
卸 売 ・小 売 業 1
0
1
5
0
0 0
0
0
0
0
0 3 4 0 0 0 0 4 （1） 0
その 他 会 融 稟 0 0 1 1 0 0 0 0 1 （の 0
新 聞 ・放 送 ・広 告 業 1
5
18
0 0 0 0 0 1 0 0 1 （0） 0
情報サービス・専門サ一・一ビス集 0 0 0 4 0 1 0 0 5 （0） 0
その 他 サ ービス業 0 0 1 8 18 0 0 15 0 3 （0） 0
総　　　 計 653 171 150 109 79 1 1128 89 16 9 16 4 63 33 7 （の 3 4
－138－
資料表2－12．契約相手先国・地域（業種別）
書　 後 全
北アメリカ ヨー ロッパ ア ジ ア その他 ‘
■
義車 その■ 合計 ドイツ 某■
雲 イタリ
ア
その
■ 会計 中■ 車暑 台■ タイ
インド
◆シ7 インギ
マ ㌍
ル
フィリ
ピン
ベト
ナム
その
● 合計
ブラ
ジル
オース
ア ㌶ その後 会計シ7
象 集
晶工彙
集
バル ブ・鐘 ・本 義品工 集
出庫 ・印照彙
鏡台 化手 工彙
油撫 ・酸料 ・石鹸 尊工集
匿某 晶工 集
の他 の化学 工象
石油 ・石鹸雛 晶工業
プラスチック工彙
1
2 8
17
10
1
1
詑
13
14
28
5
7
9
6
47
0
6
3
0
0
1
4
2
6
12
2
1
1
1
2
1
1
2
1
1
1
1
2
14
0
8
4
0
0
1
4
2
6
13
2
1
2
2
15
0
0
0
2
0
0
3
1
0
4
0
1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
2
1
0
0
2
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
0
0
2
1
0
3
1
1
2
1
1
0
3
1
2
2
6
0
1
2
0
0
0
0
1
35
0
1
6
3
1
0
8
2
2
8
1
1
4
1
6
7
0
9
1 1
3
13
0
4
5
1
0
0
5
0
0
0
1
0
1
4
0
2
0
0
3
1
1
1
1
0
0
0
1
1
0
0
4
3
0
1
0
1
0
1
0
0
0
0
1
0
1
0
0
3
0
2
1
1
0
0
1
1
3
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
0
2
4
3
0
3
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
1
0
0
2
0
0
1
0
1
0
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
4
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6
0
2
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
0
1
2
1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
2
13
1
18
7
7
0
0
17
9
6
4
2
5
3
3
25
26
0
1
0
0
0
0
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
0
0
2
1
0
2
1
1
1
12
0
3
0
0
0
0
3
0
0
3
0
0
0
0
1
2
1
0
3
3
8
1
0
0
0
0
1
0
0
j
34
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ゴム・車雛品 工象
奮 彙・土石雛 品工業
2
2
13
2
0
0
1
0
1
1
0
2
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
彙 0 2 7 6 2 2 0 3 1 0 0 0
非鉄 会員 工彙 7 9 10 1 1 3 2
0
3
3
1
1
0
2
2
0
2
0
2
0
0
0
0
0
0
0
16
5 2 7 2
0
1
9
0
2 2
0
0
6
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
17
1 0
0
0
0
0
1 1 0 33
晶工 業 12
35
13 4
0 1
7
26
2
7
7
5
3
5
0
0
1
0
3
13 6
0 2 0 5 0 0 10 1 0 0 0
彙 7 0 9 4 2 0 2
3
0
0 19
94
8
40
14
3
6
4
4
0
0
5
7
3 47
0 0 0 0
t 気後雛 書農工 象 24 1 1 29 20 15 2 4 0 1 0 0
・霊 気什貴 書工 業 16
5 8
23
13
12
13
4
1
1
5
18
65 3
2
6
6
5
2
5
0
0
0
0
1
12 2
0 0 3 3 0 0 0 2 0 0 0
白軸 車工 彙 3 1 1 9 12 2 6 3 2 0 3 1 2 1 0
の他 輸送用後 櫨工 集 0 0 1
0
0
0
0
0
0
0
0
7
1
5
3
4
0
0
0
0
3
103
1 2 8 1 0 0 0 1
0
0
0
0
0
0
0
1
10
0 0 0 0
密書 雛 工業
その軸の工事
傭 彙
・小売業
その他 会畿 彙
新聞 ・放 送 ・広告 彙
・・ゼス・事M サ・・ビス事
その他 サービス彙
総　　　 計
0
1
4
0
0
0
0
1
26
2
0
0
0
0
0
0
1
19
1
0
0
0
0
0
1
2
86
0
3
2
2
0
0
2
1
74
1
2
2
1
0
0
1
0
60
0
0
0
1
0
0
0
0
部
0
0
0
0
0
0
0
0
19
0
1
0
0
0
0
0
0
19
0
0
0
0
0
0
1
1
13
0
0
0
0
0
0
0
2
11
0
0
0
0
1
0
0
1
7
0
0
0
0
0
0
0
1
4
0
0
0
0
0
0
0
0
33
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資料表2－13．契約期間及び契約形態（業種別）
業　 種 全 致
契 約期憫 契 約形態
1年
未 満
5年
未満
10年
未満
15年
末 瀦
15年
以上
工業断書
柵の期間
その他 象 回 有 償 無償 クロスライセンス 象 回
受取 尊奮 支払
鉱 業 1 0
0
0
1
1 0
1
3
2
0
1
0
0
0
5
0
2
3
0
0
0
5
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
7
3 3
0
0
1
0
19
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6 1
1 0 0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
2
0
0
0
0
3
0
0
1
0 0
建設 業 28 19 22 6 0 0
食 品工 業 17 2
0
0
0
4
2
2 1 6 13
7
0
0
2 8
2 0 1
繊 維工 業 10 3 2 2 2 1
0
0
2
0 0
バル ブ・紙 ・木製品 工 業
出版 ・印 刷 業
総合 化学 工 業
1
1
32
0
0
1
0
0
5
0
0
9
0
0
4
1
1
1
4
1
0
1
2
0
0
0
0
0
0
油脂 ・虚料 ・石鹸 等工 業 13 0
0
5
7 1 1 10 2 1
0
2
0
0
0
0
0
3
0 0
医薬品 工 業 14 1 3 1 0 6 2
5
3
9 4 0 0
その他 の化 学 工業 28
5
7
9
6
47
79
12
35
1糾
6 1 2 0 9 23 3 0 0
石油 ・石炭 製 品工 業 1 1 0 0 0 0 2
7
7
6
45
39
1 0 0
プラスチック工業 0 1 2 2 0 0 2 0 0 0
ゴム ・革製 品工業 0 0 1 1 0 4 3 2 0 0
窯 業 ・土石 製 品工 業 0 0 3 1 0 0 2 0 0 0
鉄鋼 業 0 15 9 10 1 2 3 0 2 0
非鉄金 属 工 業 0 5 17 10 1 10 3 0 1 33
金 属製 品 工業 0 0 7 0 0 2 3 10
34
96
2 0
0
17
0 0 0
機 械工 業 0 1 11 5 0 5 13 0 1 0 0
電気後 機 器農 工業 2 2 24 5 1 65 14 13 1 7 0
通 信 ・電気 計 測器 工業 16 0 1 9 1 0 0 5 5 0 11 0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
13
0 0
自動 車工 業 68 0 3 2 6 6 0 3 1 6 7 0 1 0 0
その 他輸 送 用機 械工 業 23 1 7 11 1 0 3 0 22 0 1 0 0
精 密機 械 工 業 13 0 2 4 0 0 5 2 11
9
12
4
0
1
5
17
5 12
0 2
0
0
0
1
0
0
0
40
0 0
その他 の工 業 12 0 1 3 2 1 2 3 3 0 0
通 信 業 13
4
1
4 5 2 0 0 2 0 0 0 0
卸 売 ・小売 業
その他 金融 業
1
0
1
1
1
0
0
1
0
0
0
0
64
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
86
0
0
0
0
0
0
新聞 ・放送 ・広告 業 1
5
18
653
0 0 0 0 0
情報サービス・専門サービス業
その他 サ ービス業
総　　　 計
4
1
21
0
17
118
0
0
1駿
0
0
12
0
0
139
0
1
44
0
0
10
0
0
3 4
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資料表2－14．対価の受取方法及びランニングロイヤルティの料率（業種別）
業　 種 全数 イ二シ†▲のみ
イこシル
＋
ランニング
イニシ†肩
◆ランこげ
◆ミニマム
ランニング
十
ミニマム
ランこげ
のみ 無回答
ランニングロイヤルティの料車
；饗未濃 瑚 8X未満 都以上車傭契約
期間あた
り契約等 無回答
鉱業 1
22
13
7
1
0
18
0 0 0
0
2
0
1
2
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
2
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6
0 0 0 0
0
2
0
0
0
0
1 0
0
1
0
0
0
2
2
1
0
1
0
0
2
1
0
1
5
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
17
0
建般業 1 1 0 1
2
3
1 2 0
食品工彙 3 3 3 1 1 0 3
繊織工稟 3
0
15
0 4 0 1 0 0
バルブ・紙・木製品工業 0
3
3
0 0 1
4
3
0 1
6
3
0
0
0
0 0
総会化学工業 23 1 0 0 4 3
油脂・塗料・石鹸等工祭 10 4 0 0 0 1 0
医薬品工稟 10
23
4
7
7
6
45
42
0 5 1
2
0
0 4 0 0 3 3
0
0
0
0
0
0 2
その他の化学工業 10 4 1 6 1 6 1 3 1
石油・石炭製品工彙 2 0 0 2 0 2 0 0 0
プラスチック工業 4 3 0 0 0 0 1 1 0 0
ゴム・革製品工業 1 3 0 0 3 0 3 0 0 3
窯業・土石製品工業 0 4 0 0 2 0 6 0 0 0
鉄鋼業 14
8
4
13 0 1 14 5 14 0 1 5 0
非銭金虞工業 19 3 0 10 6 17 4 1 3 0
金属製品工業 10
糾
116
0 0 0 6 4 2 0 0 0 0
機械工業 1
25
1
8 1 0 24 3 12
43
9
13 2 2 0
電気機械蕃農工乗 29 1 0 61 7 10 1 11 9
通信・電気計測器工集 16
68
23
13
9
12
4
1
1
5
17
555
11 0 0 3 0 2 2 1 0
自動車工集 2 36
9
2
4
3
1
0
0
1
0
170
0 0 30 3
3
1
32 1
0
2
2
1
3
0
0
0
14
60
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
14
12 17
その他輸送用機練工稟 1 2 0 11
7
5
1
3
0
1
0
16
2 2
15 3 0
精密機椎工彙 4
0
8
0
1
0
4
1
134
0 0 3 4 0
その他の工業
通信業
卸売・小売業
その他金融業
新聞・放送・広告業
情報サービス・専門サービス業
その他サービス集
線　　　 言十
0
0
0
0
0
0
0
19
0
0
0
0
0
0
0
4
1
0
0
0
0
0
0
35
4
1
0
0
1
0
1
193
2
2
0
0
0
1
1
馳
0
0
0
0
0
0
0
割I
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資料表2－15．技術の種類及び独占権・再実施権（業種別）
業　 種 全数
技　 衛　 の　 種　 類 独 占権 再実 施権
特 許 ノウハ 商機 出摩 中特許
実 用
新 案 意 匠 有 無 無回答 有 無 無回答
鉱集 1 0 1 0 0
0
7
0
0
0
0
0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
6
9
0
18
0
7
6
4
0
1 0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
33
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
34
0 1 0
建設 業 2 8 10 2 1
7
6
0
0
2 7
0
4
2
0 2 1 2 26 0
食 品 工業 17 7 0 10 4 12 1
繊 維工 業 10 3 0 6 2 8 0
バ ルブ・紙 ・木 製品 工業 1 1 0 0 1 0 1 0
出版 ・印鋼 業 1 1 0 0 0 1 0 1 0
総 会化学 工業 3 2 12 1 0 7 25 2 3 0 0
油廟 ・塗料 ・石 鹸等工 彙 13 1 12
8
15
6 0 0 6 7 1 12 0
医薬品工 業 14 9 3 0
7
0
0 5 9 2 12 0
その 他の化学 工業 2 8
5
7
9
6
4 7
16 6 0 5 23 4 24 0
石 油 ・石炭製品 工業 0 5
6
7
0 0 2 3 0 5 0
プラスチック工 業 0 2 0 0 3 4 1 6 0
ゴム ・革製品 工業 4 2 2 2 2 7 2 7 0
窯 業 ・土石製 品工業 2 6 0 2 0 3 3 0 6 0
鉄 鋼業 8 4 5 2 1 1 9 3 8 1 4 6 0
非 鉄会農工 彙 7 9 20 4 2 0 0 0 7 3 9 10 3 6 33
金題 製品工 業 1 2
3 5
134
0 11
3 4
！裕
1 0 0 5 7 0 12 0
機 械工業 16 4 7 5 9 2 6 0 3 5 0
電 気機械器 具工 業 55 18 2 1 14 2 5 10 9 6 12 8 0
通 信 ・t 気計 測器工 業 16
6 3
2 3
13
0 16 0 0 0 0 16 0 16 0
自動車工 業 4 1 6 1 8 2 3 2 10 5 3 7 6 1 0
その 他輸送用 機械工 業 7 19 2 3 2 1
0
0
1
0
0
0
0
0
37
4 19 0 23 0
精 密機械工 彙 5 6 0 2 2 1 12 0 13 0
その 他の工 業 12 4 10 4 0 0 5 7 0 12 0
通 信業 13
4
1
4 10 0 3 1 0 13 1 12 0
卸 売 叫、売 集 0 1 3 0 0 2 2 0 4 0
その 他金融業 0 1
0
5
0 0 0 0 1 0 1 0
新 聞 ・放送 ・広 告業 1
5
18
65 3
1 0 0 0 0 1 0 1 0
惰嶋サーービス・専門サービス業 0 0 0 0 0 5 1 4 0
その他サービス業 0 18 15 0 0 15 3 16 2 0
総　　　 計 2 27 4 96 83 7 8 2 9 14 2 4 77 62 5 57 3 4
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2．5．結果一覧
資料表2－16．日本の技術輸出の実態調査結果一覧表
調　 査　 項　 目 4 年 度 5 年 度 6 年 度 7 年 度 8 年 度 9 年 度
全 技 術 輸 出 件 数 7 12 件 6 26 件 7 30件 76 6件 8 42 件 65 3件
輸 出 先 ゾー ン
ア ジ ア 54．1％ 56 ．2％ 61．8％ 64．5％ 58．1％ 56．0％
北 アメリカ 2 1．8％ 19．0％18．6％ 18．7％22．9％ 21．9％
ヨー ロッパ 19．1％ 19．6％ 15．9％ 13．1％ 14．3第 16．6％
技 術 分 野
電 気 29．2％ 25．7％ 24．0％ 27．0％ 28．！粍 27．6％
機 械 23．5％ 22．2％ 28．4％ 24．9％ 22．6％ 24．0％
化 学 19．4％ 25．7％ 21．6％ 20．6％ 20．3％ 16．8％
金 属 11．1％ 11．0％ 14．5％ 14．6％ 15．1％ 12．6％
そ の 他 16．9％ 15．3％ 11．5％ 12．8％ 13．2％ 19．0％
資 本 関 係 あ り 35．1％ 31．2％ 40．8％ 42．6％ 38．0％ 37．0％
契 約 期 間
－ 1 年 3．2％ 4．6％ 5．9％ 3．8％ 4．8％ 3．6％
1 － 5 年 24．6％ 26．7％ 29．5％ 21．7％ 23．0％ 20．1％
5 一 10 年 32．4％ 32．1％ 34 ．4％ 35 ．8％ 30．5％ 25．9％
10年 以 上 17．3％ 20．4 ％ 16．5％ 20 ．0％ 15．5％ 12．9％
工 業 所 有 権 期 間 10．4％ 8．9％ 6．2％ 10．1％16．9％ 23．0％
そ の 他 12．0％ 7．2％ 7．4％ 8．乃 9．3％ 14．6％
対 価 の 受 取 方 法
イニシャルベイル トあ り 56．8％ 62．6％ 55．5％ 54 ．0％ 59．6％ 58．8％
ランニングロイヤルティあ り 75．2％ 76．8％ 76．8％ 77．8％ 70．9％ 75．6％
独 占 権 ・再 実 施 権 独 占 権 付 与 37．3％ 34．6％ 34 ．3％ 27．7％ 23．5％ 22．！瓶
再 実 施 権 付 与 10．4％ 13．6％ 8．8％ 7．4％ 7．7％ 10．0％
技 術 の 種 類
特 許 46，1％ 42．8％ 41．9％ 39．7％ 39．0％ 36．6％
ノウ ハ ウ 86．6％ 87．7％ 88．5％ 83．7％ 76．1％ 80．0％
商 穣 20．1％ 18．8％19．8％ 18．1％19．2％ 13．4％
契 約 形 態
有 償 契 約 36．1％ 62．1％ 85．5％86．2％ 85．6％ 82．7％
無 償 契 約 6．8％ 10．9％ 8．9％ 8．0％ 6．8％ 7．1％
クロス ライセ ンス 7．2％ 7．0％ 5．7％ 5．8％ 7．6％ 10．2％
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?．????
???〕?．???ー????
外 国 へ の 新 規 の 技 術 輸 出 に 関 す る 調 査 く平 成 9 年 度 ）を ご 記 入 い た だ くに あ た って
Ⅱ ．貴社の責 本会について 、その金 額 （車位 ：方 円） をご記入 下 さい．
Ⅳ ．貴社の常 時従叢書数 をご記入下 さい。 （滝外駐在員 も含めて下さい．なお子会社分は含みません．）
Ⅴ　 ▲主契約 の有無
科 攣技術庁 科 学技術政策研 究所　 情報分析離
◇当照査は、 日本か ら外国へ の技術輸出 の実態 につ いての状況把錘を 督的 とす るものです。 ◇遥去に技術 輸出 を行 ったこ とがあ ります か。　 ◇r技鞭輸出」とは ？
外国との問において工業所有権 （檜粁 ・実用新二2 選良三 回柵 こ○印 を瑚 ナて くだ さい・ 案 ・胱 ・納 尊）、及びノウハウに附 る制 の
1．現在継続 中の技術輸 出契約があ る．　　　 疎渡 ’実施権 ．嵐用権の投定や技術柵尊及び ソフ ト
→住遂皇 呈監左下 さい・（錘 棚 鮒 は除く） て㌫ 票 票 霊 ㌢ 品 ㌫ 志 ， る各棟
：：窯 窯 琵 ≡ …碧 雲舎　 催 喜返 喜…瓦 監 ：：：：：：：
何 卒、趣 旨をご理解の上 、ご協力下 さい ます ようお願 い申 しあげます．
◇なお、技術 輸出の実績が ない場合で も、貴社 のプ ロフィール等、回答票 の妓 当欄 にご記入下 さい。
◇ご回答いただきま した企業 の方には、 当調査 の結果概 要を、後 日送付 させ ていた だきます．
ll－肥－こ1，ナーLJし（L・l］l二．，手ノ1－・′ノ＼′て1ブー！ノー／－（ナ（二イ11・・ノ‡，t′－こ． でく／，flケ1‘／1 m Jlこ117］′f－イー ．′、I ll－r［rC・ンtノ・［－11‾′’、′． l
ご回答の期敵
◇ ご記入頂きま した回答用紙 は同封の返送用封筒 に て、平成 11年 1 月 31 日までに ご投 函下さいます ようお （無償爽釣）や、クロスライセンス契約で
Ⅵ ・新規契約 の有無　　　　　　　　　　　　　　 ある場合 も、含みます．
◇外国へ の 「平成 9 年度 の新規の技術輸出契約」黒 い申 しあげます．（ごホ合で縛隈が増いrた■倉でもご遼遠下さい．）
ご回答いただく方
があ りま したか．　　　　　　　　　　　　　 ◇r平成〇年度の畿無の技蕎輸出舞軸 とはウ
ニ2 重友ヱ回 答肩 に○ 印わ けて ください・ 。諾 ㌶ 霊 、禁 温 浣 ㌫ 品訂
◇宛先の方が人事異動尊 でおい でにな らない場 合や他 に適任の部署 ・担 当者 がいらっ しゃ る場合 、お手数 で
ナが当照査表 をその方まで ご回送下 さい． r l・篭 品 竺 監 禁 豊 軌 が あった　 い芸忘：棚 釣肱 肺 。蜘 棚 丁した棲、
手「 2！ 外国への軸 の技榊 出帆 がなかった　 再度か 畑 の卿 撮 繕 した齢 軸 みけ ・l
H
手：◇錮研究所の後 青書について
：．　 当研究所 では、技術貿 易に関す る鶉告書 と して r日本の技術輸 出の実態」及び r外国技術導入 の動向分
H 析」 を発表 してお ります． ご活用状況 につ いてお聞かせ 下 さい。 （ニ 2 艶 三〇印 をつ けて下 さい．）
l！H　 「T 崩 書を知 ってお り、使 っている
il　　　 乱 知 ってはい るが 、使 っていない
i：　 3・知 らない
；l
lliゝ t 新規の技 術輸出が ない場合 】
．　　 ◇ ご協力 あ りが と うございま した．同封の返信用封筒 でご返送 下さいますよ うお題 い申 しあげます。
t
I
当調査についてのお問合せ
◇当アンケー トの 回収 は、 下l己に委I毛してお ります． ご不明の点やお 問合せ等 ございま したら下記担 当ま で
ご連絡下さい．
株式 会社 ケー ピーエス　 （担 当 ：竹内 、木村 ）
東京 都新宿 区百人町 2－を8 ステアアー ブピ′ 〒16 9・側 73
T E L O120－007・81叫直通J トダ イ†′）／R hX ：03（5213）3727
◇回答用紙が不足 した場合 は、お手数ですが 、上記 拉当に ご連絡いた だ くか 、また はコピー していただだ き、
貴社の技術輪仕＝こ係 るすべ ての契約 につ いてごl已入 下 さいます ようお肩 い申 し上 げます．
賞 間 A ．す べ て の 企 業 の 方 に お 伺 い しま す
工．貴社プロフィー ル
◇お手数ですが、貴社 名、ご住所、 ご連絡先 、 ご担 当者 名等を回答薫 にそれぞれ ご記入 下 さい． 責 間 B ．新 規 の 技 術 輸 出 契 約 に つ い て
Ⅲ．象糧
瑚 錦 か中 に吻 タ へ棚 方 の細 鋸 紗 ノが あ った 愈蒙 の方 にの みお好 い します．
◇貴社の主な業種を、下記 か ら醸 当す る番 号を一つ選 んで、回答肩の業種 柵 こご記 入下 さい．
間 1．技術内容 について
◇平成 9 年度 中に新規 に輸 出されたすべての技術内容 につ いて、簡激 にご記入下 さい．1． 農林水産業　　　　　　　　 13．プヲスチ ックエ乗　　　　 25．その他の工彙
2． 鉱業　　　　　　　　　　　 14．ゴム ・革製品工業　　　　 28．t 気 ・ガス ・熟供給業 （記入例） 半導体素子 の製造に関す る技術
3． 建設業　　　　　　　　　　 15．窯業 ・土石集晶工業　　　 27．運輸 ・倉摩集 （注）同 じ技術内容が複数の別の相手先に対 して輸出されている場合、それぞれについてご記入下さい．
▲　 食品工業　　　　　　　　　 16．鉄工業　　　　　　　　　 加．通信業
5． 繊維工業　　　　　　　 17．非鉄金員工業　　　　　 の．卸売 ・小策集 ■以下の質 問につい ては、間 1．でご記入いただいた r技術内乱 それぞれ についてご記入下 さい。
6． パルプ ・紙 ・木製品工業　 18．金属製品工業　　　　　　 30．飲食業
7． 出版 ・印刷業　　　　　　 19．機械工業　　　　　　　　 31．銀行 ・保醜 ・証券業
間 2 ．技術分頬 について8． 総合化学工業　　　　　　　 20．t 気機械鰭鼻工業　　　　 32．その他金融業
9． 油庸 ・鎗料 ・石鹸蠣工業　　 2L 通信 ・電気計醜蓼工業　　 3乱 不動産業 ◇輸出 した技術の内容 について、別添の 「技術分類表」 から錬当す る番 号を一つ凄んで ご記入 下 さい．
10．医集晶工業　　　　　　　　 盟 ．自動車工業　　　　　　　 34．新蘭 ・放送 ・広告業 （注）例えば、ソフ トウエアは re8電子計算機」、半導体は 「70 義子気品 ・ナバイスJ となります．
11．その他の化学工業　　　　　 23．その他輸送用機械工業　　 35．情報トビス・専門†－ビス稟 詳細は、各分類の内訳を書青にして下さい．
12．石油 ・石炭集晶工業　　　　 24．精密機械工業　　　　　　 36．その他サービス集
ー??ー?
憫3．先蟻技鸞分野の腋鮒こついて
◇技術内容は、以下の先爛技術分野に麟当しますか？鼠当土星豊里ヒヨユ⊆9旦皇つけて下さい．
1 rl蛤 電子劃 算ー 檎 J （ハー ドウエア） 6 ．原子力
且 r6 8 電子計算機 j （ソフ トウエア） 7．銑 空
3．「63 種子計算機 J （サー ビス） ＆ 宇宙
▲ 「68 電子計算機J 以外の ソフ トウエア 9 ．1ま集晶
5 ．半導 体 10 ．バイオテ クノロジー
90 ．鰊当 しない
（注）電子計算機のサービスとは、電子計算機の遭用・管理尊の技術支義のことをいいます．
また、電子計算機以外のソフトウ工7には、通信機奪用ソースコ胃ド尊が鍍当します．
周4．異釣相手先の鎗・地場名
◇その技術を輸出した契約相手先の国・地域名（国連、EU、台湾、香港尊は区別する．）をご記入下さい．
闘5．爽絢相手先との責本関係尊
◇爽約相手先との資本関係について、下記から＝地工、鰊当する番号に○印をつけて下さい。
L 相手先との資本隣保はない
乱 相手先との資本碑係はないが、相手先は日系企業である
3．相手先の株式または持分の2 分の1 未膚を所有している
4．相手先の株式または持分の2 分の1 以上を所有 している
??????
闘6．契約期間革
憫6・■爽約期憫
◇契約期間について、その隻麓」旦皇位蛙望捜工L皇呈鼠左下さい．
ただし、以下に膿当する場合は、そのヱニ上皇三寒ム下さい．
00 ． 1 年 未 満
7 0．期 間 の 定 め な し
30 ．無 期 限
90 ．そ の 他
闘8・h檜静革の期間
◇上記の期蘭は、特許尊工業所有権（商標を除く）の期間に錬当しますか？
旗当・搾技当のと公地生良良をつけて下さい．
蘭7．枚縛の糧凱こついて
◇輸出契約をされた技術の書類は次のどれにあたりますか．
あてはまる技術の種類の番号について、下記から墜皇土星重畳土土工！…立墾皇つけてください．
l
l
L 特 許　　　　　　　　　　　 4 ．商 標
2 ．出車 中 特 許　　　　　　　　 5 ．意 匠
3 ．実 用新 案　　　　　　　　　 6 ．ノ ウ′、ク （ソ フ トウ エ ア を含 む ）
▼
■間8．については間7．（技術の種譜）でLまたは2．を選択された場合だけお答え下さい。
憫8．内包する檜静畿
◇′くッケージ契約尊においては、一つの技術輸出爽題馴こ複数の特許が含まれていることがあります。
当技契弁別こ含まれる特許数は、いくつになりますか．その教皇呈起ムください．
（注）ここでいう　r檜群数」とは椿欝のみの散であり、実用新案・商標・意匠・ノウハウの数は含みません．
憫9．独占権の肴無について
◇契約相手先の国内における独占権（製造権または販売権）は与えられていますか．
柵・無のど拠良企厚つけて下さい．
闘10．雷美集権の有無について
◇輸出した技術を契約相手先が第三者に移転することができる胃寛輸櫓は与えられていますか．
肴・無の公地…良理をつけて下さい．
闇11．契約静蝕
◇契約形態について、下記から＝2塾を竺、麒当する番号に○印をつけて下さい．
l
l
l
l
l◆
L 有 償契約 （クロスライセンス契約 を除 く）
乳 無 償契約 （クロスライセ ンス集約 を繰 く）
3．クロス ライセ ンス爽約で、対鏑 を受儀す る もの
4．クロス ライセ ンス契約 で、尊価交換 （金鉄授受 のない） のもの
5．クロス ライセ ンス契約で、対価 を支払 うもの
■同じ．及び同じ．については、間lL（契約形鶴）でLまたは3．を遭択された場合だけお奮え下さい．
闘12．対儀の受取方法
同じ・■．受取方法について、下記から＝2遷良三、披当する番号に○印をつけて下さい．
1．イ ニシャルペイ メン トのみがある
鼠 イ ニシャルペイ メン ト及 びヲンユ ングロイヤルテ ィが ある
3．ランニ ングロイ ヤル ティのみがあ る． ↑ ． ． ． ? ． ． ． ． ． … ． ? ． ． ． ，
闘通・b．ランニングロイヤルティの種鼻（ヲンニングロイヤルブイがある場合）
◇麒当するものを下記から濃んで、象当主ゑ重畳土：三三良座主つけて下さい．
L 料 率 で の 設 定 で あ る　 →　 科 車 も ご 記 入 下 さいj （小義 A 以下切■て． ただし、
鼠 単 価 建 t 契 約 で あ る　　　　　　　　　　　　 1％細 は、1％として下 さい．）
3．期 間 あ た り契 約 で あ る （例 ． 年 払 尊 ）
闘伽．ミニマムペイメントの有無（ランここングロイヤルティがある場合）
◇対価の費儀にあたってミニマムペイメントはありましたか．
有・無のと丑拠白亜をつけて下さい．
憫13．対鏑の受取額
簡13・■平鹿8年度中の乗取徽
◇平成9年度中（平成9年4月1日～平成10年3月31日）の韓受取額はいくらですか？
→お差し支えなければ、金憲」叢生⊥互凸Lを主監払下さい．
簡13－b．平成10年度中の隻取亀
◇平成10年度中（平成10年4月1日一平成11年3月31日）の絶受取予想額はいくらですか？
→お蓋し支えなければ、金堕＿上里陰⊥互巴L皇ご恩左下さい．
◇ご記入いただく項目は以上です．ご協力下さいましてありがとうございました．
◇同封の返信用封筒にて、回春稟だけをご返送下さいますようお肩い申し上げます．
l　 l　　　　　　　　　　 欄 への新規 の技術輸出に関する調査（平成9 年度）
平成11年1月
I ．貴社プロフィー ル　　　　　　　　　　　　　 回　 答　 集 科学技締庁 林学技痺政策研究所
惰徽分析徽
責 社 名　　　　　　　　　　　　　 Ⅴ・遇主契約の棚 く○印喀つlナて下さい・）　　 Ⅵ・蕎親契約の棚 （○印をつけて下さい・）
過去に技術輸出を行ったことがありますか？　　　　 外国への r平成9 年度の新規の技術輸出爽約」がありましたか？
ご　住　 所　 T　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 l． 現在継続中の技術輸出契約がある．　　　　　　 1． 「外国への新規の技術輸出契約」があった．
その件数をご記入下さい．（9年度新規分は靡く．）　　　　 その件数をご記入下さい．
t 賠番号　　　　　　　　　　　 T［L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 l
都鳥代表書名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 件　　　　　　　　　　　　　　 1　　　　 件
ご 車　 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2． 継続中の技術輸出契約はないが、　　　　　　 2．r外国への新規の技術輸出実動 はなかった．
ご記入有名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 連去に技術輸出を行ったことがある．
鱒　 尊　 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3． これまで技術輸出を行ったことがない。　　　　 ◇当研究所の報告書について
郡 Ⅲ浦 本 閻 美春数人 l　 l ご… 蓋 藍 慧 慧 るヽ．
こてご遼遠下さい． l
平成9年度中の「新規の技術輸出契約」のそれぞれの内容について 貴同真に基づいて下表にご記入下さい．
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闘13■
○年度中の乗取嶋
問13b
10年度中の乗取
芸l 1 4　7 10 1　3 「 当 1　4 有 有 1　4 1 1 ・▼．粛
蕪
偉 万円 偉 万円2　5　8 11
3　6　9
2　4
非
2　5
3　6 無 無
2　5
3
2
3
2
3
1） 1 4　7 10
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2　5
3　6
有
無
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1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
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無
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1　4
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3
1
2
3
1
2
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偉 万円 偉 万円
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2　5　8 11
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1　3
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了
！
当
非
1　4
2　5
3　6
有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
・▼有
無
偉 万円
‘偉 万円
4） 1 4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
！平 当
非
1　4
2　5
3　6
！ 有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
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5） ！ 1 4　7 10
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2　5
3
1
2
3
1
2
3
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偉
ま
万円 櫨 万円
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平成9年度中の「新規の技術輸出契約」のそれぞれの内容について、貫問真に基づいて下表にご記入下さい。
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○年度中の貴義着
問13b
10年度中の景最
6） 1 4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
年 当
非
1　4
2　5
3　5
l 有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
・．・有
無
偉 i 万円 偉 万円
7） 1　4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
′　年 当
非
1　4
2　5
3　6
l
l
有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
1も有
無
偉 万円 偉 万円
8） il 1 4　7 102　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
i 年 当
非
1　4
2　5
3　6
i i 有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
．為有
無
偉 ！ ！昌 r 万円
9） 1　4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
’牛 当
非
1　4
2　5
3　6
有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
・▼有
無
偉 万円 偉 万円
10） 1 4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
年 当
非
1　4
2　5
3　6 l
有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
・，有
無
偉 万円 r 万円
11） 1　4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
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非
1　4
2　5
3　6
i 有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
・▼．有
無
偉 カ円 偉 万円
12） 1 4　7 10
2　5　8 11
3　6　9
1　3
2　4
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非
1　4
2　5
3　6
i 有
無
有
無
1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
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無
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i
万円 偉 万円
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1
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3
1
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3
1
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3
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偉 i
！
万円 偉王 万円
15） i
l
1 4　7 10
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3　6　9
1　3
2　4
年 当
非
1　4
2　5
3　6
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無
有
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1　4
2　5
3
1
2
3
1
2
3
ヽ有
無
i偉 万円 偉 il
万円
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資料表3－2．技術分類表
問塾聖経術分頭重冒認去嬰際粧、参考として下さVゝ
（注）以下の「技術」には、特許・実用新案・商標・意匠・ノウハウを含みます。
技　 術　 分　 類 ］－ド 内　　　　　 訳
農 林 水 産 業 に係 る技 術 0 2 （経 営 に関 す る技 術 を含 む ）
鉱 業 に 係 る技 術 0 3
建 殴 業 に 係 る技 術 0 4 総 合 工 事 に 係 る技 術
職 別 工 事 に係 る技 術 （設 備 工 事 を含 む ）
製
造
業
に
係
る
技
術
食 料 品 ・た ば こ 1 1
畜 産 ・水 産 食 料 品 製 造 技 術
野 菜 缶 詰 ・果 物 缶 詰 ・農 産 保 存 食 料 品製 造 技 術
調 味 料 ・糖 類 製 造 技 術 、精 穀 ・製 粉 技 術
パ ン ・菓 子 製 造 技 術 、動 植 物 油 脂 製 造 技 術
そ の他 の食 料 品 製 造 技 術
清 涼 飲 料 ・酒 類 ・茶 ・コー ヒー 製 造 技 術
製 氷 技 術 、飼 料 ・有 機 質 肥 料 製 造 技 術
た ばこ製 造 技 術
線　　 維 1 2
製 糸 ・紡 績 技 術 、ね ん 糸 製 造 技 術
織 物 技 術 、ニ ット製 造 技 術 、染 色 整 理 技 術
絹 ・網 ・レー ス ・繊 維 雑 品 製 造 技 術
そ の 他 の繊 維 工 業 に係 る技 術
（整 毛 ・製 綿 ・フェル ト製 造 ・ガ ー ゼ ・包 帯 等 ）
衣
服
繊
外　　 衣 1 4 外 衣 製 造 技 術 （和 式 を 除 く）
そ の 他 の 衣 服 ・繊 維 製 品 1 5
シャツ ・下 着 製 造 技 術 、帽 子 製 造 技 術
毛 皮 製 衣 服 ・身 の 回 り晶 製 造 技 術
そ の 他 の 衣 服 ・繊 維 製 身 の 回 り晶 製 造 技 術
維 （ネ クタイ ・スカー フ　 等 、和 式 の 外 衣 を含 む ）
製
品
そ の 他 の繊 維 製 品製 造 技 術 （寝 具 ・麻 袋 ・旗 等 ）
木 材 ・木 製 品 ・家 具 等 1 6 木 材 ・木 製 品 製 造 技 術 、家 具 ・装 備 品 製 造 技 術
パ ル プ ・紙 製品 ・印刷 1 7 バルブ ・紙 ・紙 加 工 品 製 造 技 術 ［加 工 根 城 等 は コー ト1 5］
出 版 ・印 刷 ・同 関 連 技 術
化
学
製
品
無 機 化 学 等 2 1
化 学 肥 料 製 造 技 術
無 機 化 学 工 業 製 品 製 造 技 術 （か 性 ソーダ ・金 属 ナトけ ム・硫
酸 ・さらし粉 ・アンモニア・カー バイド・酸 化 チ タン 等 ）
有 機 化 学 2 2
有 機 化 学 工 業 製 品 製 造 技 術 （ベ ン ゼ ン ・メタノー ル ・アセ ト
ン ・エ タノー ル ・コー ル ター ル　 等 ）
［プ ラスチ ック製 品製 造 技 術 は コー ド83］
化 学 繊 維 2 3 化 学 繊 維 製 造 技 術
（ナ イロン ・ポリエステル ・カー ボ ンファイバ 等 ）
油 脂 加 工 ・石 け ん 等 2 4 油 脂 加 工 製 品 ・石 けん ・合 成 洗 剤 ・界 面 活 性 剤 ・
塗 料 製 造 技 術 （印 刷 インキ ・ろ うそ く　等 ）
医 薬　 品 2 5 医 薬 品 製 造 技 術 ［農 薬 は コー ト2 6］
その 他 の 化 学 製 品 2 6
火 薬 類 ・農 薬 ・香 料 製 造 技 術
化 粧 品 ・歯 磨 ・そ の他 の化 粧 用 調 整 品 製 造 技 術
ゼ ラチ ン ・接 着 剤 製 造 技 術 、写 真 感 光 材 料 製 造 技 術
天 然樹 脂 製 品 ・木 材 化 学 製 品 製 造 技 術
試 薬 製 造 技 術
他 に分 類 され ない 化 学 工 業 製 品 製 造 技 術
（デ キス トリン ・イオ ン交 換 樹 脂 ・防 水 剤 等 ）
［カゼインは コード11、事 務 用 の りは コー ト等4］
石 油 ・石 炭 製 品 3 0
石 油 精 製 技 術 、潤 滑 油 ・グリー ス製 造 技 術
コー クス ・練 炭 ・豆 炭 製 造 技 術 、舗 装 材 料 製 造 技 術
そ の 他 の 石 油 ・石 炭 製 品 製 造 技 術
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ゴ ム　 製　 品 31ゴム製品製造技術（タイヤ・チュー ブ・グムホー ス・ジム栓 等）
なめし革・同製品・毛皮 32なめし革・同製品・毛皮製造技術
窯　　 業 33
ガラス・同製品製造技術
セメント・同製品製造技術、建設用粘土製品製造技術
陶磁器・同関連製品製造技術、耐火物製造技術
炭素・黒鉛製品製造技術、研磨材・同製品製造技術
骨材・石工晶等製造技術
その他の窯業・土石製品製造技術
（ほうろう製品・石膏・石灰　 等）
鉄　　 鋼 34
製鉄・製鋼・製鋼圧延技術
鋼材製造技術（表面処理鋼材を含む）
鍛鋼・鍛工品・鋳鋼製造技術
銑鉄鋳物製造技術（可鍛鋳鉄・精密鋳造晶　等）
その他の鉄鋼業に係る技術
（鉄粉製造・鉄スクラップ加工処理　 等）
非 鉄　 金 属 35
非鉄金属第1次・第2次精錬・精製技術
非鉄金属・同合金圧延技術
非鉄金属鋳物製造技術（ダイカスト　等）
電線・ケーブル製造技術
その他の非鉄金属製造技術
（核燃料成形加工・非鉄金属粉末製造 等）
金　 属　 製　 品 36
ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造技術
洋食器・刃物・手道具・金物類製造技術
（レンチ・携行ジャッキ等の作業工具・ノコ刃・機械鋸 等）
暖房装置・配管工事用附属品製造技術
（ガスこんろ・ガス湯沸器等のガス機器、石油ストブ・石油温
風暖房機等の石油機器、太陽熱利用機器）
建設用金属製品製造技術（製缶板金技術を含む）
（鉄骨・シャッタ・鉄塔・プレハブ・コンテナ・弁・継手・パイ
プ・貯蔵槽・貯蔵タンク　等）
金属プレス製品製造技術（自動車車体部品・機械部晶　等）
粉末冶金製品製造技術、被覆・彫刻技術、熱処理技術
［ほうろう鉄器製造技術はコード33］
金属線製品製造技術（ボルトナットリベット小ねじ等）
その他の金属製品製造技術（ばね・金属製バッキング等）
般
機
械
器
具
ボイラ・原動機 41
ボイラ・原動機製造技術
［自動車・二輪自動車・鉄道車両・航空機・船舶
用のものはコートち2］ ［発電用のものはコード61］
農業・建設・鉱山用機械 42
農業用機械製造技術 （農器具製造技術を除く）
（栽培用機器・脱穀機・飼料さい断機 等）
建設機械・鉱山機械製造技術（建設用・農業用・運搬用トラ
クタ製造技術を含む。建設用クレーン・掘削機械・アスフア
ルト舗装機械・コンクリー ト機械・せん孔機破砕機　 等）
［荷役用のものはコート18】【コンクリートミキサー 車はコー トち2］
金属加工機械 43
金属加工機械製造技術 （旋盤・ボール盤・放電加工機・数
値制御工作機・圧延機械・ベンディングマシン・機械プレ
ス・鍛造機械・機械工具・電動工具　等）
繊 維 機「械 44繊維機械製造技術（化学繊維機械・紡績機械・織機・編組
機械・染色仕上機械　 等）
特殊産業用機械 45
特殊産業用機械製造技術（食料品加工機械・木工機械・パ
ルプー製紙機械・プラスチック加工機械・印刷・製版・製
本・鋳造装置・ダイカストマシン　等）
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ポンプ・圧縮機・送風機 47ポンプ・同装置製造技術
（空気圧縮機・ガス圧縮機・送風機製造技術）
動　 力　 機 械 48
エレベータ・エスカレータ製造技術
荷役運搬設備製造技術（クレー ン・巻上機 等）
般 ［建設用クレーンはコー ト12］
産 動力伝導装置製造技術（軸受製造技術を除く）
業
用
（変速機 等） 【輸送用のものはコートち2］
化学椎椎・装置 49化学機械・同装置製造技術 （圧搾機器・ろ過機器・分離機
機
械
器・集塵機器・電解槽 等） ［貯蔵槽は全てコ一拍6］
その他の一般産業用機械 50
工業窯炉製造技術
油圧・空圧機器製造技術（油圧ポンプ・油圧モー ダ空気圧バ
ルブ・空気圧シりンダ 等）
その他の一般産業用機械・装置製造技術（潤滑装置・自動
車用代燃装置・焼却炉　 等）
その他の機械 51
事務用・サービス用・民生用機械器具製造技術
（電子式卓上計算機・複写機・日本語ワー ドプロセッダ冷凍
機 ・エアコンブィシけ （家庭用を含む）・業務用洗濯機・ミシン
（家庭用・工業用） 等）
［高周波ミシンはコートも9日輸送機械用エアコンはコ一指21
その他の機械・同部品製造技術
（包装機械・荷造り機械・金型・自動販売機・動力伝
導装置（平軸受・玉軸受・ころ軸受、但し時計用はコー
B 3）・高圧・一般・自動調整バルブ・産業用ロボット・
ピストンリング 等） ［自動車バルブはコートち2］
輸送用機械 52
自動車・同附属晶製造技術（＊1：下段参照）
鉄道車両・同部分品製造技術
自転車・同部分品製造技術
船舶製造・修理技術、船舶機関製造技術
航空機・同附属晶製造技術（＊2：下段参照）
その他の輸送用機械器具製造技術（ロケット（武器用のもの
はコード糾）・気象観測用バルン・同部分品　等）
［アド′ミルン（宣伝用）はコー ド841
（＊1）自動車・同附属晶製造技術
エンジン・同部品・シャシー ・車体・自動車バルブ・プレ キ・クラッチ・車軸・ラジュー タ・車輪・車軸・ステ門ング装置・
方向指示器・変速装置・燃料噴射装置・気化器・自動車用エアコン・オイルフィルタ・ワイパ 等ー
［タイヤ・チューブ・ゴム製晶はコー ド31、自動車用ガラス・レンズはコー ド33、プレス製品等自動車車体部
晶・金物はコード36、自動車ジャッキ・車輪機器・自動車整備機器はコー トち1、自動車用電装品（内燃機
関用）・発電機・電動機はコー ド61、照明器具・電球はコー ド62、蓄電池はコー トり1］
（＊2）航空機・同附属晶製造技術
エンジン・胴・主翼・フラップ・方向舵・プロベラ・フロートパラシュー トェンジンオー バ ホーー ル・エンジン取付具・原動
機・同部分品　等
［タイヤ・チュー ブはコー ド31、航空機用計器・高度計・燃圧計はコー ド53、航空機用電動機・電装品はコー ド6
1、照明装置はコード62、航空機用通信装置（レー ダ・着陸誘導装置・方向探知機等）はコード糾］
精　 密　 機　械 53
計量器・測定器・分析器具・試験機製造技術
（マイクロメー タ・航空計器・高度計・圧力計等）
測量機械器具製造技術【無線応用航法装置はコートも4］
医療用機械器具・医療用品製造技術（人工心肺装置　 等）
理化学機械器具製造技術
光学機械器具・レンズ製造技術（カメラ・カメラ用三脚・望遠
鏡・顕微鏡 等） ［電子顕微鍬 まコート71】
眼鏡製造技術（枠を含む）
時計・同部分品製造技術（時計用軸受を含む）
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電
気
機
械
器
具
発送電・配電・産業用電気機械 61
発電用・送電用・配電用・産業用電気機械器具
製造技術（発動機・電動発電機等の回転電気機械 （輸送用
機械のものを含む）・内燃機関電装品（自動車用スタータ
ーモータ・充電機等）・変圧器・電力変換装置・電気溶接
機・開閉制御装置　 等）
民生用電気機械・電球 62
民生用電気機械器具製造技術（電気暖房器・厨房機器・扇
風機・電気温水機・家庭用電気冷蔵庫・家庭用電気洗濯
・照明器具 機・理美容機器　 等）
電球・電気照明器具製造技術
通
信
機
械
有線・無線通信機械 64
有線通信機械器具製造技術
（電話機・ファクシミリ・交換機 等）
無線通信機械器具製造技術
（レー ダ装置・無線位置測定装置　 等）
ラジオ・テレビ・音響器具 65
ラジオ受信機・テレビジョン受信機製造技術
【ビデオ機器製造技術はコートも9］
電気音響機械器具製造技術 （ラジカセ・ステレオセット・チ
ユー ナ　等）［輸送用機器用のものはコートち2］
その他の通信機械 66交通信号保安装置製造技術
その他の通信機械器具・同関連機械器具製造技術
電 電子計算機 68電子計算機・同附属装置製造技術（パソコン・光ディスク装
子
応
置 等） ＊全てのソフトウエアを含む
その他の電子応用装置 69
Ⅹ腺装置製造技術（CT装置・放射線測定器　 等）
用 ビデオ機器製造技術
装 その他の電子応用装置製造技術
置 （粒子加速装置・超音波応用装置・電子顕微鏡等）
電子部品・デバイス 70
電子機器用・通信機器用部分品製造技術
（半導体素子・トランジスタ・電子管・集積回路・リレー・抵
抗器・コンデンサ 　ー等）
その他の電気機械 71
電気計測器製造技術（オシロスコー プ・電圧執定器・半導
体測定器・IC測定器 等）
その他の電気機械器具製造技術（乾電池・蓄電池（輸送用
根株用のものを含む）・太陽電池　等）
そ
の
他
の
製
品
貴金属・装身具等 81
貴金属製品製造技術（宝石加工を含む）
装身具・装飾品・ボタン・同関連品製造技術
（貴金属・宝石製を除く）
レジャー用品 82楽器・レコー ド製造技術、玩具・運動競技用具製造技術
プラスチック製品 83
プラスチック板・棒・管・継手・パイプ等異形押出製品製造技術
プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革製造技術
工業用プラスチック製品製造技術
発泡・強化プラスチック製品製造技術
プラスチック成形材料製造技術（廃プラスチックを含む）
その他のプラスチック製品製造技術（プラスチック製台所用品・
プラスチック製容器・合成樹脂製人工芝　 等）
［合成繊維製人工芝はコード12】
他に分類されない製造技術 84
武器製造技術
ペン・鉛筆・絵画用品・その他事務用品製造技術
漆器製造技術
他に分類されない製造技術（魔法瓶・荷役運搬用パレット
ライター ・コルク製品・看板　 等）
その他の産業に係る技術 90
電気・ガス・熱供給・水道業・運輸・通信業に係る技術
卸売・小売業、飲食店に係る技術
金融・保険業、不動産業に係る技術
サービス業に係る技術
公務（他に分類されないもの）に係る技術
分類不能の産業に係る技術
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資料表3－3．技術分類と技術分野の対応
］－ド 技　　 術　　 分　　 類 技術分野
］－ド 技　　　 術　　　 分　　　 類 技 術分野
0 1 全　　　　　　　 産　　　　　　　 業 4 3
4 4
金　　 属　 加　　 工　 機　 様
様　　　 維　　　 機　　　 械 機
械
02 農　　 林　　 水　　 産　　 業
そ
の
他
03 鉱　　　　　　　　　　　　　　　 業 4 5 特　 殊　 産　 業　 用　 機　 械
04 建　　　　　　　 設　　　　　　　 業 4 6
4 7
4 8
一　 般　 産　 業　 用　 機　 械
ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機
動　　　 力　　　 機　　　 械
05 製　　　　　　 造　　　　　　 業
11
12
13
食　 料　 品　 ・　 た　 ば　 こ
繊　　　　　　　　　　　　　 維
衣　 服　 ・　 繊　 練　 製　 品
そ
の
他
4 9 化　 学　 機　 械 ・ 婁　 置 化 学
5 0 そ の 他 の 一 般 産 兼 用 機 椎
機
械
14 外　　　　　　　　　　　　 衣 5 1 そ　　 の　　 他　　 の　　 機　　 械
15 そ の 他 の 衣 服 ・織 鐘 製 品 5 2 輸　　　 送　　　 用　　　 機　　　 械
16
17
木　 材 ・木　 共　 晶 ・家　 鼻 等
バ　 ル ブ ・紙 製　 品 ・ 印 劇
5 3 精　　　　 密　　　　 機　　　　 械
6 0
6 1
電　　 気　　 機　　 械　　 器　　 具
発 送 電 ・配 1 ・産 業 用 電 気 機 械
電
気
そ
の
他
20 化　　　 学　　　　 製　　　　 品
化
学
そ
の
他
金
属
機
械
2 1 無　　 機　　 化　　 学　　 等 6 2 民生 用 電気 機械 ・電球 ・照明器 具
22 有　　　 機　　　 化　　　 学 6 3 通　　　　 信　　　　 機　　　　 械
23 化　　　 学　　　 繊　　　 維 6 4 有　 線 ・無　 線　 通　 信　 機ド械
24 油　 脂　 加　 工 ・ 石　 け　 ん　 等 6 5 ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具
25 医　　　　　 薬　　　　　 品 6 6 そ　 の　 他　 の　 通　 信　 機．械
26 そ　 の　 他　 の　 化　 学　 製　 品 6 7 電　　 子　　 応　　 用　　 装　　 置
30 石　 油　 ・　 石　 炭　 製　 品 6 8 電　　 子　　 計　　 算　　 機
3 1 ゴ　　　 ム　　　　 製　　　　 品 6 9 そ の 他 の 電 子 応 用 装 置
32 な め し 革 ・同 製　 品 ・毛 皮 7 0 電　 子　 部　 品 ・ デ　 バ　 イ　 ス
33 窯　　　　　　　　　　　　　 業 7 1 そ　 の　 他　 の　 電　 気　 機　 棟
34 鉄　　　　　　　　　　　　　 鋼 8 0 そ　　 の　　 他　　 の　　 製　　 品
35 非　　　 鉄　　　　 金　　　 属 8 1 貴　 金　 属 ・ 装　 身　 具　 等
36 金　　　 属　　　　 製　　　　 品 8 2 レ　　 ジ　　 ャ　　 　ー　 用　　 品
40 一　 般　 機　 械　 器　 具 8 3 プ　 ラ　 ス　 チ　 ッ　 ク　 製　 品
4 1 ボ　 イ　 ラ　 ・　 原　 動　 機 8 4 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 業
42 農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 9 0 そ　　 の　　 他　　 の　　 産　　 業
注）（1）技術分野は、「電気」、「機械」、「化学」、「金属」、「その他」の5分野からなっている。
（2）技術分類は、48分類（コード01，05，13，20，40，46，60，63，67，80を除く）である。
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［付　記］
本報告書は、平成9年度の我が国の技術輸出の実態調査の結果をまとめたものです。
今回の調査において、調査方法の立案および調査研究を進めるにあたっては、所内の多
数の方々にご協力を頂きました。特に、情報分析課の山口治氏、久野美津子氏におきまして
は、アンケート調査から報告書執筆に至るまで全面的に支援していただきました。
さらに、お忙しい中にも関わらず調査にご協力頂き、貴重な情報を提供して頂いた各企業
の方々に心からお礼を申し上げます。
科学技術庁　科学技術政策研究所　情報分析課
花井光浩
吉水正義
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